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添付資料－1. 重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対

処施設 

 

添付資料－1 

重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処施設 

 

添付資料１ 

重大事故シーケンスにおける主要な重大事故等対処施設 

 

 

・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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・設備構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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  ・設備構成の相違 

【柏崎 6/7】 
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添付資料－2. 地震動の年超過確率 

 

添付資料ー２ 

地震動の超過確率 

 

添付資料２ 

地震動の年超過確率 
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添付 2－1図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様 

ハザードスペクトル（水平方向） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地震動の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地地点における地

震ハザードの相違及び

プラント毎の基準地震

動等の相違 
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添付 2－2図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様ハザ

ードスペクトル 

（鉛直方向） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地震動の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

立地地点における地震

ハザードの相違及びプ

ラント毎の基準地震動

等の相違 
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添付 2－3図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様ハザ

ードスペクトル 

（水平方向） 
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添付 2－4図 弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルと一様ハザ

ードスペクトル 

（鉛直方向） 
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添付 2－5図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（水平方向） 
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添付 2－6図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（鉛直方向） 
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添付 2－7図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（水平方向） 
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添付 2－8図 基準地震動ＳＳの応答スペクトルと一様ハザードス

ペクトル 

（鉛直方向） 
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添付資料－3. 事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考）重大事故防止設備（設計基準拡張）は，設計基準事故対

処設備として設定されている耐震重要度分類のクラスに

従った耐震評価を実施する。 

添付資料－３ 

事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

 

添付資料３ 

事故時荷重の組合せの選定における検討の流れ 

 

（備考）重大事故防止設備（設計基準拡張）は，設計基準事故対

処設備として設定されている耐震重要度分類のクラスに

従った耐震評価を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

独立事象 

従属事象 

ＳＡ荷重と地震の組合せの検討の流れについて 

 
 

・ＳＡ施設の耐震性に対する考え方 １． 

・規制基準における要求事項     ２． 

前提条件 

常設耐震重要重大事故防止設備 

又は，常設重大事故緩和設備 

組み合わせる事象は地震の 

従属事象か，独立事象か？ 

（確定論的な考え方を踏まえ，確
率論的な考察も踏まえて設定） 

当該事象の発生確率，継続時間及び

地震動の年超過確率の関係を踏ま

え，事象による荷重とＳｓ，Ｓｄい

ずれか適切な地震力と組み合わせて

評価する。（※１） 

当該事象による荷重とＳｓに

よる地震力を組み合わせて評

価する。（※２） 

次項で，施設
ごとの検討
内容を説明 

組み合わせるべき荷重に対する発生値と許容値を比較する。その際に用い

る許容限界としては，以下のとおり。 

運転状態Ⅰ～Ⅳと地震の組合せについては，ＤＢと同じ許容限界とし，Ｓ

Ａ（運転状態Ⅴ）と地震の組合せについては，ＳＡ施設として求められる

機能を維持する観点で，許容応力状態を設定し，具体的な許容限界は，島

根２号炉では，ＤＢの規定と同じ許容限界を適用する。 

3. (2), 

(3) 

3. (1) 

：設計方針 

：方針に基づく検討プロセス 

：方針に基づく検討結果 

青：本資料本文での記載箇所 

〈基本全体フロー〉 

※１：確定論的な考え方，確率論的な考察を踏まえ，ＳＡ等は地震独立事象として取り扱う 

※２：確定論的な考え方，確率論的な考察を踏まえ，ＳＡ等は地震独立事象として取り扱う

ことから，従属事象としては考慮しない 

5.1 
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添付資料－4. 建物・構築物のSA 施設としての設計の考え方 

4項(2)では建物・構築物を全般施設に分類しており，全般施設

はSA条件を考慮した設計荷重とSsによる地震力を組み合わせるこ

ととしている。これは，建物・構築物のDB施設としての設計の考

え方が，機器・配管系のそれと同じであり，SA施設としての設計

については，建物・構築物，機器・配管系ともにDB施設としての

設計の考え方を踏まえることを基本方針としているからである。 

 

以下では，建物・構築物のSA施設としての設計の考え方につい

て，DB施設としての設計の考え方も踏まえ，本文の各項ごとに説

明する。 

 

(1) 対象施設とその施設分類（3項(1)に対する考え方） 

『重大事故等対象設備について（補足説明資料） 「39条 地震

による損傷の防止 添付資料－１重大事故等対処施設の網羅的な

整理について」』より抽出したSA施設の建物・構築物を表１に示す。

補機冷却用海水取水路及び補機冷却用海水取水槽を除く12施設

は，基準地震動による地震力に対して機能維持が求められている

「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重大事故緩和設備」の

いずれかに該当するため，荷重の組合せ検討の対象施設である。 

 

なお，「常設重大事故防止設備（設計基準拡張）」兼「常設重大事

故緩和設備（設計基準拡張）」である補機冷却用海水取水路及び補

機冷却用海水取水槽についても，Ss機能維持設計であることから，

「常設耐震重要重大事故防止設備」及び「常設重大事故緩和設備」

と同等のものとして取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－４ 

建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

4 項(2)では建物・構築物を全般施設に分類しており，全般施設

はＳＡ条件を考慮した設計荷重とＳｓによる地震力を組み合わせ

ることとしている。これは，建物・構築物のＤＢ施設としての設

計の考え方が，機器・配管系のそれと同じであり，ＳＡ施設とし

ての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施

設としての設計の考え方を踏まえることを基本方針としているか

らである。 

以下では，建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方につ

いて，ＤＢ施設としての設計の考え方も踏まえ，本文の各項毎に

説明する。 

 

(1) 対象施設とその施設分類（3 項(1)に対する考え方） 

『重大事故等対象設備について（補足説明資料）「39 条地震に

よる損傷の防止添付資料－1 重大事故等対処施設の網羅的な整理

について」』より抽出したＳＡ施設の建物・構築物を表 1 に示す。

これら 13 施設は，基準地震動Ｓｓによる地震力に対して機能維

持が求められている「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重

大事故緩和設備」のいずれかに該当するため，荷重の組合せ検討

の対象施設である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料４ 

建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方 

4 項(2)では建物・構築物を全般施設に分類しており，全般施設

はＳＡ条件を考慮した設計荷重とＳｓによる地震力を組み合わせ

ることとしている。これは，建物・構築物のＤＢ施設としての設

計の考え方が，機器・配管系のそれと同じであり，ＳＡ施設とし

ての設計については，建物・構築物，機器・配管系ともにＤＢ施

設としての設計の考え方を踏まえることを基本方針としているか

らである。 

以下では，建物・構築物のＳＡ施設としての設計の考え方につ

いて，ＤＢ施設としての設計の考え方も踏まえ，本文の各項毎に

説明する。 

 

(1) 対象施設とその施設分類(3 項(1)に対する考え方) 

『重大事故等対象設備について（補足説明資料）「39 条地震に

よる損傷の防止添付資料－1 重大事故等対処施設の網羅的な整理

について」』より抽出したＳＡ施設の建物・構築物を表 1 に示す。

これら 10施設は，Ｓｓによる地震力に対して機能維持が求められ

ている「常設耐震重要重大事故防止設備」，「常設重大事故緩和設

備」のいずれかに該当するため，荷重の組合せ検討の対象施設で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２は柏崎 6/7 及

び東海第二と施設構成

が異なる 

・施設構成の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２は柏崎 6/7 と

施設構成が異なる 
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表1 SA施設（建物・構築物）の施設分類 

 

表 1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類 

 

表 1 ＳＡ施設（建物・構築物）の施設分類 

 

 

 

 

 

・施設構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２は柏崎 6/7 及

び東海第二と施設構成

が異なる 

 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

常設耐震重要 

重大事故防止設備 

以外の常設重大 

事故防止設備 

常設重大事故 

緩和設備 

燃料プール ○ ― ○ 

低圧原子炉代替注

水槽 
○ ― ○ 

中央制御室遮蔽 ○ ― ○ 

緊急時対策所遮蔽 ― ― ○ 

取水槽 ― ○ ○ 

取水管 ― ○ ○ 

取水口 ― ○ ○ 

原子炉建物原子炉

棟 
― ― ○ 

非常用ガス処理系

用排気筒 
― ― ○ 

緊急時対策所用燃

料地下タンク 
○ ― ○ 
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(2) DB施設としての設計の考え方 

(a) 新規制基準における要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」の第4条（地震による損傷の防止）には，建物・

構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規定されている。 

 

・ 設計基準対象施設は，地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。 

・ 耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれのある地震による加速度によって作用する地

震力（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して安

全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

(b) JEAG4601の記載内容（2.3項に対する考え方） 

上記の規制要求を踏まえ，JEAG4601-1987において，建物・構築

物に関する荷重の組合せと許容限界については，以下のように記

載されている。 

 

【荷重の組合せ】 

・ 地震力と常時作用している荷重，運転時（通常運転時，運転時

の異常な過渡変化時）に施設に作用する荷重を組み合わせる。 

・ 常時作用している荷重，及び事故時の状態で施設に作用する荷

重のうち長時間その作用が続く荷重と基準地震動S1による荷

重を組み合わせる。 

 

【許容限界】 

・ 基準地震動S1による地震力との組合せに対する許容限界 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許

容限界とする。ただし，事故時の荷重と組み合わせる場合には，

次項による許容限界を適用する。 

・ 基準地震動S2による地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余

裕を有し，終局耐力に対して安全余裕をもたせることとする。 

 

ここで，JEAG4601-1987における建物・構築物の荷重の組合せは，

2.3項に示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考え方に基づいて

設定された結果として記載されているものである。 

 

(2) ＤＢ施設としての設計の考え方 

ａ．新規制基準における要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」の第 4 条（地震による損傷の防止）には，建

物・構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規定されてい

る。 

・設計基準対象施設は，地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。 

・耐震重要施設は，その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれのある地震による加速度によって作用する地震

力（以下「基準地震動による地震力」という。）に対して安全機

能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

ｂ．JEAG4601 の規定内容（2.3 項に対する考え方） 

上記の規制要求を踏まえ，JEAG4601-1987 において，建物・構

築物に関する荷重の組合せと許容限界については，以下のように

規定されている。 

 

【荷重の組合せ】 

・地震力と常時作用している荷重，運転時（通常運転時，運転時

の異常な過渡変化時）に施設に作用する荷重とを組合せる。 

・常時作用している荷重，及び事故時の状態で施設に作用する荷

重のうち長時間その作用が続く荷重と基準地震動Ｓ1 による荷

重を組合せる。 

 

【許容限界】 

・基準地震動Ｓ1による地震力との組合せに対する許容限界 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容

限界とする。ただし，事故時の荷重と組合せる場合には，次項

による許容限界を適用する。 

・基準地震動Ｓ２による地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余

裕を有し，終局耐力に対して安全余裕をもたせることとする。 

 

ここで，JEAG4601-1987 における建物・構築物の荷重の組合せ

は，2.3 項に示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考え方に基

づいて設定された結果として規定されているものである。 

 

(2) ＤＢ施設としての設計の考え方 

(a) 新規制基準における要求事項 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の

基準に関する規則」の第４条(地震による損傷の防止)には，建物・

構築物，機器・配管系の区分なく，次の事項が規定されている。 

 

・設計基準対象施設は、地震力に十分に耐えることができるもの

でなければならない。 

・耐震重要施設は、その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響

を及ぼすおそれのある地震による加速度によって作用する地震

力(以下「基準地震動による地震力」という。)に対して安全機

能が損なわれるおそれがないものでなければならない。 

 

(b) ＪＥＡＧ４６０１の規定内容(2.3 項に対する考え方) 

上記の規制要求を踏まえ，ＪＥＡＧ４６０１－1987 において，

建物・構築物に関する荷重の組合せと許容限界については，以下

のように規定されている。 

 

【荷重の組合せ】 

・地震力と常時作用している荷重及び運転時(通常運転時，運転時

の異常な過渡変化時)に施設に作用する荷重とを組み合わせる。 

・常時作用している荷重及び事故時の状態で施設に作用する荷重

のうち長時間その作用が続く荷重と基準地震動Ｓ1による荷重

とを組み合わせる。 

 

【許容限界】 

・基準地震動Ｓ1による地震力との組合せに対する許容限界 

安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容

限界とする。ただし，事故時の荷重と組み合わせる場合には，

次項による許容限界を適用する。 

・基準地震動Ｓ２による地震力との組合せに対する許容限界 

建物・構築物が構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕

を有し，終局耐力に対して安全余裕をもたせることとする。 

 

ここで，ＪＥＡＧ４６０１－1987 における建物・構築物の荷重

の組合せは，2.3 項に示す機器・配管系の荷重の組合せと同じ考

え方に基づいて設定された結果として規定されているものであ

る。 
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なお，JEAG4601-1987において，機器・配管系では運転状態が定

義されているが，建物・構築物については，細かな運転状態を設

定する必要がないため，運転状態は定義されていない。 

 

(3) SA 施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針（3.(3)(4)項に

対する考え方） 

SA施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設定

方針は，機器・配管系と同様，JEAG4601-1987のDB施設に対する記

載内容を踏まえ，以下のとおりとする（建物・構築物では，運転

状態及びそれに対応した許容応力状態が定義されていないことか

ら，機器・配管系とは下線部が異なる）。 

 

【SA施設（建物・構築物）における設定方針】 

・ Ss，Sdと運転状態の組合せを考慮する。 

・ 地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここ

で，耐震Sクラス施設はSsによる地震力に対して，その安全機能

が保持できるよう設計されていることから，地震の従属事象と

してのSAは発生しないこととなる。したがってSAは地震の独立

事象として取り扱う。 

・ 地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びSs

若しくはSdの年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に組

み合わせるかを判断する。 

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機

能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事

象の発生確率，継続時間及びSs若しくはSdの年超過確率の積と

比較等により判断する。 

 

・ また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事

故後長期間継続する荷重とSdによる地震力と組み合わせる。 

 

・ 許容限界として，DB施設のSsに対する許容限界に加えて，SA

荷重と地震力との組合せに対する許容限界（機器・配管系の許

容応力状態ⅤASに相当するもの）を設定する。ここで，柏崎刈

羽6号及び7号炉では，SA荷重と地震力との組合せに対する許容

限界はDB施設のSsに対する許容限界（建物・構築物が構造物全

体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し，終局耐力に対

して安全余裕をもたせることとする）と同じとする。 

なお，JEAG4601-1987 において，機器・配管系では運転状態が

定義されているが，建物・構築物については，細かな運転状態を

設定する必要がないため，運転状態は定義されていない。 

 

(3) ＳＡ施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針（3.(3)(4)項

に対する考え方） 

ＳＡ施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設

定方針は，機器・配管系と同様，JEAG4601-1987 のＤＢ施設に対

する規定内容を踏まえ，以下のとおりとする（建物・構築物では，

運転状態及びそれに対応した許容応力状態が定義されていないこ

とから，機器・配管系とは下線部が異なる）。 

 

【ＳＡ施設（建物・構築物）における設定方針】 

・Ｓｓ，Ｓｄと運転状態の組合せを考慮する。 

・地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここ

で，耐震Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全

機能が保持できるよう設計されていることから，地震の従属事

象としてのＳＡは発生しないこととなる。したがって，ＳＡは

地震の独立事象として取り扱う。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳ

ｓ若しくはＳｄの超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的に

組み合わせるかを判断する。 

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機

能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事

象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの超過確率の積

と比較等により判断する。 

 

・また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事

故後長期間継続する荷重とＳｄによる地震力と組み合わせる。 

 

・許容限界として，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界に加えて，

ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界（機器・配管系

の許容応力状態ⅤAS に相当するもの）を設定する。ここで，東

海第二発電所では，ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容

限界はＤＢ施設のＳｓに対する許容限界（建物・構築物が構造

物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有し，終局耐力

に対して安全余裕をもたせることとする）と同じとする。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１－1987 において，機器・配管系では運

転状態が定義されているが，建物・構築物については，細かな運

転状態を設定する必要がないため，運転状態は定義されていない。 

 

(3) ＳＡ施設の荷重の組合せと許容限界の設定方針(3.(3)(4)項

に対する考え方) 

ＳＡ施設の建物・構築物における荷重の組合せと許容限界の設

定方針は，機器・配管系と同様，ＪＥＡＧ４６０１－1987 のＤＢ

施設に対する規定内容を踏まえ，以下のとおりとする(建物・構 

築物では，運転状態及びそれに対応した許容応力状態が定義され

ていないことから，機器・配管系とは下線部が異なる)。 

 

【ＳＡ施設(建物・構築物)における設定方針】 

・Ｓｓ，Ｓｄと運転状態の組合せを考慮する。 

・地震の従属事象については，地震との組合せを実施する。ここ

で，Ｓクラス施設はＳｓによる地震力に対して，その安全機能

が保持できるよう設計されていることから，地震の従属事象と 

してのＳＡは発生しないこととなる。したがってＳＡは地震の

独立事象として取り扱う。 

・地震の独立事象については，事象の発生確率，継続時間及びＳ

ｓ若しくはＳｄの年超過確率の積等も考慮し，工学的，総合的

に組み合わせるかを判断する。 

組み合わせるか否かの判断は，国内外の基準等でスクリーニン

グ基準として参照されている値，炉心損傷頻度及び格納容器機

能喪失頻度の性能目標値に保守性をもたせた値を目安とし，事

象の発生確率，継続時間及びＳｓ若しくはＳｄの年超過確率の

積との比較等により判断する。 

 

・また，上記により組合せ不要と判断された場合においても，事

故後長期間継続する荷重とＳｄによる地震力とを組み合わせ

る。 

・許容限界として，ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界に加えて，

ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界(機器・配管系の

許容応力状態ⅤAS に相当するもの)を設定する。ここで，島根

２号炉では，ＳＡ荷重と地震力との組合せに対する許容限界は，

ＤＢ施設のＳｓに対する許容限界(建物・構築物が構造物全体と

して十分変形能力(ねばり)の余裕を有し，終局耐力に対して安

全余裕をもたせることとする)と同じとする。 
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(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果(5.2.1項に対する考え

方) 

5.2.1項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に適 

用される。すなわち，各項目に対する考え方は以下のとおりとな

る。 

SAの発生確率 ........... 炉心損傷頻度の性能目標値（10-4/炉

年）を設定 

継続時間 ............... 事故発生時を基点として，10-2年まで

の期間を地震荷重との組合せが不要

な短期（運転状態Ⅴ(S)），弾性設計用

地震動Ｓｄとの組合せが必要な10-2～

2×10-1年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），

基準地震動Ｓｓとの組合せが必要な

期間2×10-1年以降を長期(LL)（運転状

態Ⅴ(LL)）とする。 

（建物・構築物について，SA時の荷重

条件を踏まえ5.2.1項(2)b.の分類を

設備ごとに検討した結果を添付資料

－4 補足資料－１に示す。） 

地震動の年超過確率 ....... JEAG4601の地震動の発生確率（Ss：

5×10-4/年以下，Sd：10-2/年以下）

を設定 

以上から，機器・配管系と同様，SAの発生確率，継続時間，地

震動の年超過確率の積等を考慮した工学的，総合的な判断として，

建物・構築物についても，SA荷重とSsによる地震力を組み合わせ

ることとする。 

 

(5) SAと地震の組合せに対する許容限界の考え方(6.1項に対する

考え方) 

(3)の荷重の組合せ方針から，SA施設（建物・構築物）の各組合

せ条件に対する許容応力状態をDB施設（建物・構築物）と比較し

て表2に示す。なお，表2に示す荷重の組合せケースのうち，他の

組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包絡さ

れる場合は評価を省略することになる。 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果（5.2.1 項に対する考え

方） 

5.2.1 項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に

適用される。すなわち，各項目に対する考え方は以下のとおりと

なる。 

ＳＡの発生確率 .. 炉心損傷頻度の性能目標値（10－４/炉年）を

設定 

継続時間 ........ 事象発生時を起点として，10－２年までの期間

を地震荷重との組合せが不要な短期(運転状

態Ⅴ(S))，弾性設計用地震動Ｓｄとの組合せ

が必要な 10－２から 2×10－１年を長期(L)（運

転状態Ⅴ(L)），基準地震動Ｓｓとの組合せが

必要な期間 2×10－１年以降を長期(LL)（運転

状態Ⅴ(LL)）とする。 

 

（建物・構築物について，ＳＡ時の荷重条件を

踏まえ，施設ごとに検討した結果を添付 4 補

足資料－１に示す。） 

 

地震動の超過確率.. JEAG4601 の地震動の発生確率（Ｓｓ：5× 

10－４／年以下，Ｓｄ：10－２／年以下）を設

定 

以上から，機器・配管系と同様，ＳＡの発生確率，継続時間，

地震動の超過確率の積等を考慮した工学的，総合的な判断として，

建物・構築物についても，ＳＡ荷重とＳｓによる地震力を組み合

わせることとする。 

 

(5) ＳＡと地震の組合せに対する許容限界の考え方（6.1 項に対

する考え方） 

(3)の荷重の組合せ方針から，ＳＡ施設（建物・構築物）の各組

合せ条件に対する許容応力状態をＤＢ施設（建物・構築物）と比

較して表 2 に示す。なお，表 2 に示す荷重の組合せケースのうち，

他の組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包

絡される場合は評価を省略することになる。 

 

(4) 荷重の組合せと許容限界の検討結果(5.2.1 項に対する考え

方) 

5.2.1 項の全般施設の検討は，建物・構築物に対しても同様に

適用される。すなわち，各項目に対する考え方は以下のとおりと

なる。 

ＳＡの発生確率・・・・・・炉心損傷頻度の性能目標値(10－4/炉

年)を設定 

継続時間・・・・・・・・・事故発生時を基点として，10－2 年ま

での期間を地震荷重との組合せが不

要な短期（運転状態Ⅴ(S)），Ｓｄと

の組合せが必要な 10－2～２×10－1 

年を長期(L)（運転状態Ⅴ(L)），Ｓｓ

との組合せが必要な２×10－1 年以

降を長期(LL)（運転状態Ⅴ(LL)）と

する。 

（建物・構築物について，ＳＡ時の荷

重条件を踏まえ 5.2.1 項(2)b.の分

類を設備ごとに検討した結果を添付

４補足資料－１に示す。) 

地震動の年超過確率・・・・ＪＥＡＧ４６０１の地震動の発生確

率(Ｓｓ:５×10－4/年以下，Ｓｄ: 

10－2/年以下)を設定 

以上から，機器・配管系と同様，ＳＡの発生確率，継続時間，

地震動の年超過確率の積等を考慮した工学的，総合的な判断とし

て，建物・構築物についても，ＳＡ荷重とＳｓによる地震力を組

み合わせることとする。 

 

(5) ＳＡと地震の組合せに対する許容限界の考え方(6.1 項に対

する考え方)  

(3)の荷重の組合せ方針から，ＳＡ施設(建物・構築物)の各組合

せ条件に対する許容応力状態をＤＢ施設(建物・構築物)と比較し

て表 2 に示す。なお，表 2 に示す荷重の組合せケースのうち，他

の組合せケースと同一となる場合，又は他の組合せケースに包絡

される場合は評価を省略することになる。 
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表2 荷重の組合せと許容限界 

 

※1：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による許

容応力度 

※2：終局：構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を有

し，終局耐力に対して安全余裕を持たせていること 

 

 

添付資料－4 補足資料-2に，Ssによる地震力と組み合わせる荷

重を，施設ごとに示す。 

使用済燃料プールを除く施設は，DB事故時（長期）の荷重は，

結果的に運転時と同じとなり，表2における「DB事故時（長期）＋

Sd」は地震力が大きい「運転時＋Ss」に包絡されることになる。 

 

 

 

 

使用済み燃料プールについては，「SA事故時＋Ss」の条件をDB設計

条件で包絡出来ないことから，「SA事故時＋Ss」の組合せを実施す

ることとする。 

以上より，建物・構築物は，PCV，RPV以外の機器・配管系と同

様に扱うことが可能であり，全般施設に分類することができる。 

表 2 荷重の組合せと許容限界 

 

 

※１：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度 

※２：終局：構造物全体として十分変形能力（ねばり）の余裕を

有し，終局耐力に対して，安全余裕を持たせている

こと 

 

添付 4 補足資料－２に，Ｓｓによる地震力と組み合わせる荷重

を，施設ごとに示す。 

いずれの施設も，ＤＢ事故時（長期）の荷重は，結果的に運転

時と同じとなり，表 2 における「ＤＢ事故時（長期）＋Ｓｄ」は

地震力が大きい「運転時＋Ｓｓ」に包絡されることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，建物・構築物は，ＰＣＶ，ＲＰＶ以外の機器・配管

系と同様に扱うことが可能であり，全般施設に分類することがで

きる。 

表 2 荷重の組合せと許容限界 

 

 

※１：許容応力度：安全上適切と認められる規格及び基準による

許容応力度 

※２：終局：構造物全体として十分変形能力(ねばり)の余裕を有

し，終局耐力に対して安全余裕を持たせていること 

 

 

添付４補足資料－２に，地震力と組み合わせる荷重を施設ごと

に示す。 

いずれの施設も，ＤＢ事故時（長期）の荷重は，結果的に運転

時と同じとなり，表２における「ＤＢ事故時（長期）＋Ｓｄ」は

地震力が大きい「運転時＋Ｓｓ」に包絡されることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，建物・構築物は，ＰＣＶ，ＲＰＶ以外の機器・配管

系と同様に扱うことが可能であり，全般施設に分類することがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・荷重条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 の使用済燃

料プールはＲＣＣＶと

一体構造であり，島根２

号炉の燃料プールと荷

重条件が異なる 

・同上 
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添付資料－4 補足資料-1 

SA施設（建物・構築物）のSA時の条件を踏まえた分類 

 

※ 5.2.1項 継続時間設定の分類 

ａ．SA条件がDB条件を超える既設施設 

(a) 新設のSA施設の運転によって，DB条件を超える既設施設 

(b) SAによる荷重・温度の影響によってDB条件を超える既設施設 

 

ｂ：SA条件がDB条件に包絡される既設施設 

ｃ：DB施設を兼ねないSA施設 

添付４補足資料－１ 

ＳＡ施設（建物・構築物）のＳＡ時の条件を踏まえた分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※荷重状態の分類 

a. ＳＡ条件がＤＢ条件を超える施設 

(a) 新設のＳＡ施設の運転によって，ＤＢ条件を超える施設 

(b) ＳＡによる荷重・温度条件の影響によってＤＢ条件を超える施設 

 

b. ＳＡ条件がＤＢ条件に包絡される施設 

c. ＤＢ施設を兼ねないＳＡ施設 

 

 

 

添付４補足資料－１ 

ＳＡ施設（建物・構築物）のＳＡ時の条件を踏まえた分類 

 

 

 

 

 

※ 荷重状態の分類 

a：ＳＡ条件がＤＢ条件を超える既設施設 

(a) 新設のＳＡ施設の運転によって，ＤＢ条件を超える既設施設 

(b) ＳＡによる荷重・温度の影響によってＤＢ条件を超える既設

施設 

b：ＳＡ条件がＤＢ条件に包絡される既設施設 

c：ＤＢ施設を兼ねないＳＡ施設 

 

・施設構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２は柏崎 6/7 及

び東海第二と施設構成

が異なる 

 

ＳＡ施設 

（建物・構築物） 

荷重状態 

の分類※ 
分類の根拠 

燃料プール a(b) 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重，水圧）及び運転時にお

いては通常時荷重（温度荷重），異常時荷重

（温度荷重）を考慮している。ＳＡ時には，

ＤＢ条件とは異なる異常時荷重（温度荷重）

が作用する。 

低圧原子炉代替注

水槽 
c 

低圧原子炉代替注水槽については，ＤＢ施

設ではない。 

原子炉建物原子炉

棟 

中央制御室遮蔽 

b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重，積載荷重）を考慮している。ＳＡ

時においても，荷重条件は変わらないため，

ＤＢ条件を上回る荷重はない。 

緊急時対策所遮蔽 c 
緊急時対策所遮蔽については，ＤＢ施設で

はない。 

取水槽 

取水管 

取水口 

b 

ＤＢ設計では，地盤内に埋設されている構

造物として，常時作用している荷重（固定

荷重，積載荷重，土圧，水圧）を考慮して

いる。ＳＡ時においても，地盤内でＤＢ条

件を上回るような事象は発生しないため，

ＤＢ条件を上回る荷重はない。 

非常用ガス処理系

用排気筒 
b 

ＤＢ設計では，常時作用している荷重（固

定荷重）を考慮している。ＳＡ時において

も，荷重条件は変わらないため，ＤＢ条件

を上回る荷重はない。 

緊急時対策所用燃

料地下タンク 
c 

緊急時対策所用燃料地下タンクについて

は，ＤＢ施設ではない。 
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添付資料－4 補足資料-2 

建物・構築物においてSsによる地震力と組み合わせる荷重は補

足表2-1のとおりとなる。 

 

補足表2-1 SA施設（建物・構築物）において地震力と組み合わ

せる荷重（1/2） 

 

添付 4 補足資料－２ 

建物・構築物においてＳｓによる地震力と組み合わせる荷重は

補足表 2－1 のとおりとなる。 

 

補足表 2－1 ＳＡ施設（建物・構築物）において地震力と組み

合わせる荷重 

 

 

 

添付４補足資料－２ 

建物・構築物において地震力と組み合わせる荷重は補足表 2-1

のとおりとなる。 

 

補足表 2-1 ＳＡ施設(建物・構築物)において地震力と組み合

わせる荷重 

 

 

 

 

 

・施設構成の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 島根２は柏崎 6/7 及

び東海第二と施設構成

が異なる 

 

 
運転時 

ＤＢ事故時 

(長期) 
ＳＡ事故時 

組み合わせる地震力 Ｓｓ Ｓｄ Ｓｓ 

許容限界 終局 終局 終局 

Ｓ
Ａ
施
設
（
建
物
・
構
築
物
） 

燃料プール 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

通常時温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＤＢ長期温度荷重 

固定荷重 

積載荷重 

水圧 

ＳＡ時温度荷重 

低圧原子炉代

替注水槽 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

原子炉建物原

子炉棟 

中央制御室遮

蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

緊急時対策所

遮蔽 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

固定荷重 

積載荷重 

取水槽 

取水管 

取水口 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧・水圧 

非常用ガス処

理系用排気筒 
固定荷重 固定荷重 固定荷重 

緊急時対策所

用燃料地下タ

ンク 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 

固定荷重 

積載荷重 

土圧 
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補足表2-1 SA施設（建物・構築物）において地震力と組み合わせ

る荷重（2/2） 

 

 

JEAG4601-1987では，熱応力の扱いとして，終局状態では「熱応

力は考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器底部でない

基礎マットや使用済燃料プールの解析例においても，地震時荷重

と温度荷重は組み合わされていない（参考資料〔参考5〕参照）。

これを踏まえ，補足表2-1から温度荷重を消去すると使用済燃料プ

ールを除いた全ての荷重組合せケースにおいて，地震力と組み合

わせる荷重は常時作用している荷重（固定荷重，積載荷重，土圧，

水圧）のみとなるため，DB事故時（Sdとの組合せ）は運転時（Ss

との組合せ）に包絡され，SA事故時は運転時と同一となる。 

 

 

一方，使用済燃料プールについては，DB 設計条件とは異なる異

常時荷重を考慮する必要があり，DB条件では包絡できない荷重条

件となるため，SA事故時（Ssとの組合せ）による検討を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

JEAG4601-1987 では，熱応力の扱いとして，終局状態では「熱

応力は考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器底部でな

い基礎マットや使用済燃料プールの解析例においても，地震時荷

重と温度荷重は組み合わされていない（参考資料〔参考５〕参照）。

これを踏まえ，補足表 2-1 から温度荷重を消去すると全ての荷重

組合せケースにおいて，地震力と組み合わせる荷重は常時作用し

ている荷重（固定荷重，積載荷重，土圧，水圧）のみとなるため，

ＤＢ事故時（Ｓｄとの組合せ）は運転時（Ｓｓとの組合せ）に包

絡され，ＳＡ事故時は運転時と同一となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＥＡＧ４６０１－1987 では，熱応力の扱いとして，終局状態

では「熱応力は考慮しない」と記載されており，原子炉格納容器

底部でない基礎マットや燃料プールの解析例においても，地震時

荷重と温度荷重は組み合わされていない(参考資料〔参考 5〕参照)。

これを踏まえ，補足表 2-1 から温度荷重を消去すると全ての荷重

組合せケースにおいて，地震力と組み合わせる荷重は常時作用し

ている荷重(固定荷重，積載荷重，土圧，水圧)のみとなるため，

ＤＢ事故時(Ｓｄとの組合せ)は運転時(Ｓｓとの組合せ)に包絡さ

れ，ＳＡ事故時は運転時と同一となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・荷重条件の相違 

【柏崎 6/7】 

 柏崎 6/7 の使用済燃

料プールはＲＣＣＶと

一体構造であり，島根２

号炉の燃料プールと荷

重条件が異なる 

・同上 
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添付資料－5. 対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性につ

いて 

ＳＡ荷重の組合せの検討においては，全ての対象設備，事故シ

ーケンス，荷重条件等を網羅的に検討している。以下では，それ

ぞれについて，その考え方を説明する。 

 

（１）対象設備 

今回のＳＡ荷重の組合せの検討においては，常設耐震重要重大

事故防止設備，常設重大事故緩和設備を対象とし，全ての対象施

設を全般施設，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備（以下

「ＰＣＶバウンダリ」という。），原子炉冷却材圧力バウンダリを

構成する設備（以下「ＲＰＶバウンダリ」という。）のいずれかに

分類している。 

 

 

 

（２）事故シーケンス 

重大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループ等

は，本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて，

以下のとおり選定されている。ここには「運転中の原子炉におけ

る重大事故に至るおそれがある事故」及び「運転中の原子炉にお

ける重大事故」，並びに「運転停止中の原子炉における重大事故に

至るおそれがある事故」を挙げており，考慮すべき全ての事故シ

ーケンスグループ等を挙げている。 

継続時間の検討に当たっては以下の全ての事故シーケンスグル

ープ等から，ＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等を抽出

し，その条件を超える時間を継続時間として設定している。 

また，地震と組み合わせるＳＡ荷重としては，全ての事故シー

ケンスグループ等における条件を包絡するよう設定している。 

 

 

添付資料－5 

対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性 

 

ＳＡ荷重の組合せの検討においては，全ての対象設備，事故シ

ーケンス，荷重条件等を網羅的に検討している。以下では，それ

ぞれについて，その考え方を説明する。 

 

(1) 対象設備 

今回のＳＡ荷重の組合せの検討においては，常設耐震重要重大

事故防止設備，常設重大事故緩和設備を対象とし，全ての対象施

設を全般施設，格納容器バウンダリを構成する設備（以下「ＰＣ

Ｖバウンダリ」という。），原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す

る設備（以下「ＲＰＶバウンダリ」という。）のいずれかに分類し

ている。 

 

 

 

(2) 事故シーケンス 

重大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループ等

は，東海第二発電所を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて，以下

のとおり選定されている。ここには「運転中の原子炉における重

大事故に至るおそれがある事故」及び「運転停止中の原子炉にお

ける重大事故に至るおそれがある事故」を挙げており，考慮すべ

き全ての事故シーケンスグループ等を挙げている。 

 

継続時間の検討に当たっては以下の全ての事故シーケンスグル

ープ等から，ＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等を抽出

し，その条件を超える時間を継続時間として設定している。 

また，地震と組み合わせるＳＡ荷重としては，全ての事故シー

ケンスグループ等における条件を包絡するよう設定している。 

 

 

添付資料５ 

対象設備，事故シーケンス，荷重条件の網羅性について 

 

ＳＡ荷重の組合せの検討においては，全ての対象設備，事故シ

ーケンス，荷重条件等を網羅的に検討している。以下では，それ

ぞれについて，その考え方を説明する。 

 

(1) 対象設備 

今回のＳＡ荷重の組合せの検討においては，常設耐震重要重大

事故防止設備，常設重大事故緩和設備を対象とし，全ての対象施

設を全般施設，原子炉格納容器バウンダリを構成する設備(以下

「ＰＣＶバウンダリ」という。)，原子炉冷却材圧力バウンダリを

構成する設備(以下「ＲＰＶバウンダリ」という。)のいずれかに

分類している。 

 

 

 

(2) 事故シーケンス 

重大事故等対策の有効性を評価する事故シーケンスグループ等

は，本発電用原子炉施設を対象としたＰＲＡの結果を踏まえて，

以下のとおり選定されている。ここには「運転中の原子炉におけ

る重大事故に至るおそれがある事故」及び「運転中の原子炉にお

ける重大事故」，並びに「運転停止中の原子炉における重大事故に

至るおそれがある事故」を挙げており，考慮すべき全ての事故シ

ーケンスグループ等を挙げている。 

継続時間の検討に当たっては以下の全ての事故シーケンスグル

ープ等から，ＤＢ条件を超える事故シーケンスグループ等を抽出

し，その条件を超える時間を継続時間として設定している。 

また，地震と組み合わせるＳＡ荷重としては，全ての事故シー

ケンスグループ等における条件を包絡するよう設定している。 
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・事故シーケンスグルー

プ等の名称の相違（実

質的な相違なし） 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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（３）設計条件 

耐震評価における考慮すべき荷重条件と組合せはJEAG4601・補

-1984より，下表のとおり整理されており，地震荷重以外では，以

下の荷重を考慮することとされている。 

・自重(D) 

・圧力による荷重(P) 

・機械的荷重（自重，地震による荷重を除く。）(M) 

 

ＳＡ施設における上記の荷重と地震荷重の組合せを，下表のと

おり整理する。ＤＢ施設で考慮する荷重（自重，圧力による荷重，

機械的荷重）は全て考慮している。 

 

 

※１：ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。 

※２：ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。 

 

 

 

 

 

【記号の説明】 

D：自重（JEAG4601・補-1984では「死荷重」と記載） 

P：地震と組み合わすべき圧力荷重，又は最高使用圧力等 

M：地震，自重以外で地震と組み合わせるべき機械的荷重，又は設

計機械荷重等 

PL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる圧力荷重 

ML：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる自重及び地震荷重以外

の機械的荷重 

(3) 設計条件 

耐震評価における考慮すべき荷重条件と組合せは JEAG4601・補

-1984 より，下表のとおり整理されており，地震荷重以外では，

以下の荷重を考慮することとされている。 

・自重（Ｄ） 

・圧力による荷重（Ｐ） 

・機械的荷重（自重，地震による荷重を除く。）（Ｍ） 

 

ＳＡ施設における上記の荷重と地震荷重の組合せを，下表のと

おり整理する。ＤＢ施設で考慮する荷重（自重，圧力による荷重，

機械的荷重）は全て考慮している。 

 

 

 

 

※１ ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設についても考慮する。 

※２ ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。 

※３ ＰＣＶについては，2×10－１年以降の状態，ＲＰＶについ 

ては，10－２年以降の状態は，ＳＳを組み合わせて，許容応 

力状態ⅤASを満足する状態となっていることを確認してい 

る。 

 

【記号の説明】 

Ｄ ：自重（JEAG4601・補-1984 では「死荷重」と記載） 

Ｐ ：地震と組み合わせるべき圧力荷重，又は最高使用圧力等 

Ｍ ：地震，死荷重以外で地震と組み合わせるべき機械荷重，又は

設計機械荷重等 

ＰＬ ：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる圧力荷重 

ＭＬ ：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる死荷重及び地震荷重

以外の機械荷重 

(3) 設計条件 

耐震評価における考慮すべき荷重条件と組合せはＪＥＡＧ４６

０１・補－1984 より，下表のとおり整理されており，地震荷重以

外では，以下の荷重を考慮することとされている。 

・自重(Ｄ) 

・圧力による荷重(Ｐ) 

・機械的荷重(自重，地震による荷重を除く。)(Ｍ) 

 

ＳＡ施設における上記の荷重と地震荷重の組合せを，下表のと

おり整理する。ＤＢ施設で考慮する荷重(自重，圧力による荷重，

機械的荷重)は全て考慮している。 

 

 

 

※１：ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。 

※２：ⅤAS の許容限界は，ⅣAS と同じものを適用する。 

 

 

 

 

 

【記号の説明】 

Ｄ：自重(ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 では「死荷重」と記載) 

Ｐ：地震と組み合わせるべき圧力荷重，又は最高使用圧力等 

Ｍ：地震，自重以外で地震と組み合わせるべき機械的荷重，又は

設計機械荷重等 

ＰL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる圧力荷重 

ＭL：ＬＯＣＡ直後を除いてその後に生じる自重及び地震荷重以外

の機械的荷重 
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PD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定め

られた最高使用圧力による荷重 

MD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む）又は当該設備に設計上定め

られた機械的荷重 

PＰＳＡ：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

 

PＰＳＡ（ＬＬ）：原子炉格納容器の重大事故における長期的な（長期（Ｌ

Ｌ））圧力荷重 

PＲＳＡ（Ｌ）：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期

的な（長期（Ｌ））圧力荷重 

PＲＳＡ（ＬＬ）：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期

的な（長期（ＬＬ））圧力荷重 

PＳＡ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力に

よる荷重 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震

力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1の供用状態D相当の許容応力を基準として，それ

に地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加えた

許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

 

【JEAG4601・補-1984における記載からの読み替え】 

耐震クラスＡｓ，Ａ ⇒耐震クラスＳ 

第１種 ⇒クラス1 

第２種 ⇒クラスＭＣ 

第３種 ⇒クラス２ 

第４種 ⇒クラス３ 

第５種 ⇒クラス４ 

Ｓ1 ⇒Ｓｄ 

Ｓ2 ⇒Ｓｓ 

ＰＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転

状態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上

定められた最高使用圧力による荷重 

ＭＤ ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転

状態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上

定められた機械的荷重 

 

ＰPSA(L) :格納容器の重大事故における長期的(長期(L))な圧力荷重 

ＰPSA(LL):格納容器の重大事故における長期的(長期(LL))な圧力荷

重 

ＰRSA(L) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

(長期(L))な圧力荷重 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

(長期(LL))な圧力荷重 

ＰSA ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力に

よる荷重 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS ：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

ⅤAS ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

 

【JEAG4601・補-1984 における記載からの読み替え】 

耐震クラスＡｓ，Ａ ⇒耐震クラスＳ 

第１種 ⇒クラス１ 

第２種 ⇒クラスＭＣ 

第３種 ⇒クラス２ 

第４種 ⇒クラス３ 

第５種 ⇒クラス４ 

Ｓ１⇒Ｓｄ 

Ｓ２⇒Ｓｓ 

 

ＰD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当該設備に設計上定め

られた最高使用圧力による荷重 

ＭD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当該設備に設計上定

められた機械的荷重 

ＰPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

 

ＰPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期的な（長期(LL)）

圧力荷重 

ＰRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

な（長期(L)）圧力荷重 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期的

な（長期(LL)）圧力荷重 

ＰSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力によ

る荷重 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震

力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加え

た許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

 

【ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 における記載からの読み替え】 

耐震クラスＡｓ ⇒耐震クラスＳ 

第１種 ⇒クラス１ 

第２種 ⇒クラスＭＣ 

第３種 ⇒クラス２ 

第４種 ⇒クラス３ 

第５種 ⇒クラス４ 

Ｓ１ ⇒Ｓｄ 

Ｓ２ ⇒Ｓｓ 
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添付資料－6. 継続時間の検討における対象荷重の網羅性につい

て 

 

（１）はじめに 

ＳＡ施設は，ＳＡ施設としての機能要求を考慮した荷重条件に

より設計する。また，温度条件についても許容値の数値に影響を

与える(温度が高くなると許容値が小さくなる場合がある)ことか

ら，ＳＡ施設としての温度条件を設定する。 

ＳＡ施設のうち，ＤＢ施設を兼ねるものについては，ＤＢ条件

とＳＡ条件の包絡関係により，実際の設計では，以下のように扱

うこととしている。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件を上回る場合 

ＤＢ設計条件とは別に，ＳＡ設計条件を設ける。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される場合（※） 

ＳＡ設計条件はＤＢ設計条件で代表させる。 

※「ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される」とは，耐

震設計において考慮する全ての荷重及び温度について，ＳＡを考

慮した条件がＤＢ設計条件に包絡される場合を指す 

以下では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設を対象に，ＳＡ荷重と地

震荷重の組合せ検討において，検討対象とすべき荷重が網羅され

ていることを施設分類（全般施設，ＰＣＶ，ＲＰＶ）ごとに示す。 

 

 

 

（２）継続時間の検討で対象とする条件（荷重・温度）の網羅性 

ａ．全般施設 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

全般施設はRPV（現クラス1機器(JEAG4601においては，第1種機

器)）とＰＣＶ（現クラスＭＣ容器(JEAG4601においては，第２種

容器)）以外の施設となることから，ＤＢ施設としての設計では

JEAG4601に記載の「クラス2,3,4(JEAG4601においては第3,4,5種)」

及び「その他」の組合せに基づくことになる。したがって全般施

設は運転状態Ⅰ～Ⅲ※1を考慮して設定した設計用荷重PD，MD（以下

「ＤＢ設計荷重」という。）及び温度条件と，Ｓｓとを組み合わせ

ている。 

 

このことから，ＳＡ施設としての設計においては，ＳＡ時の荷

添付資料－6 

継続時間の検討における対象荷重の網羅性について 

 

 

（１）はじめに 

ＳＡ施設は，ＳＡ施設としての機能要求を考慮した荷重条件に

より設計する。また，温度条件についても許容値の数値に影響を

与える（温度が高くなると許容値が小さくなる場合がある）こと

から，ＳＡ施設としての温度条件を設定する。 

ＳＡ施設のうち，ＤＢ施設を兼ねるものについては，ＤＢ条件

とＳＡ条件の包絡関係により，実際の設計では，以下のように扱

うこととしている。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件を上回る場合 

ＤＢ設計条件とは別に，ＳＡ設計条件を設ける。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される場合（※） 

ＳＡ設計条件はＤＢ設計条件で代表させる。 

※ 「ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される」とは，耐

震設計において考慮する全ての荷重及び温度について，ＳＡを考

慮した条件がＤＢ設計条件に包絡される場合を指す 

以下では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設を対象に，ＳＡ荷重と地

震荷重の組合せ検討において，検討対象とすべき荷重が網羅され

ていることを施設分類（全般施設，ＰＣＶ，ＲＰＶ）ごとに示す。 

 

 

 

（２）継続時間の検討で対象とする条件（荷重・温度）の網羅性 

ａ．全般施設 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

全般施設はＲＰＶ（現クラス１機器（JEAG4601においては，第

１種機器））とＰＣＶ（現クラスＭＣ機器（JEAG4601においては，

第２種機器））以外の施設となることから，ＤＢ施設としての設計

では JEAG4601 に記載の「クラス 2,3,4（JEAG4601 においては第

3,4,5種）」及び「その他」の組合せに基づくことになる。したが

って全般施設は運転状態Ⅰ～Ⅲ※１を考慮して設定した設計用荷

重 PD,MD（以下「ＤＢ設計荷重」という。）及び温度条件と，Ｓｓ

とを組み合わせている。 

 

このことから，ＳＡ施設としての設計においては，ＳＡ時の荷

添付資料６ 

継続時間の検討における対象荷重の網羅性について 

 

 

(1) はじめに 

ＳＡ施設は，ＳＡ施設としての機能要求を考慮した荷重条件に

より設計する。また，温度条件についても許容値の数値に影響を

与える(温度が高くなると許容値が小さくなる場合がある)ことか

ら，ＳＡ施設としての温度条件を設定する。 

ＳＡ施設のうち，ＤＢ施設を兼ねるものについては，ＤＢ条件

とＳＡ条件の包絡関係により，実際の設計では，以下のように扱

うこととしている。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件を上回る場合 

ＤＢ設計条件とは別に，ＳＡ設計条件を設ける。 

・ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される場合(※) 

ＳＡ設計条件はＤＢ設計条件で代表させる。 

※「ＳＡ時の荷重，温度がＤＢ設計条件に包絡される」とは，耐

震設計において考慮する全ての荷重及び温度について，ＳＡを考

慮した条件がＤＢ設計条件に包絡される場合を指す。 

以下では，ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設を対象に，ＳＡ荷重と地

震荷重の組合せ検討において，検討対象とすべき荷重が網羅され

ていることを施設分類(全般施設，原子炉格納容器バウンダリを構

成する設備，原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備)毎に示

す。 

 

(2) 継続時間の検討で対象とする条件(荷重・温度)の網羅性 

a. 全般施設 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

全般施設は原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 (現ク

ラス１機器(ＪＥＡＧ４６０１においては，第１種機器))と原子炉

格納容器バウンダリを構成する設備(現クラスＭＣ容器(ＪＥＡＧ

４６０１においては，第２種容器))以外の施設となることから，

ＤＢ施設としての設計ではＪＥＡＧ４６０１に記載の「クラス２，

３，４(ＪＥＡＧ４６０１においては第３，４，５種)」及び「そ

の他」の組合せに基づくことになる。したがって，全般施設は運

転状態Ⅰ～Ⅲ※1 を考慮して設定した設計用荷重ＰD，ＭD(以下「Ｄ

Ｂ設計荷重」という。)及び温度条件とＳｓを組み合わせている。 

このことから，ＳＡ施設としての設計においては，ＳＡ時の荷
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重がＤＢ設計荷重を超える場合は，ＳＡ時の荷重をもとに新たに

設定した設計荷重（以下「ＳＡ設計荷重」という。）とＳｓを組み

合わせる。また，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷重以下の場合は，Ｄ

Ｂ設計荷重とＳｓとの組合せの評価で代表させる。温度条件につ

いても同様に扱う。 

※１：ＥＣＣＳ等については運転状態Ⅳ(L)も含む。その理由は以

下のとおり。 

ＥＣＣＳ等については，JEAG4601・補-1984において，運転状態

Ⅳ(L)に対する許容応力状態がⅠA
*と定められており，ⅠA

*の定義

としては，「ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件となっ

ているものに対する許容応力状態で許容応力状態ⅠAに準ずる。」

とされている。 

つまり，ＥＣＣＳ等については，運転状態Ⅰ～Ⅲだけでなく，

運転状態Ⅳ(L)も設計条件となっており，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を考

慮してＤＢ設計条件（荷重・温度）を設定している。 

なお，JEAG4601においては荷重の組合せの考え方は，運転状態

Ⅰ～ⅢとＳ２を，運転状態Ⅳ(L)とＳ１を組み合わせることとなっ

ているが，実設計においては，設計用荷重であるPD，MDを用いて設

計を行うことから，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を包絡するようにPD，MDを

設定し，それらとＳｓを組み合わせている。 

ここで，旧指針においては，耐震Ａｓ，Ａ，Ｂ，Ｃクラスとい

うクラス分類がなされていたことから，耐震Ａクラスの設備にお

いては，Ｓ２との組合せは実施せず，Ｓ１との組合せにより設計が

なされていた。一方，現在の規制基準においては，耐震Ａ・Ａs

クラスを統合して，耐震Ｓクラスとし，Ｓｓ，Ｓｄ双方との組合

せで設計することとなっていることから，上述のとおり，PD，MD

とＳｓの組合せを実施することになる。 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢ設計においてＳｓ，Ｓｄとの組合せを行う荷重，温度条件は，

「ＤＢ設計荷重・温度」の一種類であるため，継続時間としてこ

の条件を超える時間を検討している。 

 

重がＤＢ設計荷重を超える場合は，ＳＡ時の荷重を元に新たに設

定した設計荷重（以下「ＳＡ設計荷重」という。）とＳｓを組合せ

る。また，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷重以下の場合は，ＤＢ設計

荷重とＳｓとの組合せの評価で代表させる。温度条件についても

同様に扱う。 

※１：ＥＣＣＳ等については運転状態Ⅳ（L）も含む。その理由は

以下のとおり。 

ＥＣＣＳ等については，JEAG4601・補-1984 において，運転状

態Ⅳ(L)に対する許容応力状態が IA
*と定められており，IA

*の定義

としては，「ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件となっ

ているものに対する許容応力状態で許容応力状態 IA に準ずる。」

とされている。 

つまり，ＥＣＣＳ等については，運転状態Ⅰ～Ⅲだけでなく，

運転状態Ⅳ(L)も設計条件となっており，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を考

慮してＤＢ設計条件（荷重・温度）を設定している。 

なお，JEAG4601においては荷重の組合せの考え方は，運転状態

Ⅰ～ⅢとＳＳを，運転状態Ⅳ(L)とＳｄと組み合わせることとなっ

ているが，実設計においては，設計用荷重である PＤ，MＤを用いて

設計を行うことから，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を包絡するようにを設定

し，それらとＳｓを組み合わせている。 

ここで，旧指針においては，耐震Ａｓ，Ａ，Ｂ，Ｃクラスとい

うクラス分類がなされていることから，耐震Ａクラスの設備にお

いては，Ｓｓとの組合せは実施せず，Ｓ１との組合せにより設計が

なされていた。一方，現在の規制基準においては，耐震Ａs，Ａク

ラスを統合して，耐震Ｓクラスとし，Ｓｓ，Ｓｄ双方との組合せ

で設計することとなっていることから，上述のとおり，PＤ，MＤと

Ｓｓの組合せを実施することになる。 

 

【継続時間の検討における対象条件と網羅性】 

ＤＢ設計においてＳｓ，Ｓｄとの組合せを行う荷重，温度条件

は，「ＤＢ設計荷重・温度」の一種類であるため，継続時間として

この条件を超える時間を検討している。 

 

重がＤＢ設計荷重を超える場合は，ＳＡ時の荷重をもとに新たに

設定した設計荷重(以下「ＳＡ設計荷重」という。)とＳｓを組み

合わせる。また，ＳＡ時の荷重がＤＢ設計荷重以下の場合は，Ｄ

Ｂ設計荷重とＳｓとの組合せの評価で代表させる。温度条件につ

いても同様に扱う。 

※１：ＥＣＣＳ等については運転状態Ⅳ(L)も含む。その理由は以

下のとおり。 

ＥＣＣＳ等については，ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 において，

運転状態Ⅳ(L)に対する許容応力状態がⅠA
＊と定められており，ⅠA

＊の定義としては，「ＥＣＣＳ等のように運転状態Ⅳ(L)が設計条件

となっているものに対する許容応力状態で許容応力状態ⅠA に準

ずる。」とされている。 

つまり，ＥＣＣＳ等については，運転状態Ⅰ～Ⅲだけでなく，

運転状態Ⅳ(L)も設計条件となっており，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を考

慮してＤＢ設計条件(荷重・温度)を設定している。 

なお，ＪＥＡＧ４６０１においては荷重の組合せの考え方は，

運転状態Ⅰ～ⅢとＳ２を，運転状態Ⅳ(L)とＳ１を組み合わせること

となっているが，実設計においては，設計用荷重であるＰD，ＭD を

用いて設計を行うことから，運転状態Ⅰ～Ⅳ(L)を包絡するように

ＰD，ＭD を設定し，それらとＳｓを組み合わせている。 

ここで，旧指針においては，Ａｓ，Ａ，Ｂ，Ｃクラスというク

ラス分類がなされていたことから，Ａクラスの設備においては，

Ｓ２との組合せは実施せず，Ｓ１との組合せにより設計がなされて

いた。一方，現在の規制基準においては，Ａｓ，Ａクラスを統合

して，Ｓクラスとし，Ｓｓ，Ｓｄ双方との組合せで設計すること

となっていることから，上述のとおり，ＰD，ＭD とＳｓの組合せ

を実施することになる。 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢ設計においてＳｓ，Ｓｄとの組合せを行う荷重，温度条件

は，「ＤＢ設計荷重・温度」の一種類であるため，継続時間として

この条件を超える時間を検討している。 
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添付6.1表 全般施設の荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度

条件 

 

 

添付 6－1表 全般施設の荷重組合せで用いる地震以外の荷重と

温度条件 

 

添付 6－1表 全般施設の荷重組合せで用いる地震以外の荷重と

温度条件 
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ｂ．ＰＣＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せではJEAG4601に記載のとおり，運転状態Ⅰ

～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄ

と組み合わせている。 

ここで，ＰＣＶの運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重・温度は通常運転状態

と同じ，また，運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）

の荷重・温度は，運転状態I～Ⅲの条件よりも厳しい条件となって

いることから，ＤＢ設計で考慮している荷重条件は次の2種類とな

る。 

・運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定した条件：通常運転時圧力・温

度 

・運転状態Ⅳ(L)を踏まえて設定した条件 ：ＬＯＣＡ後の最大内

圧・温度 

以上を踏まえ，ＰＣＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する条件として，以下の2種類を設定し，それぞれの継

続時間を考慮して実際の組合せを設定している。 

•ＳＡ発生後の最大荷重・温度 

•ＳＡ後の長期(LL)における荷重・温度 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・ 通常運転時圧力＋Ｓｓ 

・ ＬＯＣＡ後の最大内圧＋Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ 

① Ａ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10-1年以降）

を組み合わせる。 

②ＳＡ発生後の最大荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温度）

＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して最大となる荷重（有効性評価結

果の最高圧力・最高温度）を組み合わせる。 

 

 

 

 

 

ｂ．ＰＣＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せでは，JEAG4601に記載のとおり，運転状態

Ⅰ～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳ

ｄと組み合わせている。 

ここで，ＰＣＶの運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重・温度は通常運転状態

と同じ，また，運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）

の荷重・温度は，運転状態Ⅰ～Ⅲの条件よりも厳しい条件となっ

ているこいとから，ＤＢ設計で考慮している荷重条件は次の 2 種

類となる。 

・運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定した条件：通常運転時圧力・温

度 

・運転状態Ⅳ(L)を踏まえて設定した条件：ＬＯＣＡ後の最大内

圧・温度 

以上を踏まえ，ＰＣＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する条件として，以下の 2 種類を設定し，それぞれの

継続時間を考慮して実際の組合せを設定している。 

・ＳＡ後の長期(L)における荷重・温度 

・ＳＡ後の長期(LL)における荷重・温度 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・通常運転圧力＋Ｓｓ 

・ＬＯＣＡ後の最大圧力＋Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ， 

①  ＳＡ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重(2×10－１年以降)

を組み合わせる。 

②   ＳＡ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ 

 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重(10－２～2×10－１年)

を組み合わせる。 

 

 

 

 

 

b. 原子炉格納容器バウンダリを構成する設備 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せでは，ＪＥＡＧ４６０１に記載のとおり，

運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)

の荷重はＳｄと組み合わせている。 

ここで，ＰＣＶの運転状態Ⅰ～Ⅲの荷重・温度は通常運転状態

と同じ，また，運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）

の荷重・温度は，運転状態Ⅰ～Ⅲの条件よりも厳しい条件となっ

ていることから，ＤＢ設計で考慮している荷重条件は次の２種類

となる。 

・運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定した条件：通常運転時圧力・温

度 

・運転状態Ⅳ(L)を踏まえて設定した条件：ＬＯＣＡ後の最大内

圧・温度 

以上を踏まえ，ＰＣＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する条件として，以下の２種類を設定し，それぞれの

継続時間を考慮して実際の組合せを設定している。 

・ＳＡ発生後の最大荷重・温度 

・ＳＡ後の長期(LL)における荷重・温度 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・通常運転時圧力+Ｓｓ 

・ＬＯＣＡ後の最大内圧+Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件(組合せ)は，このＤＢ設計条件への包絡性

を踏まえ 

①  ＳＡ後の長期(LL)荷重+Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10－1年以降）

を組み合わせる。 

②  ＳＡ発生後の最大荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高温

度）＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して最大となる荷重（有効性評価結

果の最高圧力・最高温度）を組み合わせる。 
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添付6.2表 ＰＣＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度 

 

 

添付 6－2 表 ＰＣＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度条

件 

 

添付 6－2表 ＰＣＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温

度条件 
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ｃ．ＲＰＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せではJEAG4601に記載のとおり，運転状態Ⅰ

～Ⅲの荷重はＳｓと組合せ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄと組

み合わせている。 

ここで，ＲＰＶの運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定される圧力・

温度は運転状態Ⅱ（給水流量の全喪失又はタービントリップ）で

あり，これは運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）の

圧力・温度より高いため，実際の評価では「給水流量の全喪失又

はタービントリップ」による圧力・温度とＳｓ，Ｓｄを組み合わ

せて評価している。 

以上を踏まえ，ＲＰＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する荷重として，ＳＡ後長期(L)荷重・温度を設定する。

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえＳＡ後の長期(LL)荷重とＳｓ，ＳＡ後の長期(L)荷重と

Ｓｄを組み合わせる方針とする。 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・給水流量の全喪失又はタービントリップ＋Ｓｓ 

・給水流量の全喪失又はタービントリップ＋Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ 

① Ａ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10-1年以降）

を組み合わせる。 

③ Ａ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重（10-2～2×10-1年）

を組み合わせる。 

 

添付6.3表 ＲＰＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温度条

件 

 

 

ｃ．ＲＰＶ 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せでは，JEAG4601に記載のとおり，運転状態Ⅰ

～Ⅲの荷重はＳｓと組み合わせ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重はＳｄ

と組み合わせている。 

ここで，ＲＰＶの運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定される圧力・温

度は運転状態Ⅱ（全給水流量喪失又はタービントリップ）であり，

これは運転状態Ⅳ(L)（ＬＯＣＡ後長期間経過した状態）の圧力・

温度より高いため，実際の評価では，「全給水流量喪失又はタービ

ントリップ」による圧力・温度とＳｓ，Ｓｄを組み合わせて評価

している。 

以上を踏まえ，ＲＰＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する荷重として，ＳＡ後の長期(L)荷重・温度を設定す

る。ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への

包絡性を踏まえＳＡ後の長期(LL)荷重とＳｓ，ＳＡ後の長期(L)

荷重とＳｄを組み合わせる方針とする。 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・全給水流量喪失又はタービントリップ＋Ｓｓ 

・全給水流量喪失又はタービントリップ＋Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえ， 

① ＳＡ後の長期(LL)荷重＋Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重(2×10－１年以降)

を組み合わせる。 

② ＳＡ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重(10－２～2×10－１年)

を組み合わせる。 

 

添付 6－3表 ＲＰＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温

度条件 

 

c. 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する設備 

【ＤＢ設計条件とＳＡ設計条件の整理】 

ＤＢ設計での組合せではＪＥＡＧ４６０１に記載のとおり，運

転状態Ⅰ～Ⅲの荷重はＳｓと組合せ，また運転状態Ⅳ(L)の荷重は

Ｓｄと組み合わせている。 

ここで，ＲＰＶの運転状態Ⅰ～Ⅲを踏まえて設定される圧力・

温度は運転状態Ⅱ(全給水流量喪失又はタービントリップ)であ

り，これは運転状態Ⅳ(L)(ＬＯＣＡ後長期間経過した状態)の圧

力・温度より高いため，実際の評価では「全給水流量喪失又はタ

ービントリップ」による圧力・温度とＳｓ，Ｓｄを組み合わせて

評価している。 

以上を踏まえ，ＲＰＶのＳＡ施設としての設計においては，組

合せを検討する荷重として，ＳＡ後長期(L)荷重・温度を設定する。

ＳＡにおける設計条件（組合せ）は，このＤＢ設計条件への包絡

性を踏まえＳＡ後の長期(LL)荷重とＳｓ，ＳＡ後の長期(L)荷重と

Ｓｄを組み合わせる方針とする。 

 

【継続時間の検討における対象条件の網羅性】 

ＤＢにおいては，以下の組合せに対する設計を行っている。 

・全給水流量喪失又はタービントリップ+Ｓｓ 

・全給水流量喪失又はタービントリップ+Ｓｄ 

ＳＡにおける設計条件(組合せ)は，このＤＢ設計条件への包絡性

を踏まえ 

①  ＳＡ後の長期(LL)荷重+Ｓｓ 

→Ｓｓには，継続時間を考慮して長期(LL)荷重（2×10－1年以降）

を組み合わせる。 

②  ＳＡ後の長期(L)荷重（ＳＡ後の最高圧力・温度）＋Ｓｄ 

→Ｓｄには，継続時間を考慮して長期(L)荷重（10－2～2×10－1 年）

を組み合わせる。 

 

添付 6－3表 ＲＰＶの荷重組合せで用いる地震以外の荷重と温

度条件 
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（３）JEAG4601のアプローチを用いた検討 

本項では，ＤＢ設備における荷重の組合せ（JEAG4601）と今回

の検討にて用いたＳＡ荷重の組合せの考え方を整理する。 

ａ．JEAG4601における荷重の組合せ検討のアプローチ 

①運転状態の発生確率を設定 

②地震の発生確率を設定 

③「運転状態の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が10-7/炉年になる継続時間を設定 

④10-7/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする 

ｂ．今回の検討に用いたＳＡ荷重の組合せ検討のアプローチ 

①ＳＡ事象の発生確率を設定 

②地震の発生確率を設定 

③「ＳＡ事象の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が10-8/炉年になる継続時間を設定 

④10-8/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする 

 

以上より，③，④で用いた組合せの判定基準は，今回のＳＡ荷

重の組合せの検討（10-8/炉年）の方が，JEAG4601における荷重の

組合せ検討（10-7/炉年）のアプローチよりも，保守的な条件とな

っている。 

 

（４）まとめ 

以上のとおり，各施設のＳＡ荷重と組合せの検討では，Ｓｓ，

ＳｄとＳＡ荷重を適切に考慮しており，JEAG4601における検討ア

プローチよりも保守的な条件となっている。 

（３）JEAG4601のアプローチを用いた検討 

本項では，ＤＢ設備における荷重の組合せ(JEAG4601)と今回の

検討にて用いたＳＡ荷重の組合せの考え方を整理する。 

ａ．JEAG4601における荷重の組合せ検討のアプローチ 

① 運転状態の発生確率を設定 

② 地震の発生確率を設定 

③ 「運転状態の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10－７／炉年になる継続時間を設定 

④ 10－７／炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わ

せる条件とする。 

ｂ．今回の検討に用いたＳＡ荷重の組合せ検討のアプローチ 

① ＳＡ事象の発生確率を設定 

② 地震の発生確率を設定 

③ 「ＳＡ事象の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10－８／炉年になる継続時間を設定 

④ 10－８／炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わ

せる条件とする。 

 

以上より，③，④で用いた組合せの判定基準は，今回のＳＡ荷

重の組合せの検討（10－8／炉年）の方が，JEAG4601 における荷重

の組合せ検討（10－７／炉年）のアプローチよりも，保守的な条件

となっている。 

 

（４）まとめ 

以上のとおり，各施設のＳＡ荷重と組合せの検討では，Ｓｓ，

ＳｄとＳＡ荷重を適切に考慮しており，JEAG4601における検討ア

プローチよりも保守的な条件となっている。 

 

(3) ＪＥＡＧ４６０１のアプローチを用いた検討 

本項では，ＤＢ設備における荷重の組合せ（ＪＥＡＧ４６０１）

と今回の検討にて用いたＳＡ荷重の組合せの考え方を整理する。 

a. ＪＥＡＧ４６０１における荷重の組合せ検討のアプローチ 

① 運転状態の発生確率を設定 

② 地震の発生確率を設定 

③ 「運転状態の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10-7/炉年になる継続時間を設定 

④ 10-7/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする。 

b. 今回の検討に用いたＳＡ荷重の組合せ検討のアプローチ 

① ＳＡ事象の発生確率を設定 

② 地震の発生確率を設定 

③ 「ＳＡ事象の発生確率」，「地震の発生確率」，「継続時間」の積

が 10－8/炉年になる継続時間を設定 

④ 10-8/炉年となる継続時間における荷重を，地震と組み合わせる

条件とする。 

 

以上より，③，④で用いた組合せの判定基準は，今回のＳＡ荷

重の組合せの検討（10－8/炉年）の方が，ＪＥＡＧ４６０１におけ

る荷重の組合せ検討（10-7/炉年）のアプローチよりも，保守的な

条件となっている。 

 

(4) まとめ 

以上のとおり，各施設のＳＡ荷重と組合せの検討では，Ｓｓ，

ＳｄとＳＡ荷重を適切に考慮しており，ＪＥＡＧ４６０１におけ

る検討アプローチよりも保守的な条件となっている。 
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添付資料－7. 荷重の組合せ表 

(1) 記号の説明 

D ：自重 

PD ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定め

られた最高使用圧力による荷重 

PPSA ：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

 

PPSA(LL) ：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力荷重（長期

（LL）） 

PRSA(L) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重(長期(L)) 

PRSA(LL) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重（長期（LL）） 

PＳＡ ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力に

よる荷重 

M ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わすべきプラントの運転

状態（冷却材喪失事故後の状態は除く）で設備に作用している

機械的荷重（各運転状態におけるP及びMについては，安全側に

設定された値（最高使用圧力，設計機械荷重等）を用いてもよ

い。） 

MD ：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定め

られた機械的荷重 

TD ：設計基準対象施設の耐震設計上の設計温度 

TＰSA ：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大温度（最高使用温

度を用いてもよい。） 

TＰSA(LL) ：原子炉格納容器の重大事故における長期温度（最高使用

温度を用いてもよい。）（長期(LL)） 

TＲSA(L) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度（最高使用温度を用いてもよい。）(長期(L)) 

TＲSA(LL) ：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度（最高使用温度を用いてもよい。）（長期（LL）） 

TＳＡ ：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

Ta ：重大事故における施設本体の温度，及び施設周囲の雰囲気温

度を考慮して設定した温度 

Ｓｄ ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

添付資料－7 

荷重の組合せ表 

(1)記号の説明 

D：死荷重 

PD：地震と組合すべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ

がある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定められ

た最高使用圧力による荷重 

 

PPSA(L)：格納容器の重大事故における長期圧力(長期(L)) 

PPSA(LL)：格納容器の重大事故における長期圧力(長期(LL)) 

 

PRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧力

(長期(L))  

PRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧力

(長期(LL))  

PSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力 

 

M:地震及び死荷重以外で地震と組合すべきプラントの運転状態

（冷却材喪失事故後の状態は除く）で設備に作用している機械

的荷重（各運転状態における P及び Mについては，安全側に設

定された値（最高使用圧力，設計機械荷重等）を用いてもよい。） 

 

MD：地震と組合すべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ（運転状態Ⅲ

がある場合にはこれを含む），又は当該設備に設計上定められ

た機械的荷重 

TD：設計基準対象施設の耐震設計上の温度 

TPSA：格納容器の重大事故における長期温度（最高使用温度を用い

てもよい。） 

 

 

TRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温度

(最高使用温度を用いてもよい。 

 

 

TSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

TD：重大事故における施設本体の温度，及び施設周辺の雰囲気温

度を考慮して設定した温度 

Sd:弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力又は静的地震力 

添付資料７ 

荷重の組合せ表 

(1) 記号の説明 

Ｄ：自重（ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 では「死荷重」と記載） 

ＰD：地震と組み合わせるべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転

状態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当該設備に設計上定

められた最高使用圧力による荷重 

ＰPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大圧力荷重 

ＰPSA(L)：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力(長期(L)) 

ＰPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期圧力荷重（長期

(LL)） 

ＰRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重（長期(L)） 

ＰRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期圧

力荷重（長期(LL)） 

ＰSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計圧力によ

る荷重 

Ｍ ：地震及び死荷重以外で地震と組み合わせるべきプラントの運

転状態(冷却材喪失事故後の状態は除く)で設備に作用してい

る機械的荷重(各運転状態におけるＰ及びＭについては，安全

側に設定された値(最高使用圧力，設計機械荷重等)を用いて

もよい。) 

ＭD：地震と組み合わすべきプラントの運転状態Ⅰ及びⅡ(運転状

態Ⅲがある場合にはこれを含む)，又は当核設備に設計上定め

られた機械的荷重 

ＴD：設計基準対象施設の耐震設計上の設計温度 

ＴPSA：原子炉格納容器の重大事故発生後の最大温度(最高使用温度

を用いてもよい。) 

ＴPSA(LL)：原子炉格納容器の重大事故における長期温度(最高使用温 

度を用いてもよい。) （長期(LL)） 

ＴRSA(L)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度(最高使用温度を用いてもよい。) （長期(L)） 

ＴRSA(LL)：原子炉冷却材圧力バウンダリの重大事故における長期温

度（最高使用温度を用いてもよい。）（長期（LL）） 

ＴSA：重大事故における運転状態を考慮して設定した設計温度 

Ｔa ：重大事故における施設本体の温度及び施設周囲の雰囲気温

度を考慮して設定した温度 

Ｓｄ：弾性設計用地震動Ｓｄにより定まる地震力，又は静的地震 
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Ｓｓ ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS ：JSME S NC1の供用状態D相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加え

た許容応力状態 

ⅤAS ：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加

えた許容応力状態 

 

 

Ss：基準地震動ＳＳにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態 D 相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加えた

許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として， 

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加 

えた許容応力状態 

力 

Ｓｓ：基準地震動Ｓｓにより定まる地震力 

ⅣAS：JSME S NC1 の供用状態Ｄ相当の許容応力を基準として，そ

れに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加え

た許容応力状態 

ⅤAS：運転状態Ⅴ相当の応力評価を行う許容応力を基本として，

それに地震により生じる応力に対する特別な応力制限を加えた許

容応力状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39-196



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

(2) 荷重の組合せ表 

 

 

 

 

 

※1 ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。 

※2 ⅤASの許容限界は，ⅣASと同じものを適用する。 

 

(2)荷重の組合せ表 

 

 

 

 

 

※１：ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設についても考慮する。 

※２：ⅤＡＳの許容限界は，ⅣＡＳと同じものを適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 荷重の組合せ表 

 

※1 ＤＢ施設を兼ねるＳＡ施設について考慮する。 

※2 ⅤAS の許容限界は，ⅣAS と同じものを適用する。 
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添付資料－8. 重大事故時の荷重条件の妥当性について 

 

（1） はじめに 

重大事故時の耐震評価においては，地震力と重大事故時の原子

炉冷却材圧力バウンダリ(ＲＰＶ)及び原子炉格納容器(ＰＣＶ)に

かかる圧力・温度を組み合わせる場合，耐震評価に用いる圧力・

温度は高い方が評価結果は厳しくなる。したがって，重大事故時

の耐震評価における地震力と組み合わせる圧力・温度条件として

は，有効性評価結果の中から事象発生時のＲＰＶ及びＰＣＶにか

かる最高圧力及び最高温度を選定することとし，全ての事故シー

ケンスグループ等のうち，ＲＰＶ及びＰＣＶの圧力・温度が最も

厳しくなるものを選定することとした。 

選定した事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確か

さの影響評価（別紙1参照）を行っており，解析コードにおける重

要物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対

して，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響につい

て評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており（別紙2～別紙4参照），耐震評価に用いるＲＰ

Ｖ及びＰＣＶ圧力・温度条件として，有効性評価結果から得られ

る最高圧力・温度を用いることとした。 

 

 

 

 

 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰＶ及

びＰＣＶの具体的な圧力・温度条件について，次項以降に示す。 

 

 

（2） 耐震評価で用いるＲＰＶの圧力・温度について 

 

ＲＰＶの圧力・温度が最高となる事故シーケンスは，有効性評

価で考慮する全ての事故シーケンスグループ等のうち，「原子炉停

止機能喪失」であり，ＡＴＷＳで考慮する運転中の異常な過渡変 

添付資料－8 

重大事故時の荷重条件の妥当性について 

 

(1) はじめに 

重大事故時の耐震評価においては，地震力と重大事故時の原子

炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器にかかる圧力・温度を組み

合わせる場合，耐震評価に用いる圧力・温度は高い方が評価結果

は厳しくなる。したがって，重大事故時の耐震評価における地震

力と組み合わせる圧力・温度条件としては，有効性評価結果の中

から事象発生時の原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器にか

かる最高圧力及び最高温度を選定することとし，全ての事故シー

ケンスグループ等のうち，原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納

容器の圧力・温度が最も厳しくなるものを選定することとした。 

選定した事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確か

さの影響評価（別紙 1 参照）を行っており，解析コードにおける

重要物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に

対して，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響につ

いて評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，設計値を用いるか又は評価項目となるパ

ラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとして

おり（別紙 2から別紙 4参照），解析コード及び解析条件の不確か

さについて確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影

響は小さいことを確認していることから，耐震評価に用いる原子

炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の圧力・温度条件として，

不確かさは考慮せず，有効性評価結果から得られる最高圧力・温

度に基づいた保守的な圧力・温度を用いることとした。 

 

 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせる原子炉冷

却材圧力バウンダリ及び格納容器の具体的な圧力・温度条件につ

いて次項以降に示す。 

 

(2) 耐震評価で用いる原子炉冷却材圧力バウンダリの圧力・温

度について 

原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力及び温度が最高とな

る事故シーケンスは，有効性評価で考慮する全ての事故シーケン

スグループ等のうち，「原子炉停止機能喪失」であり，ＡＴＷＳで 

添付資料８ 

重大事故時の荷重条件等の妥当性について 

 

(1) はじめに 

重大事故時の耐震評価においては，地震力と重大事故時の原子

炉冷却材圧力バウンダリ（ＲＰＶ）及び原子炉格納容器（ＰＣＶ）

にかかる荷重を組み合わせる場合，耐震評価に用いる圧力・温度

は高い方が評価結果は厳しくなる。したがって，重大事故時の耐

震評価における地震力と組み合わせる荷重条件としては，有効性

評価結果の中から事象発生時のＲＰＶ及びＰＣＶにかかる最高圧

力及び最高温度を選定することとし，全ての事故シーケンスグル

ープ等のうち，ＲＰＶ及びＰＣＶの荷重が最も厳しくなるものを

選定することとした。 

選定した事故シーケンスグループ等の有効性評価では，不確か

さの影響評価（別紙１参照）を行っており，解析コードにおける

重要物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に

対して，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響につ

いて評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており，（別紙２～別紙４参照），耐震評価に用いる

ＲＰＶ及びＰＣＶの荷重条件として，有効性評価結果から得られ

る最高圧力・温度を用いることとした。 

 

 

 

また，重大事故時の耐震評価において考慮する水位条件等につ

いても有効性評価結果を踏まえて設定する。 

重大事故時の耐震評価に用いる荷重条件等について，次項以降

に示す。 

 

 

(2) 耐震評価で用いるＲＰＶの荷重について 

 

ＲＰＶの圧力・温度が最高となる事故シーケンスは，有効性評

価で考慮する全ての事故シーケンスグループ等のうち，「原子炉停

止機能喪失」であり，ＡＴＷＳで考慮する運転中の異常な過渡変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

Mark-Ⅰ型原子炉格納

容器の耐震評価には，

原子炉格納容器の水

位も影響することか

ら，島根２号炉では水

位条件等の設定を説

明（以下，①の相違） 
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化のうち，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉止の発生を仮定す

るとともに，原子炉自動停止機能が喪失する事象であり，緩和措

置がとられない場合には，原子炉出力が維持されるため，原子炉

圧力容器が高温・高圧状態となる。 

 

 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該事 

故の発生防止のために代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えてお 

り，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラム機能が，電気的 

な故障により喪失した場合に，後備の手段としてARIを作動させる 

ことにより原子炉停止機能を確保することとなる。有効性評価 

では，このARIの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象として主蒸 

気隔離弁の閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇による反 

応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水過熱喪失による 

反応度投入を評価している。これに対し，原子炉出力を抑制する 

ための代替冷却材再循環ポンプ・トリップ機能，運転員による原 

子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及びほう酸 

水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉を未臨界へ移行さ 

せることとなる。 

 

 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高

値，原子炉冷却材温度の最高値を添付8.1表に示す。スクラムを前

提とした他の事故シーケンスグループ等と比較し，最も早く原子

炉圧力が上昇する事象である。 

添付8.1表に示す原子炉停止機能喪失の有効性評価における解

析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，

現実的な条件を基本としつつ，原則，評価項目となるパラメータ

に対して余裕が小さくなるような設定とすることとしている。ま

た，不確かさの影響評価を行っており，添付8.1表に示す評価結果

より高くなる。しかしながら，短期荷重の継続時間として考慮す

る時間設定として，事象発生後に低温停止状態に至る時間を包絡

するものとしているため，結果として不確かさの重畳の影響はな

い。 

「原子炉停止機能喪失」の過渡応答図を添付8.1図～8.2図に示

す。原子炉圧力は10秒以内に代替冷却材再循環ポンプ・トリップ

機能による原子炉出力の低下により，耐震設計上の設計圧力であ

る8.38MPa[gage]を下回っている。また，冷却材温度も，原子炉圧 

考慮する運転時の異常な過渡変化のうち，過渡事象として主蒸気

隔離弁の誤閉止の発生を仮定するとともに，原子炉自動停止機能

が喪失する事象であり，緩和措置がとられない場合には，原子炉

出力が維持されるため，原子炉圧力容器が高温・高圧状態となる。 

 

 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該

事故の発生防止のために代替制御棒挿入機能（以下「ＡＲＩ」と

いう。）を備えており，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラ

ム機能が，電気的な故障により喪失した場合に，後備の手段とし

てＡＲＩを作動させることにより原子炉停止機能を確保すること

となる。有効性評価では，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳

しい過渡事象として主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる

原子炉圧力上昇による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に

伴う給水加熱喪失による反応度投入を評価している。これに対し，

原子炉出力を抑制するためのＡＴＷＳ緩和設備（代替原子炉再循

環ポンプトリップ機能），運転員による原子炉水位維持操作（自動

減圧系の自動起動阻止含む）及びほう酸水注入系による原子炉未

臨界操作により原子炉を未臨界へ移行させることとなる。 

 

 

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉圧力の最高

値，原子炉冷却材温度の最高値を添付 8－1表に示す。スクラムを

前提とした他の事故シーケンスグループ等と比較し，最も早く原

子炉圧力が上昇する事象である。 

添付 8－1表に示す「原子炉停止機能喪失」の有効性評価におけ

る解析条件設定は，解析条件及び解析コードの不確かさを考慮し

て，設計値を用いるか又は評価項目となるパラメータに対して余

裕が小さくなるような設定とすることとしている。また，不確か

さの影響評価を行っており，その結果として，解析コード及び解

析条件の不確かさについて操作への影響を含めて確認した結果，

評価項目となるパラメータに与える影響は小さいことを確認して

いることから，ここでは不確かさは考慮しない。 

 

「原子炉停止機能喪失」の過渡応答図を添付 8－1図及び添付 8

－2図に示す。原子炉圧力は 10秒以内にＡＴＷＳ緩和設備（代替

再循環系ポンプトリップ機能）による原子炉出力の低下により，

耐震設計上の設計圧力である約 8.14MPa[gage]を下回っている。 

化のうち，過渡事象として主蒸気隔離弁の誤閉止の発生を仮定す

るとともに，原子炉自動停止機能が喪失する事象であり，緩和措

置がとられない場合には，原子炉出力が維持されるため，原子炉

圧力容器が高温・高圧状態となる。スクラムを前提とした他の事

故シーケンスグループ等と比較し，最も早く原子炉圧力が上昇す

る事象である。 

「原子炉停止機能喪失」の炉心損傷防止対策は，主として当該

事故の発生防止のために代替制御棒挿入機能（ＡＲＩ）を備えて

おり，プラント過渡事象が発生し，通常のスクラム機能が，電気

的な故障により喪失した場合に，後備の手段としてＡＲＩを作動

させることにより原子炉停止機能を確保することとなる。有効性

評価では，このＡＲＩの機能に期待せず，最も厳しい過渡事象と

して主蒸気隔離弁の閉止を条件とし，これによる原子炉圧力上昇

による反応度投入，また，主蒸気隔離弁の閉止に伴う給水過熱喪

失による反応度投入を評価している。これに対し，原子炉出力を

抑制するための代替原子炉再循環ポンプトリップ機能，運転員に

よる原子炉水位維持操作（自動減圧系の自動起動阻止含む）及び

ほう酸水注入系による原子炉未臨界操作により原子炉を未臨界へ

移行させることとなる。重大事故時において，ＲＰＶの耐震評価

で考慮する事故シーケンス選定の考え方を添付 8.1表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選定した事故シーケンス「原子炉停止機能喪失」の過渡応答図

を添付 8.1 図～8.2 図に示す。原子炉圧力は 10 秒以内に代替原

子炉再循環ポンプトリップ機能による原子炉出力の低下により，

耐震設計上の設計圧力である 8.28MPa[gage]を下回っている。 

 

 

 

柏崎 6/7 号炉及び東海

第二の(2)項内に同一記

載あり（差異なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

柏崎 6/7号炉の添付 8.3

表及び東海第二の添付

8-3表に対応 

島根 2 号炉における(2)

項内に同一記載あり（差

異なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設計値の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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力の上昇に伴う飽和蒸気温度の上昇により，耐震設計上の設計温

度をわずかに超過するが，原子炉圧力の低下に伴い，同様に低下

する傾向となる。長期的な観点では，事象発生後10秒以降，逃が

し安全弁による原子炉圧力制御が行われ，原子炉圧力はほぼ一定

で推移する。 

 

事象発生後11分で運転員がほう酸注入系によるほう酸水の注入 

を開始することにより，原子炉出力は崩壊熱レベルまで速やかに

低下する。その後，運転員が原子炉の減圧，除熱及び残留熱除去

系による炉心冷却を行うことにより，低温停止状態に至る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，事象発生直後の圧力上昇以降，ＲＰＶの圧力・温度 

は，ＤＢ施設の耐震設計上の設計圧力・温度を十分に下回る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付8.1表 原子炉冷却材圧力バウンダリのＳＡ時の圧力・温度（有

効性評価結果） 

 

また，冷却材温度も，原子炉圧力の上昇に伴う飽和蒸気温度が上

昇するが，耐震設計上の設計温度である 301℃を下回っている。

長期的な観点では，事象発生後 10秒以降，逃がし安全弁（逃がし

弁機能）による原子炉圧力制御が行われ，原子炉圧力はほぼ一定

で推移する。 

 

運転員がほう酸注入系を起動し，事象発生後 9分 30秒にほう酸

水の注入が開始されることにより，原子炉出力は崩壊熱レベルま

で速やかに低下する。その後，運転員が原子炉の減圧，除熱及び

残留熱除去系による炉心冷却を行うことにより，低温停止状態に

至る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上より，事象発生直後の圧力上昇以降，原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの圧力・温度は，ＤＢ施設の耐震設計上の設計圧力・温

度を十分に下回る。 

 

 

 

 

 

 

 

添付 8－1表 原子炉冷却材バウンダリのＳＡ時の圧力・温度

（有効性評価結果） 

 

また，冷却材温度も，原子炉圧力の上昇に伴う飽和蒸気温度の上

昇により，耐震設計上の設計温度をわずかに超過するが，原子炉

圧力の低下に伴い，同様に低下する傾向となる。長期的な観点で

は，事象発生後 10 秒以降，逃がし安全弁による原子炉圧力制御

が行われ，原子炉圧力はほぼ一定で推移する。 

 

事象発生後 11.6 分で運転員がほう酸水注入系によるほう酸水

の注入を開始することにより，原子炉出力は崩壊熱レベルまで速

やかに低下する。その後，運転員が原子炉の減圧，除熱及び残留

熱除去系による炉心冷却を行うことにより，低温停止状態に至る。

この事故シーケンスにおけるＳＡ発生後の原子炉の最高圧力，原

子炉冷却材の最高温度を添付 8.2 表に示す。 

原子炉停止機能喪失の有効性評価における解析条件設定は，解

析条件及び解析コードの不確かさを考慮して，現実的な条件を基

本としつつ，原則，評価項目となるパラメータに対して余裕が小

さくなるような設定とすることとしている。また，不確かさの影

響評価を行っており，その場合の圧力・温度は添付 8.2 表に示す

評価結果より高くなる。しかしながら，短期荷重の継続時間とし

て考慮する時間設定として，事象発生後に低温停止状態に至る時

間を包絡するものとしているため，結果として不確かさの重畳の

影響はない。 

以上より，事象発生直後の圧力上昇以降，ＲＰＶの圧力・温度

は，ＤＢ施設の耐震設計上の設計圧力・温度を十分に下回る。 

添付 8.1表 ＲＰＶの耐震評価で考慮する事故シーケンス選定の

考え方 

事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

原子炉停止機能喪失 

（全事故シーケンスのうち，

原子炉の荷重が最も厳しくな

る事故シーケンスを選定） 

原子炉熱出力，原子炉圧力，炉心流量，給水温度は，最確条件

を使用するが，本事故シーケンスの事象進展に最も影響の大き

い，主蒸気隔離弁の誤閉止を過渡事象として選定するとともに

核データ（動的ボイド係数・動的ドップラ係数）を反応度印加

割合が大きくなるような保守的な条件として設定している。 

 

添付 8.2表 ＲＰＶのＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

 

 原子炉停止機能喪失 ＤＢ条件 

最高圧力 約 8.98MPa[gage] 8.28MPa[gage] 

最高温度 約 304℃ 298℃ 
 

 

・解析結果の相違 

【東海第二】 

 島根２号炉は，冷却材

温度が，DB 条件をわ

ずかに上回る。 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

柏崎 6/7 号炉及び東海

第二における(2)項内に

同一記載あり（差異な

し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【東海第二】 

 （東海第二の添付 8-3

表に対応）有効性評価

で用いる解析条件の

保守性の取り方によ

る相違 

・解析結果及び設計値の

相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付8.1図 原子炉停止機能喪失における中性子束の時間変化 

（事象発生から40分後まで） 

 

 

 

 

添付8.2図 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力,原子炉水位

（シュラウド外水位） 

の時間変化（事象発生から40分後まで） 

 

 

添付 8－1図 原子炉停止機能喪失における中性子束の推移 

（事象発生から 60分まで） 

 

 

 

 

 

 

添付 8－2図 原子炉停止機能喪失における原子炉水位及び原子

炉圧力の推移 

（事象発生から 60分まで） 

 

 

 

 

添付 8.1図 原子炉停止機能喪失に中性子束の時間変化 

（事象発生から 50分後まで） 

 

 

 

 

 

 

添付 8.2図 原子炉停止機能喪失における原子炉圧力，原子炉水

位（シュラウド外水位） 

の時間変化（事象発生から 50分後まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 
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（3）耐震評価で用いるＰＣＶの圧力・温度について 

原子炉格納容器の圧力・温度条件が最も厳しくなるという点で，

最高使用圧力・温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケン

スグループ等を抽出することを目的に，事故発生後10-2年(約3日

後)以内及び事象発生後10-2年(約3日後)の圧力・温度が最も高い事

故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シーケンス

が挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容器過圧・過温破損)（代

替循環冷却系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグルー

プ等において，事象発生後10-2年(約3日後)後前までに原子炉格納

容器圧力逃がし装置又は代替原子炉補機冷却系による除熱機能が

確保され，10-2年(約3日後)以降の原子炉格納容器圧力及び温度は

低下傾向が維持されることから，10-2年(約3日後)までの圧力・温

度に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当で

ある。 

 

 

 

 

 

 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリ

ート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各格納容器破損モー

ドの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する際

には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その

後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要

があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として整備

した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧代替注水系により炉心損傷回避

が可能な事故シーケンス）。一方，原子炉格納容器に対する静的な

過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，原子炉格納

容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関係が支

(3) 耐震評価で用いる格納容器の圧力・温度について 

格納容器の圧力・温度条件が最も厳しくなるという点で，最高

使用圧力・温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケンスグ

ループ等を抽出することを目的に，事故発生後 10－２年（約 3日後）

以内及び事故発生後 10－２年（約 3日後）の圧力・温度が最も高い

事故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シーケン

スが挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用できない場合） 

上記のいずれの事故シーケンスにおいても，事象発生後 10－２年

（約 3 日後）前までに格納容器圧力逃がし装置又は緊急用海水系

を用いた代替循環冷却系等による除熱機能が確保され，最高使用

圧力・温度以下に維持される。10－２年（約 3日後）以降の格納容

器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防止する観点から格

納容器内への窒素注入を実施する運用としていることから，一時

的に格納容器圧力が最高使用圧力以下の範囲で圧力上昇する期間

が生じるが，上記の除熱機能により，最高使用圧力以下に抑えら

れる。 

 

したがって，10－２年（約 3日後）以内の温度及び最高使用圧力

に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当であ

る。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧力

容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンクリ

ート相互作用」は同じ事故シーケンスにより各格納容器破損モー

ドの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する際

には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その

後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要

があるため，解析の前提として，重大事故等対策設備として整備

した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧代替注水系により炉心損傷回避

が可能な事故シーケンスである）。一方，格納容器に対する静的な

過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，格納容器圧

力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関係が支配的な

(3) 耐震評価で用いるＰＣＶの荷重について 

原子炉格納容器の荷重条件が最も厳しくなるという点で，最高

使用圧力・温度を超え，さらに継続期間の長い事故シーケンスグ

ループ等を抽出することを目的に，事故発生後 10-2 年（約 3.5日

後）以内及び事象発生後 10-2 年（約 3.5日後）の圧力・温度が最

も高い事故シーケンスグループ等を抽出した結果，以下の事故シ

ーケンスが挙げられる。 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用する場合） 

・雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用しない場合） 

なお，有効性評価においては，いずれの事故シーケンスグルー

プ等においても，事象発生後 10-2 年（約 3.5 日後）までに格納容

器フィルタベント系又は原子炉補機代替冷却系を用いた残留熱代

替除去系による除熱機能が確保され，格納容器の圧力・温度条件

は最高使用圧力・温度以下に維持される。10-2 年（約 3.5 日後）

以降の格納容器圧力については，格納容器内の水素燃焼を防止す

る観点から原子炉格納容器内への窒素注入を実施する運用として

いることから，一時的に格納容器圧力が最高使用圧力以下の範囲

で圧力上昇する期間が生じるが，上記の除熱機能により，最高使

用圧力以下に抑えられる。 

したがって， 10-2年（約 3.5日後）以内の温度及び最高使用圧

力に基づき，事故シーケンスグループ等を選定することは妥当で

ある。 

なお，「高圧溶融物放出／格納容器雰囲気直接加熱」，「原子炉圧

力容器外の溶融燃料－冷却材相互作用」及び「溶融炉心・コンク

リート相互作用」は同じ事故シーケンスにより格納容器破損モー

ドの評価を行っている。これら格納容器破損モードを評価する際

には，原子炉圧力容器破損に至るまで炉心損傷を進展させ，その

後に生じうる格納容器破損モードに対する有効性を確認する必要

があるため，解析の前提として，重大事故等対処設備として整備

した原子炉への注水機能は使用しないとの前提で評価すること

で，各々の格納容器破損モードに対して厳しい条件となるよう保

守的な条件設定を行っており，他の事故シーケンス等と比較して

前提条件が異なる（本来は，高圧原子炉代替注水系により炉心損

傷回避が可能な事故シーケンス）。一方，原子炉格納容器に対する

静的な過圧・過温に対する長期の頑健性を確認する上では，原子

炉格納容器圧力及び温度は原子炉停止後の崩壊熱と除熱能力の関

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

 島根２号炉は水素燃

焼を防止する観点か

ら，格納容器の最高使

用圧力到達までは窒

素注入を実施する運

用としており，格納容

器圧力が最大となる

のは 10-2 年以降（以

下，②の相違） 
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配的な要素であることから，「運転中の原子炉における重大事故」 要素であることから，「運転中の原子炉における重大事故」に係る 係が支配的な要素であることから，「運転中の原子炉における重大 

に係る格納容器破損モードとして参照する事故シナリオとして，

雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）を

代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナリオも

考慮していることと等しい。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷(格納容

器過圧・過温破損)（代替循環冷却系を使用する場合）」及び「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用しない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発生し，流

出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生し

た水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によって発生し

た非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の雰囲気圧

力・温度が上昇することになる。 

上記2つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後のＰ

ＣＶの最高圧力及び最高温度を添付8.2表に示す。添付8.2表に示

すとおり，最高圧力及び最高温度はほぼ同等であり，これら2つの

事故シーケンスグループでの最高圧力・温度を，耐震評価におけ

る重大事故時の地震力と組み合わせるＰＣＶの圧力・温度条件と

する。 

なお，上記の2つの事故シーケンスグループ等の有効性評価で

は，不確かさの影響評価を行っており，解析コードにおける重要

物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対し

て，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響について

評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

格納容器破損モードとして参照する事故シナリオとして，雰囲気

圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）を代表シ

ナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナリオも考慮し

ていることと等しい。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場合）」及び「雰

囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）（代替

循環冷却系を使用できない場合）」は，大破断ＬＯＣＡが発生し，

流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によって発生

した水蒸気，炉心損傷を伴うジルコニウム－水反応によって発生

した非凝縮性ガスなどの蓄積により，格納容器の雰囲気圧力・温

度が上昇することになる。 

上記 2 つの事故シーケンスグループ等について，事故発生後の

格納容器の最高圧力及び最高温度（壁面温度）を添付 8－2表に示

す。添付 8.2 表に示すとおり，最高圧力及び温度（壁面温度）は

ほぼ同等であり，これら 2 つの事故シーケンスグループでの最高

圧力・温度（壁面温度）を，耐震評価における重大事故時の地震

力と組み合わせる格納容器の圧力・温度条件とする。 

なお，上記の 2 つの事故シーケンスグループ等の有効性評価で

は，不確かさの影響評価を行っており，解析コードにおける重要

物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対し

て，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響について

評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，設計値を用いるか又は評価項目となるパ

事故」に係る格納容器破損モードとして参照する事故シナリオと

して，雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破

損）を代表シナリオとすることは，原子炉圧力容器破損後のシナ

リオも考慮していることと等しい。

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）」及び

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（残留熱代替除去系を使用しない場合）」では，大破断ＬＯＣＡが

発生し，流出した原子炉冷却材及び溶融炉心の崩壊熱等の熱によ

って発生した水蒸気，炉心損傷に伴うジルコニウム－水反応によ

って発生した非凝縮性ガスなどの蓄積により，原子炉格納容器の

雰囲気圧力・温度が上昇することになる。重大事故時において，

ＰＣＶの耐震評価で考慮する事故シーケンス選定の考え方を添付

8.3表に示す。 

選定した２つの事故シーケンスグループ等について，格納容器

圧力及び温度の解析結果を添付 8.3図～8.10図に示す。ＳＡ発生

後 10－２年（約 3.5日後）までに，原子炉格納容器の圧力及び温度

はそれぞれ最高圧力及び最高温度となり，10－２年（約 3.5日後）

以降は，格納容器フィルタベント系又は原子炉補機代替冷却系を

用いた残留熱代替除去系による除熱機能が確保され，最高使用圧

力・温度以下に維持される。残留熱代替除去系を使用する場合に

おける 10－２年（約 3.5日後）以降の格納容器圧力については，格

納容器内の水素燃焼の防止のため格納容器内への窒素封入を実施

する運用としていることから，一時的に上昇する期間があるが，

上記の除熱機能により最高使用圧力以下に抑えられる。上記２つ

の事故シーケンスグループ等における，ＳＡ発生後のＰＣＶの圧

力及び温度を添付 8.4 表に示す。 

なお，上記の２つの事故シーケンスグループ等の有効性評価で

は，不確かさの影響評価を行っており，解析コードにおける重要

物理現象及び解析条件（初期条件，事故条件，機器条件）に対し

て，評価項目となるパラメータに与える不確かさの影響について

評価している。 

有効性評価における解析条件設定は，解析条件及び解析コード

の不確かさを考慮して，現実的な条件を基本としつつ，原則，評

柏崎 6/7号炉の添付 8.3

表及び東海第二の添付

8-3表に対応

・解析結果の相違

【柏崎 6/7】 

②の相違

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，格納容

器圧力は同等となら

ない（前者のシーケン

スにおいて残留熱代

替除去系のインサー

ビスが早く格納容器

圧力の上昇が抑制さ

れるため） 
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価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており，また，解析条件や解析コードの不確かさに

ついては，極端な条件設定とすることは現実的ではないと考えら

れる。しかしながら，耐震評価に用いるＰＣＶの圧力・温度条件

には，格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場

合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプ

レイ流量が抑制できるなど，格納容器圧力逃がし装置の使用タイ

ミングが遅くなる可能性があることから，ＳＡ発生後10-2年以上2

×10-1年未満の期間として組み合わせる荷重は，添付8.2表の事象

発生後以降の最大となる荷重（有効性評価結果の最高圧力・最高

温度）をＳｄと組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

上記の 2 つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧

力・温度の解析結果を添付 8.3 図～8.6 図に示す。添付 8.3 図～

8.6 図より，ＳＡ発生後 10-2年(約 3 日後)前までに，原子炉格納

容器の最高圧力及び最高温度となり，10-2 年(約 3 日後)以降は，

原子炉格納容器圧力逃がし装置又は代替原子炉補機冷却系による

除熱機能の効果により，格納容器圧力及び温度は低下傾向が維持

されていることが確認できる。 

ラメータに対して余裕が小さくなるような設定とすることとして

おり，また，不確かさの影響評価を行っており，その結果として，

解析コード及び解析条件の不確かさについて操作への影響を含め

て確認した結果，評価項目となるパラメータに与える影響は小さ

いことを確認している。しかしながら，ＰＣＶバウンダリは，Ｓ

Ａ発生時における最終障壁となることから，その重要性を考慮し，

ＳＡ発生後 10－２年以降 2×10－１年未満の期間として組み合わせ

る荷重は，保守的に事象発生以降の最大となる荷重（有効性評価

結果の最高圧力・最高温度（壁面温度））をＳｄと組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の 2 つの事故シーケンスグループ等について，格納容器圧

力・雰囲気温度の解析結果を添付 8－3 図から 8－6 図に示す。添

付 8－3図から 8－6図より，重大事故発生後 10－２年（約 3日後）

前までに，格納容器圧力逃がし装置又は緊急用海水系を用いた代

替循環冷却系による除熱機能が確保され，最高使用圧力・温度以

下に維持される。代替循環冷却系を使用する場合における 10－２年

（約 3 日後）以降の格納容器圧力については，格納容器内の水素

燃焼の防止のため格納容器内への窒素封入を実施する運用として

いることから，一時的に上昇する期間があるが，上記の除熱機能

により最高使用圧力以下に抑えられる。 

価項目となるパラメータに対して余裕が小さくなるような設定と

することとしており，また，解析条件や解析コードの不確かさに

ついては，極端な条件設定とすることは現実的ではないと考えら

れる。しかしながら，格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去

系を使用しない場合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅

く格納容器スプレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィルタベ

ント系の使用タイミングが遅くなる可能性があることや，格納容

器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）において，

重大事故が発生して 10時間後から残留熱代替除去系を使用する

ことを想定しているが，準備時間の遅れ等により残留熱代替除去

系の使用開始が遅くなりＰＣＶ圧力が上昇する可能性がある等，

ＳＡ発生後 10－２年以上 2×10－１年未満の期間にＰＣＶの耐震評

価と組み合わせる荷重には不確かさが想定される。 

上記を踏まえると，ＳＡ発生後 10-2 年以上２×10-1 年未満の期

間における荷重は，事象進展に応じて変動する可能性があること

から，包絡的な荷重条件を耐震評価に用いるため，添付 8.4 表に

おいて事象発生後の最大値である，有効性評価結果の最高圧力・

最高温度をＳｄと組み合わせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付 8.4 表の 2×10-１年後におけるＰＣＶ圧力は，格納容器過

圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用する場合）の方が高く，

温度は，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使用しない

場合)の方が高い結果となっており，いずれの事故シーケンスも荷

重条件として厳しい側面を持っている。ただし，除熱機能の確保

は，ＳＡ設備である残留熱代替除去系の確保を優先に行うことか

ら，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使用しない場合)

においても，ベントの停止判断基準が整えば，格納容器除熱手段

を切り替えることでＰＣＶ温度を低下させることが可能である。

これに加えて，その他の格納容器除熱手段に期待することができ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，Ｓｓと

組み合わせる荷重と

して，格納容器過圧・

過温破損（残留熱代替

除去系を使用する場

合）における最高圧

力・最高温度を用いる

ことを記載 
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る。一例として，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使 

添付8.2表 原子炉格納容器のＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結

果） 

※1：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）

※2：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）は165℃

であるが，保守的に最高温度は0.62MPa[gage]の飽和温度とす

る 

※3：サプレッション・チェンバの最高温度

添付 8－2表 格納容器のＳＡ時の圧力・温度 

（有効性評価結果） 

用しない場合)において，事象発生から約 30 日後に可搬型格納容

器除熱系に切り替えた場合のＰＣＶ温度の推移を添付 8.11 図に

示す。可搬型格納容器除熱系に切り替えた以降は，ＰＣＶ温度は

緩やかに低下し，低下傾向が継続する。このように，2×10-１年後

におけるＰＣＶ温度は，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去

系を使用しない場合)においても，格納容器除熱手段を切り替える

ことで，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去系を使用する場

合)と同様の傾向となる。 

以上のことから，ＳＡ発生後 2×10－１年以降の期間において組み

合わせる荷重としては，格納容器過圧・過温破損(残留熱代替除去

系を使用する場合)の 2×10－１年以降の最高圧力・最高温度をＳｓ

と組み合わせる。 

添付 8.3表 ＰＣＶの耐震評価で考慮する事故シーケンス選定の

考え方 

事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

格納容器過圧・過温破損 

（全事故シーケンスのう

ち，格納容器の荷重が最も

厳しくなる事故シーケン

スを選定）

格納容器空間部容積は設計値を，サプレッション・プ

ール水位，初期格納容器温度は，最確条件を使用する

が，格納容器圧力・温度に対して最も影響の大きい条

件である崩壊熱及び外部水源の温度については，保守

的な条件として設定している。 

添付 8.4表 ＰＣＶのＳＡ時の圧力・温度（有効性評価結果） 

格納容器過圧・過温破損 

(残留熱代替除去系を使用する場合) 

格納容器過圧・過温破損 

(残留熱代替除去系を使用しない場合) 

圧力 温度 圧力 温度 

ＳＡ事象発生

後の最大値 
約 427kPa[gage] 約 181℃※１ 約 659kPa[gage] 約 181℃※１ 

10-2年後 約 317kPa[gage] 約 131℃※２ 約 109kPa[gage] 約 144℃※３ 

２×10-1年後 約 372kPa[gage] 約 62℃※２ 約 26kPa[gage] 約 113℃※３ 

※１：原子炉格納容器バウンダリにかかる温度（壁面温度）

※２：サプレッション・チェンバの温度

※３：ドライウェル気相温度

・解析条件の相違

【東海第二】 

（東海第二の添付 8-3

表に対応）有効性評価

で用いる解析条件の

保守性の取り方によ

る相違 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 
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添付8.3図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における 

格納容器圧力の推移 

添付8.4図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用する

場合）における 

格納容器温度（気相部）の推移 

添付 8－3図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過 

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場 

  合）」における格納容器圧力の推移 

添付 8－4図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過 

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用する場 

合）」における格納容器雰囲気温度の推移 

添付 8.3図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器圧力の推移 

添付 8.4図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器温度（気相部）の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 
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添付8.5図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しな

い場合）における 

格納容器圧力の推移 

添付8.6図 格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しな

い場合）における 

格納容器温度（気相部）の推移 

添付 8－5図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（代替循環冷却を使用できない場合）」における格納容

器圧力の推移 

添付 8－6図 「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過 

圧・過温破損）（代替循環冷却系を使用できない 

場合）」における格納容器雰囲気温度の推移 

添付 8.5図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器圧力の推移 

添付 8.6図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器温度（気相部）の推移 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

・解析結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 
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添付 8.7図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器圧力の推移（長期間解析） 

 

 

 

添付 8.8図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

する場合）における格納容器温度（気相部）の推移（長期間解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，長期間

の解析図についても

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，長期間

の解析図についても

記載 
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添付 8.9図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器圧力の推移（長期間解析） 

 

 

 

添付 8.10図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）における格納容器温度（気相部）の推移（長期間解

析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，長期間

の解析図についても

記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，長期間

の解析図についても

記載 
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（4） ＳＡ時の耐震評価で用いるＲＰＶ及びＰＣＶの圧力・温度

条件について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 重大事故等時の耐震評価で用いる原子炉冷却材圧力バウン

ダリ及び格納容器の圧力・温度評価のための解析条件につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付 8.11図 格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用

しない場合）において，可搬型格納容器除熱系に切り替えた場合

の格納容器温度の推移 

 

 

 

(4) 地震応答解析モデルの水位条件等について 

 

 

重大事故時の耐震評価において考慮する，地震応答解析モデル

の水位条件等の考え方を以下に示す。 

ＲＰＶでは，耐震評価上，重心位置が高い方が地震時の荷重が

大きくなる傾向があることから，重大事故時における原子炉圧力

容器の水位及び燃料状態としては，冷却材喪失や燃料破損等の状

態を考慮せず，ＤＢ時の地震応答解析モデルに考慮されている諸

元を適用する。 

ＰＣＶでは，耐震評価上，水位が高い方が地震時の荷重が大き

くなる傾向があることから，ＳＡ発生後 10－２年以上 2×10－１年未

満の期間に組み合わせる水位条件としては，事象初期の不確かさ

等を考慮して，有効性評価結果の最大値を包絡するサプレッショ

ン・プール水位（約 5.05m）を用いる。また，ＳＡ発生後，外部

水源を用いた注水等によりサプレッション・プール水位が一度上

昇すると，長期的にも水位が低下しない可能性があることから，

ＳＡ発生後 2×10－１年以降において組み合わせるサプレッショ

ン・プール水位としても上記の水位（約 5.05m）を用いる。 

原子炉建物の剛性については，コンクリート温度が 100℃を超

える高温環境になった場合，コンクリート水分逸散による剛性低

下が考えられるため，重大事故時の格納容器温度を考慮し，原子

炉建物の剛性を低下させた場合の影響を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は，長期間

の解析図についても

記載 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

PCV の水位条件等の

設定方針を記載 
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前述のとおり，重大事故等対処施設の耐震評価で用いるＲＰＶ

及びＰＣＶの圧力・温度は高い方が耐震評価は厳しくなる。この

ため，耐震評価における重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰ

Ｖ及びＰＣＶの圧力・温度条件については，有効性評価で考慮す

る全ての事故シーケンスのうち，最も厳しくなる事故シーケンス

の圧力及び温度を選定することとした。 

 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせるＲＰＶ及

びＰＣＶの圧力・温度条件の考え方を添付8.3表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前述のとおり，重大事故等対処施設の耐震評価で用いる原子炉

冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の圧力・温度は高い方が耐震

評価は厳しくなる。このため，耐震評価における重大事故時の地

震力と組み合わせる原子炉冷却材圧力バウンダリ及び格納容器の

圧力・温度条件については，有効性評価で考慮する全ての事故シ

ーケンスのうち，最も厳しくなる事故シーケンスの圧力及び温度

（壁面温度）を選定することとした。 

耐震評価に用いる重大事故時の地震力と組み合わせる原子炉冷

却材圧力バウンダリ及び格納容器の圧力・温度評価のための解析

条件の考え方を添付 8.3表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故時を考慮した地震応答解析モデルにおける水位条件等

の考え方を添付 8.5表に示す。また，重大事故時のサプレッショ

ン・プールの水位と耐震評価に用いる水位との関係を添付 8.12図

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉では，ＲＰ

Ｖ及びＰＣＶの水位

条件を記載 
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添付8.3表 重大事故等対処施設の耐震評価で用いる圧力及び温度

条件の考え方 

 

添付 8－3表 重大事故等対処施設の耐震評価で用いる圧力及び 

温度条件の考え方 

 

 ・解析条件の相違 

【東海第二】 

 （島根 2 号炉の添付

8.1表及び添付 8.3表

に対応）有効性評価で

用いる解析条件の保

守性の取り方による

相違 
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  添付 8.5表 重大事故時を考慮した地震応答解析モデルの水位条

件等の考え方 

 条件 
事故シーケンスと 

選定の考え方 
条件設定の考え方 

ＲＰＶ 水位 

（質量） 

全事故シーケンス 

（重心位置が高くなる

ように水位等を選定） 

重大事故時の原子炉圧力容器のモデル化におい

ては，耐震評価上，重心位置が高い方が地震時

の荷重が大きくなる傾向があることから，重大

事故時における原子炉圧力容器の水位及び燃料

状態としては，冷却材喪失や燃料破損等の状態

を考慮せず，ＤＢ時の地震応答解析モデルに考

慮されている諸元を適用する。 

ＰＣＶ 水位 

（質量） 

格納容器過圧・過温破

損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器水位が

最も厳しくなる事故シ

ーケンスを選定） 

重大事故時の原子炉格納容器のモデル化におい

ては，耐震評価上，水位が高い方が地震時の荷

重が大きくなる傾向があることから，重大事故

時におけるサプレッション・プール水位として

は，以下の事故シーケンスを考慮し，ダウンカ

マ取付け部下端位置（約 5.05m）を用いる。 

・格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去

系を使用しない場合）（２Pd に到達する

までに操作を実施しなかった場合（大破断

ＬＯＣＡ発生時））で約 5.03m 

 

重大事故時におけるドライウェルの水位として

は，ドライウェル床面＋約１m（ベント開口下端

位置）の水位が形成されることの影響を検討す

る。 

原子炉 

建物 

（原子

炉本体

の基礎

を 含

む） 

剛性 格納容器過圧・過温破

損 

（全事故シーケンスの

うち，格納容器温度が

最も厳しくなる事故シ

ーケンスを選定） 

コンクリート温度が 100℃を超える高温環境に

なった場合，コンクリート水分逸散による剛性

低下が考えられるため，重大事故時の格納容器

温度を考慮し，原子炉建物の剛性を低下させた

場合の影響を検討する。 

なお，原子炉本体の基礎のコンクリートが鋼板

で覆われているため，影響が小さいと考えられ

るが，念のため，格納容器温度を考慮し，原子

炉本体の基礎の剛性を低下させる。 

 

 

添付 8.12図 重大事故時のサプレッション・プール水位と耐震評

価に用いる水位との関係 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サプレッション・プール水位

水位 水量 位置 事故シーケンス等

約4,580m3
ダウンカマ取付け
部下端位置

SAの耐震評価(Ss，Sd)に用いる水位※1

DBの耐震評価(Ss，Sd)に用いる水位※2

約4,550m3 ―
格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用しない場合
（不確かさケース：２Pdに到達）

約4,410m3
真空破壊弁下端位
置 －0.4m

格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用しない場合
（ベースケース）

約3,390m3 ―
格納容器過圧・過温破損
残留熱代替除去系を使用する場合

約3,010m3
通常運転範囲の上
限値（H.W.L）

―

※1 SA時の耐震評価にてSsと組み合わせるサプレッション・プール水位を約４mから約5.05mに変更
※2 SA時と同様にDB時の耐震評価に用いるサプレッション・プール水位を約3.7mから約5.05mに変更

サプレッション・プール水位とSA時の耐震評価に用いる水位

約5.05m

約5.03m

約4.9m

約４m

約3.7m
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別紙1 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価フロー 

 

別紙 1 

解析コード及び解析条件の不確かさ影響評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 

解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６因子に分解した要因分析※１ 

解析条件（操作条件） 

解析条件（操作条件）の不確かさ 

 
評価項目となるパラメータ 

に対して余裕が大きくなる 

方向か？※２ 

評価項目となるパラメータ 

に与える影響 

解析条件（初期条件，事故条 

件及び機器条件）の不確かさ 

解析コードにおける 

重要現象の不確かさ 

運転員等操作時間 
に与える影響 

訓練実績等 

 
定量的な方法により影響が無

いことを容易に判断 

できるか？※２ 

 解析条件のうち操作条件か？ 

感度解析により影響を確認 
操作開始時間の遅れを考慮した

条件を設定し感度解析を実施 

操作遅れ等を考慮した 

時間余裕の把握 

 
操作時間余裕は概ね 

１時間以上か？ 

 

定量的な方法により影響が無

いことを容易に判断 

できるか？ 

定性的な考察により 

影響を確認する 

解析結果等を用いて，

影響の程度を確認する 

比較 

Yes 

Yes 

Yes Yes 

Yes 

No 

No 

No 

No 

No 

 

解析上の操作時間 

解析条件(初期条件，事故条件)の不確かさの場合 

① 最確条件※３が解析条件に包含されるもの 

⇒定性的に影響が無いことを確認 

※３ プラントパラメー
タの最確条件には実測
値（実績値）を，機器
の最確条件には設計値
を用いる 

解析結果 

最確条件 

※１ 操作の不確かさの要因を以下の 

  ６因子に分解して運転員等操作時間に 

与える影響を分析 

  ・認知 

  ・要員配置 

  ・移動 

  ・操作所要時間 

  ・他の並列操作有無 

  ・操作の確実さ 
 

定性的な考察により 

影響を確認する 

解析結果等を用いて，

影響の程度を確認する 

解析コードにおける重要現象の不確かさの場合 解析条件(操作条件)の不確かさの場合 

※２ 評価項目となるパラメータに対する影響評価の考え方 

① 真値が解析結果に包含されるもの 

⇒定性的に影響が無いことを確認 

② 真値が解析結果に包含されないもの 

⇒定量的に影響を確認又は 

感度解析にて影響を確認 

① 解析上の操作時間の余裕があるもの 

⇒定性的に影響が無いことを確認 

② 解析上の操作時間の余裕がないもの 

⇒定量的に影響を確認 

又は感度解析にて影響を確認 

② 最確条件が解析条件に対して正負の値を 

取るもの 

⇒厳しい側において定量的に影響を確認 

又は感度解析にて影響を確認 

真値 

解析結果 

解析結果 

真値 

最確条件 
実際の操作時間 

解析上の操作時間 

実際の操作時間 

解析条件 

別紙１ 解析コード及び解析条件の不確かさの影響評価フロー 
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別紙2 

 

別紙 2 

 

別紙２ 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
1/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
1／

6）
 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
１
／
５
）

 

39-215



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉  備考 

  
 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
)（

2/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

2／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
２
／
５
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

3/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

3／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
３
／
５
）
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 ・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停

止
機
能
喪
失
）
（

4／
6）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
4/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

5／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
４
／
５
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

5/
5）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（

6／
6）

 

主
要
解
析
条
件
（
原
子
炉
停
止
機
能
喪
失
）
（
５
／
５
）
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別紙3 

 

別紙3 

 

別紙３ 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

1／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合

)（
1／

4）
 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負

荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
１
／
４
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

2／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格

納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
)（

2／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
２
／
４
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
)（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的

負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す

る
場
合
）
（
３
／
４
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
）（

4／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
す
る
場
合
)（

4／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
す
る
場
合
）
（
４
／
４
）
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別紙4 

 

別紙 4 

 

別紙４ 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

1／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（

1／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（

雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
１
／
４
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

2／
4）

 

主
要

解
析

条
件

（
雰

囲
気

圧
力

・
温

度
に

よ
る

静
的

負
荷

（
格

納
容

器
過

圧
・

過
温

破
損

）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（
2／

4）
 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過

圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
２
／
４
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気

圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（

3／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
３
／
４
）
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・解析条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

詳細な相違内容は，有

効性評価比較表に記

載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）（

代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（

4／
4）

 

主
要
解
析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
代
替
循
環
冷
却
系
を
使
用
で
き
な
い
場
合
）
（

4／
4）

 

主
要
解

析
条
件
（
雰
囲
気
圧
力
・
温
度
に
よ
る
静
的
負
荷
（
格
納
容
器
過
圧
・
過
温
破
損
）
）
 

（
残
留
熱
代
替
除
去
系
を
使
用
し
な
い
場
合
）
（
４
／
４
）
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添付資料－9.ＡＢＷＲにおける運転状態Ⅴ(LL)の適切性について 

 

（１）はじめに 

ＳＡ施設は，ＤＢを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を

講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳ

に加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴを新たに定義

している。さらに重大事故等の状態が設計基準事故を超える更に

厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ⅴ(S)とし，一連の過渡状態を除き，

ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態とし

て運転状態Ⅴ(L)，Ⅴ(L)より更に長期的に荷重が作用している状

態を運転状態Ⅴ(LL)として定義している。ここでは，ＡＢＷＲに

おいて新たに定義した運転状態Ⅴ(LL)の適切性について示す。 

 

（２）ＡＢＷＲにおける格納容器除熱評価 

添付9.1表に格納容器過圧・過温破損シナリオ（代替循環冷却系を

使用する場合）における格納容器圧力・温度の推移を示す。添付

9.1表に示すとおり，事故後長期においても格納容器圧力は炉心損

傷に伴い発生した非凝縮性ガスによる影響が支配的となる格納容

器圧力まで低下可能であるものの，格納容器温度は後述（３）に

示すＡＢＷＲの格納容器の特性により,海水温度を設計温度であ

る30℃とした場合には，格納容器温度はＤＢ耐震条件35℃（通常

運転状態）まで低下しない。 

 

添付9.1表 格納容器過圧・過温破損シナリオ（代替循環冷却系を

使用する場合）における格納容器圧力・温度の推移 

 

添付資料-9 

東海第二発電所における運転状態Ｖ(LL)の適切性について 

 

(1) はじめに 

ＳＡ施設は，ＤＢを超え、ＳＡが発生した場合に必要な措置を

講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳ

に加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ｖを新たに定義

している。さらに重大事故等の状態が設計基準事故を超える更に

厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ｖ(S)とし，一連の過渡状態を除き，

ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態とし

て運転状態Ｖ(L)，Ｖ(L)より更に長期的に荷重が作用している状

態を運転状態Ｖ(LL)として定義している。ここでは，東海第二発

電所において新たに定義した運転状態Ｖ(LL)の適切性について示

す。 

(2) 東海第二発電所における格納容器除熱評価 

添付 9－1 表に雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）における格納容

器圧力・温度の推移を示す。添付 9－1 表に示す事象発生後 2×10

－１年（73日後）の格納容器圧力及び温度のとおり，事故後長期に 

おいても格納容器圧力及び温度は安定した状態を維持する。 

 

 

 

 

添付 9－1 表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（代替循環冷却系を使用できない場合）

における格納容器圧力・温度の推移 

 

添付資料９ 

島根原子力発電所２号炉における運転状態Ⅴ（LL）の適切性につ

いて 

(1) はじめに 

ＳＡ施設は，ＤＢを超え，ＳＡが発生した場合に必要な措置を

講じるための施設であることから，運転状態として従来のⅠ～Ⅳ

に加え，ＳＡの発生している状態として運転状態Ⅴを新たに定義

している。さらに重大事故等の状態が設計基準事故を超える更に

厳しい状態であることを踏まえ，事象発生直後の短期的に荷重が

作用している状態を運転状態Ⅴ（S）とし，一連の過渡状態を除き，

ある程度落ち着いた状態を長期的に荷重が作用している状態とし

て運転状態Ⅴ（L），Ⅴ（L）より更に長期的に荷重が作用している

状態を運転状態Ⅴ（LL）として定義している。ここでは，島根原

子力発電所２号炉において新たに定義した運転状態Ⅴ（LL）の適

切性について示す。 

(2) 島根原子力発電所２号炉における格納容器除熱評価 

添付 9.1 表に雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）における格納容器

圧力・温度の推移を示す。添付 9.1 表に示すとおり，事故後長期

においても格納容器圧力は炉心損傷に伴い発生した非凝縮性ガス

による影響が支配的となる格納容器圧力まで低下可能であるもの

の，格納容器温度は後述(3)に示すＢＷＲの格納容器の特性によ

り，海水温度を設計温度である 30℃とした場合には，格納容器温

度はＤＢ耐震条件 35℃（通常運転状態）まで低下しない。 

 

添付 9.1表 雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）（残留熱代替除去系を使用する場合）における格納容器

圧力・温度の推移 

項目 10-2年後（約 3.5日後） 
２×10-1年後（約 70

日後） 

ＤＢ耐震条件 

（Ｓｓ） 

ドライウェル圧力 約 317kPa[gage] 約 372kPa[gage] 
大気圧相当 

（+14kPa） 
サプレッション・

チェンバ圧力 

約 308 kPa[gage] 約 358 kPa[gage] 

ドライウェル気相

温度 

約 110℃ 約 48℃ 
57℃ 

サプレッション・

チェンバ気相温度 

約 131℃ 約 62℃ 

35℃ 
サプレッション・

チェンバ水温度 

約 127℃ 約 57℃ 

サプレッション・

チェンバ水位 

約 3.9m 約 3.8m 
HWL（3.66m） 

（海水温度は設計温度である 30℃を条件とする） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

設備，運用，解析条件

等の違いによる相違 
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（３） ＡＢＷＲの格納容器の特性について 

(２)において，事故後長期においてもＡＢＷＲの格納容器温度

は通常運転温度まで低下しないことを示したが，これはＡＢＷＲ

の格納容器の特性に起因するものである。以下にＰＷＲと比較し

た当社ＡＢＷＲの格納容器の特性を示す。 

・ＡＢＷＲでは格納容器下部ドライウェルに熱の蓄積場所として

のサプレッション・プールが存在しており,その水温はＰＣＶ評

価において考慮されている。このような大規模なプールがない

ＰＷＲとは状況が異なる 

・ＡＢＷＲではＥＣＣＳが機能喪失する前提では，原子炉への注

水及び格納容器スプレイに外部水源（復水貯蔵槽）を使用する。

これにより通常運転時よりサプレッション・プール水位が高く

なることから，これを荷重条件として考慮した場合の影響を確

認する必要がある 

 

上記より，ＡＢＷＲでは格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲ(伊方

３号)とは異なり運転状態Ⅴ(LL)のような更に長期的に荷重が作

用している状態を定義し，格納容器内の条件（温度，圧力，水位

上昇）による影響を確認する必要がある。 

なお，長期安定状態におけるＡＢＷＲとＰＷＲ(伊方３号)の格

納容器除熱手段は，添付9.2表であり，同等の除熱設備を有してい

る。 

 

添付9.2表 長期安定状態におけるＡＢＷＲとＰＷＲ（伊方３号）

の格納容器除熱手段 

 

 

（４）現実的な格納容器除熱評価 

上記（２）（３）で述べたとおり,ＡＢＷＲの格納容器の特性によ

り海水温度を設計値である30℃として評価した場合には，格納容

器温度をＤＢ耐震条件35℃（通常運転状態）まで低下させること

は難しいが，実測値に基づく海水温度を用いた場合の格納容器圧

力・温度の推移を添付9.3表に示す。添付9.3表に示すとおり，事 

(3) ＢＷＲの格納容器の特性について 

(2)において，事故後長期においても格納容器温度は通常運転温

度まで低下しないことを示したが，これはＢＷＲの格納容器の特

性に起因するものである。以下にＰＷＲと比較したＢＷＲの格納

容器の特性を示す。 

・ＢＷＲでは格納容器底部に熱の蓄積場所としてのサプレッショ 

ン・プールが存在しており，その水温は格納容器の挙動評価に 

おいて考慮されている。このような大規模なプールがないＰＷ 

Ｒとは状況が異なる 

・ＢＷＲにおいて，ＥＣＣＳが機能喪失する前提では，原子炉へ

の注水及び格納容器スプレイに外部水源(代替淡水貯槽)を使用

する。これにより通常運転時よりサプレッション・プール水位

が高くなることから，これを荷重条件として考慮した場合の影

響を確認する必要がある 

 

上記より，東海第二発電所ではその特徴を踏まえ，ＰＷＲ(伊方

３号)とは異なり運転状態Ｖ(LL)のような更に長期的に荷重が作

用している状態を定義し，格納容器内の条件(温度，圧力，水位上

昇)による影響を確認する必要がある。 

なお，長期安定状態における東海第二発電所とＰＷＲ(伊方３

号)の格納容器除熱手段は，添付 9－2表であり，同等の除熱設備

を有している。 

 

添付 9－2表 長期安定状態における東海第二発電所とＰＷＲ(伊

方３号)の格納容器除熱手段 

 

 

 

(3) ＢＷＲの格納容器の特性について 

(2)において，事故後長期においてもＢＷＲの格納容器温度は通

常温度まで低下しないことを示したが，これはＢＷＲの格納容器

の特性に起因するものである。以下にＰＷＲと比較したＢＷＲの

格納容器の特性を示す。 

・ＢＷＲの格納容器には，熱の蓄積場所としてサプレッション・

プールが存在しており，その水温はＰＣＶ評価において考慮さ

れている。このような大規模なプールがないＰＷＲとは状況が

異なる。 

・ＢＷＲではＥＣＣＳが機能喪失する前提では，原子炉への注水

及び格納容器スプレイに外部水源（低圧原子炉代替注水槽等）

を使用する。これにより通常運転時よりサプレッション・チェ

ンバ水位が高くなることから，これを荷重条件として考慮した

場合の影響を確認する必要がある。 

 

上記より，ＢＷＲでは格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲとは異

なり運転状態Ⅴ（LL）のような更に長期的に荷重が作用している

状態を定義し，格納容器内の条件（温度，圧力，水位）による影

響を確認する必要がある。 

なお，長期安定状態における島根原子力発電所２号炉とＰＷＲ

（伊方３号炉）の格納容器除熱手段は，添付 9.2 表であり，同等

の除熱設備を有している。 

 

添付 9.2表 長期安定状態におけるＢＷＲとＰＷＲ（伊方３号炉）

の格納容器除熱手段 

ＢＷＲ 

（島根２号

炉） 

残留熱除去系 

（原子炉補機冷却系） 

残留熱除去系 

（原子炉補機代替冷却系） 

残留熱代替除去系 

（原子炉補機代替冷却系） 

格納容器フィルタ

ベント系 

ＰＷＲ 

（伊方３号

炉） 

余熱除去系 

（余熱除去

冷却器） 

格納容器スプレ

イ再循環 

（格納容器スプ

レイ冷却器） 

仮設格納容器スプレイ再循

環 

（除熱除去冷却器，使用済燃

料ピット冷却器） 

格納容器再循環ユ

ニットによる自然

循環冷却 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

・評価方針の相違 

【柏崎 6/7】 

現実的な格納容器除

熱評価については，海

水温度を実測値に基

づき感度評価を実施 
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象開始後7日後からRHR1系列による格納容器除熱を追加し，実測値

に基づく海水温度を用いた場合には，格納容器温度をＤＢ耐震条

件35℃（通常運転状態）まで低下させることが可能となる。しか

しながら，通常運転時よりサプレッション・プール水位が高くな

ることから，安全性確保の観点からこれを荷重条件として考慮し，

荷重組合せに運転状態Ⅴ(LL)の考え方を適用して影響を確認す

る。 

 

添付9.3表 実測値に基づく海水温度を用いた場合の格納容器圧

力・温度の推移 

 

※1：海水温度は10年間の観測記録の平均値である約17℃，最小値

である約3℃，最大値である約33℃を用いて評価している。 

※2：有効性評価ではRHR系によるサプレッション・チェンバへの 

スプレイを模擬していないため，サプレッション・チェンバ 

気相温度はサプレッション・プール水温度より低下していな 

いが，現実的な操作では，サプレッション・チェンバへのス 

プレイにて，サプレッション・プール水温度付近まで低下す 

るものと考えられる。 

 

 

  し，格納容器温度をＤＢ

条件相当まで低下させ

ることが可能かどうか

を評価したものであり，

荷重条件が緩和される

評価結果となり，荷重条

件への影響はないこと

から，島根２号炉は記載

していない 
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(５) まとめ 

ＡＢＷＲはその格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲ(伊方３号)と

は異なる運転状態Ⅴ(LL)のような更に長期的に荷重が作用してい

る状態を定義する必要があり，ＳＡ時の運転状態Ⅴ(LL)の格納容

器内の条件（温度，圧力，水位上昇）による影響を確認すること

が適切であると考える。 

(4)まとめ 

東海第二発電所はその格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷＲ（伊方 3

号）とは異なる運転状態Ｖ(LL)のような更に長期的に荷重が作用

している状態を定義する必要があり，ＳＡ時の運転状態Ｖ(LL)の

格納容器内の条件（温度，圧力，水位上昇）による影響を確認す

ることが適切であると考える。 

(4) まとめ 

島根原子力発電所２号炉はその格納容器の特徴を踏まえ，ＰＷ

Ｒ（伊方３号炉）とは異なる運転状態Ⅴ（LL）のような更に長期

的に荷重が作用している状態を定義する必要があり，ＳＡ時の運

転状態Ⅴ（LL）の格納容器内の条件（温度，圧力，水位上昇）に

よる影響を確認することが適切であると考える。 
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添付資料－10.荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及び

その荷重条件の保守性について 

 

（１）はじめに 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，格納

容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣＡ+ＥＣＣＳ機能喪失

+ＳＢＯ」を荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定し,

荷重条件を設定している。 

 

ここでは，当該シナリオを荷重条件として組み合わせることの

適切性及びその荷重条件の保守性について示す。 

 

（２）荷重条件として組み合わせるシナリオの選定について 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重

条件は以下の二つのシナリオのうち,①格納容器過圧・過温破損シ

ナリオ「大破断ＬＯＣＡ+ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」を荷重条件

として組み合わせるシナリオとして選定している。 

 

① 格納容器過圧・過温破損シナリオ：「大破断ＬＯＣＡ+ＥＣＣＳ

機能喪失+ＳＢＯ」 

② ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードの評価シナリオ：「過渡事

象+ＥＣＣＳ機能喪失+（ＳＡ炉心注水無し）」 

 

 

②のシナリオは,ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードを評価す

るため，重大事故等防止対策による原子炉注水は実施しないもの

として評価しており，本来は高圧代替注水系又は低圧代替注水系

による原子炉注水により炉心損傷の回避が可能なシナリオであ

る。また，原子炉注水の失敗によって炉心損傷までは事象が進展

する前提とし，これに①のシナリオ（格納容器過圧・過温破損シ

ナリオ）同様に,ＳＢＯが重畳するものとした場合においても，事

象発生から70分までに電源復旧及び低圧代替注水系による原子炉

注水を開始することで，下部プレナムへのリロケーション※１を回

避可能である。 

 

 

 

添付資料－10 

荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及び 

その荷重条件の保守性について 

 

(1) はじめに 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリ

オ「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」を

荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定し,荷重条件を

設定している。 

ここでは，当該シナリオを荷重条件として組み合わせることの

適切性及びその荷重条件の保守性について示す。 

 

(2) 荷重条件として組み合わせるシナリオの選定について 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重

条件は以下の二つのシナリオのうち,①雰囲気圧力・温度による静

的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリオ「大破断ＬＯＣＡ＋

高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」を荷重条件として組み合

わせるシナリオとして選定している。 

①雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗」 

② ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードの評価シナリオ 

「過渡事象＋高圧炉心冷却失敗＋低圧炉心冷却失敗＋損

傷炉心冷却失敗」 

 

②のシナリオは,ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードを評価す

るため，重大事故等対処設備による原子炉注水は実施しない想定

として評価しており，本来は高圧代替注水系又は低圧代替注水系

（常設）による原子炉注水により炉心損傷の回避が可能なシナリ

オである。なお，原子炉注水の失敗によって炉心損傷までは事象

が進展する前提とした場合においても，事象発生から 2 時間まで

に低圧代替注水系（常設）による原子炉注水を開始することで，

下部プレナムへのリロケーションを回避可能である。 

 

 

 

 

 

添付資料１０ 

荷重条件として組み合わせるシナリオの選定及びその荷重条件の

保守性について 

 

(1) はじめに 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」について，雰囲

気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリ

オ「冷却材喪失（大破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全

交流動力電源喪失」を荷重条件として組み合わせるシナリオとし

て選定し，荷重条件を設定している。 

ここでは，当該シナリオを荷重条件として組み合わせることの

適切性及びその荷重条件の保守性について示す。 

 

(2) 荷重条件として組み合わせるシナリオの選定について 

「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対して，荷重

条件は以下の２つのシナリオのうち，①雰囲気圧力・温度による

静的負荷（格納容器過圧・過温破損）シナリオ「冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」

を荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定している。 

① 格納容器過圧・過温破損シナリオ：「冷却材喪失（大破断ＬＯ

ＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」 

② ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードの評価シナリオ：「過渡事

象＋高圧炉心冷却失敗＋原子炉減圧失敗＋炉心損傷後の原子炉

減圧失敗＋原子炉注水失敗＋ＤＣＨ発生」 

 

②のシナリオは，ＲＰＶ破損後の格納容器破損モードを評価す

るため，重大事故等対処設備による原子炉注水は実施しないもの

として評価しており，本来は高圧原子炉代替注水系又は低圧原子

炉代替注水系（常設）による原子炉注水により炉心損傷の回避が

可能なシナリオである。また，原子炉注水の失敗によって炉心損

傷までは事象が進展する前提とした場合においても，事象発生か

ら 60 分までに電源復旧及び低圧原子炉代替注水系（常設）によ

る原子炉注水を開始することで，下部プレナムへのリロケーショ

ン※１を回避可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

リロケーション防止

可能な操作開始時間

を設定しており，設

備，運用の差異により

異なる 
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また,炉心損傷頻度及び低圧代替注水系による下部プレナムへ

の炉心のリロケーション回避の失敗確率と，荷重の組合せにおい

て用いた考え方を適用すると，添付10.1表に示すとおり保守性を

考慮しても10-8/炉年未満となり,荷重の組合せの判断目安を下回

る。 

上記より,「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対し

て，荷重条件は格納容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣ

Ａ+ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」を選定することが適切である。 

 

※1：内部事象レベル1.5PRAにおいて設定しているIVR失敗確率は，

炉心が下部プレナムへ移行した後からの原子炉注水による

IVRに失敗する確率として設定したもの。 

添付10.1表 ＲＰＶ破損発生と地震動が重畳する頻度 

 

※1：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標につ

いて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏まえ，

重大事故等の発生確率として10-4/炉年とした。柏崎刈羽原子

力発電所6号及び7号炉の炉心損傷頻度は10-4/炉年よりも十分

に小さいものと評価しており，この値の使用は保守的と考え

る。 

※2：事象発生後，低圧代替注水系により下部プレナムへの炉心の

リロケーションを回避可能な時間余裕のうちに，低圧代替注

水系による原子炉注水の開始に失敗する確率。原子炉減圧，

電源復旧，低圧代替注水系運転等の失敗確率を組み合わせて

算出。 

※3：JEAG4601-1984に記載されている地震動の発生確率S2，S1の発

生確率をSs，Sdに読み換えた。 

 

 

 

 

 

また,炉心損傷頻度及び低圧代替注水系（常設）による下部プレ

ナムへの炉心のリロケーション回避の失敗確率と，荷重の組合せ

において用いた考え方を適用すると，添付 10－1 表に示すとおり

10－８／炉年未満となり,荷重の組合せの判断目安を下回る。 

 

上記より,「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対し

て，荷重条件は雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・

過温破損）シナリオ「大破断ＬＯＣＡ＋高圧炉心冷却失敗＋低圧

炉心冷却失敗」を選定することが適切である。 

 

 

 

添付 10－1表 ＲＰＶ破損発生と地震動が重畳する頻度 

 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に 

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏 

まえ，重大事故等の発生確率として 10－４／炉年とした。東 

海第二発電所の炉心損傷頻度は 10－４／炉年よりも十分に 

小さいものと評価しており，この値の使用は保守的と考え 

る。 

※２：事象発生後，低圧代替注水系（常設）により下部プレナム

への炉心のリロケーションを回避可能な時間余裕のうち

に，低圧代替注水系（常設）による原子炉注水の開始に失

敗する確率。原子炉減圧，電源復旧，低圧代替注水系（常

設）運転等の失敗確率を組み合わせて算出。 

※３：JEAG4601-1984 に記載されている地震動の発生確率Ｓ２，Ｓ 

１の発生確率をＳＳ，Ｓｄに読み替えた。 

※４：弾性設計用地震動Ｓｄを考慮する場合，荷重の組合せの対象

期間は事象発生 1 年以降であり，その時点では格納容器圧

力・温度は十分低下している。基準地震動ＳＳを考慮する場

合は，荷重の組合せの対象期間は 20年以降とさらに長期と

なる。 

また，炉心損傷頻度及び低圧原子炉代替注水系による下部プレ

ナムへの炉心のリロケーション回避の失敗確率と，荷重の組合せ

において用いた考え方を適用すると，添付 10.1 表に示すとおり

保守性を考慮しても 10-8 /炉年未満となり，荷重の組合せの判断目

安を下回る。 

上記より，「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」に対し

て，荷重条件は格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」

を選定することが適切である。 

※１：内部事象レベル 1.5ＰＲＡにおいても，炉心損傷後の原子

炉注水によって下部プレナムへのリロケーションを回避可

能な事故シーケンスを評価している。 

添付 10.1表 ＲＰＶ破損発生と地震動が重畳する頻度 

 

※１：原子力安全委員会「発電用軽水型原子炉施設の性能目標に

ついて」に記載されている炉心損傷頻度の性能目標値を踏ま

え，重大事故等の発生確率として 10-4 /炉年とした。島根原

子力発電所２号炉の炉心損傷頻度は 10-4 /炉年よりも十分に

小さいものと評価しており，この値の使用は保守的と考え

る。 

※２：事象発生後，低圧原子炉代替注水系により下部プレナムへ

の炉心のリロケーションを回避可能な時間余裕のうちに，低

圧原子炉代替注水系による原子炉注水の開始に失敗する確

率。原子炉減圧，電源復旧，低圧原子炉代替注水系運転等の

失敗確率を組み合わせて算出。 

※３：ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 に記載されている地震動の発

生確率 S2，S1 の発生確率をＳｓ，Ｓｄに読み替えた。 

※４：弾性設計用地震動Ｓｄを考慮する場合，荷重の組合せの対象

期間は事象発生 1 年以降であり，その時点では格納容器圧

力・温度は十分低下している。基準地震動ＳＳを考慮する場

合は，荷重の組合せの対象期間は 20 年以降とさらに長期と

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，レベル

1.5ＰＲＡで溶融炉心が

下部プレナムへ移行し

た後の IVR に期待して

いない 
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（３）荷重条件の保守性について 

運転状態Ⅴ（L）,Ⅴ(LL)に用いる荷重条件は,本文5.2.2(4) a.

に示すように格納容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣＡ+

ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」の有効性評価結果を用いることとして

いる。 

運転状態Ⅴ（L）に用いる荷重条件は,本文5.2.2(4)b.に示すよ

うに格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却系を使用しない場合）

において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器スプレイ

流量が抑制できるなど，格納容器圧力逃がし装置の使用タイミン

グが遅くなる可能性があることから，事象発生後以降の最大とな

る荷重（有効性評価結果の最高圧力約0.62MPa・最高温度約168℃）

をＳｄと組み合わせることとしており,保守性を確保している。な

お,この荷重はＣＵＷボトムドレン配管破断シナリオ（約0.45MPa）

及びＲＰＶ破損後のシナリオ（約0.48MPa）の3日後（10-2年後）に

おける荷重を包絡している。 

運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重条件は,本文5.2.2(4)b.に示すよ

うに除熱能力の観点から格納容器過圧・過温破損（代替循環冷却

系を使用する場合）を参照している。さらに有効性評価では,格納

容器圧力に対して厳しい条件となるよう,格納容器漏えい率は考

慮しておらず,添付10.2表に示すとおり運転状態Ⅴ（LL）のような

長期間の圧力・温度挙動では,この格納容器漏えい率の考慮の有無

の影響は大きく，十分な保守性を確保している。 

長期的に安定状態を維持するにあたり，原子炉格納容器が隔離

されている又は隔離した場合，水-放射線分解により発生する可燃

性ガスの濃度制御が必要となる。この濃度制御は，事故後7日以降

において，可燃性ガス濃度制御系の復旧により，格納容器内の酸

素／水素を再結合することにより，可燃限界濃度に到達すること

なく長期安定停止状態を維持することが可能となる。仮に可燃性

ガス濃度制御系の復旧に期待できない場合，原子炉格納容器内の

酸素濃度監視により，酸素濃度が5％に至る前に排気（ベント）す

る運用としている。このとき，ベント弁の開度を調整することに

より，徐々に格納容器圧力を低下させ，かつ，原子炉格納容器が

負圧となることを防止するための措置として，窒素注入を継続し，

長期的な安定状態を維持する。この長期解析について，格納容器

圧力及び格納容器温度の推移について，添付10.1図及び添付10.2

図に示す。2×10-1年後（60日後）の運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重

条件と排気（ベント）した場合の格納容器圧力・温度の比較にお

いては，添付10.3表に示すとおり，運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重

(3) 荷重条件の保守性について 

運転状態Ⅴ（L），Ⅴ（LL）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)a.

に示すように格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大

破断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」

の有効性評価結果を用いることとしている。 

運転状態Ⅴ（L）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)b.に示す

ように格納容器過圧・過温破損（残留熱代替除去系を使用しない

場合）において，格納容器圧力の上昇の速度が遅く，格納容器ス

プレイ流量が抑制できるなど，格納容器フィルタベント系の使用

タイミングが遅くなる可能性があることから，事象発生後以降の

最大となる荷重（有効性評価結果の最高圧力約 659kPa，最高温度

181℃）をＳｄと組み合わせることとしており，保守性を確保して

いる。なお，この荷重はＲＰＶ破損後のシナリオ（約 362kPa）の

10-2 年後（約 3.5 日後）における荷重を包絡している。 

 

運転状態Ⅴ（LL）に用いる荷重条件は，本文 5.2.2(4)b.に示す

ように除熱能力の観点から格納容器過圧・過温破損（残留熱代替

除去系を使用する場合）を参照している。さらに有効性評価では，

格納容器圧力に対して厳しい条件となるよう，格納容器漏えい率

は考慮しておらず，運転状態Ⅴ（LL）のような長期間の圧力・温

度挙動では，この格納容器漏えい率の考慮の有無の影響は大きく，

十分な保守性を確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

設備，運用，解析条件

等の違いによる相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

・記載方針の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，有効性

評価のベースケース

において窒素を注入

する解析としている

ため，記載していな

い。 
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条件は上述の運用を考慮した場合においても，十分な保守性を確

保している。なお，格納容器温度については，代替循環冷却系［排

気（ベント）した場合］はドライウェル温度が約78℃と，僅かな

がら排気（ベント）しない場合に比べて高いことから，この増分

を荷重条件の保守性として見込むこととする。 

 

 

添付10.1図 格納容器過圧・過温破損シナリオにおける長期解析 

格納容器圧力推移 

（代替循環冷却系を使用する場合［排気（ベント）した場合］） 

 

 

添付10.2図 格納容器過圧・過温破損シナリオにおける長期解析 

格納容器温度推移 

（代替循環冷却系を使用する場合［排気（ベント）した場合］） 
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添付10.2表 格納容器からの漏洩の有無による格納容器圧力・温度

の差異 

 

 

添付10.3 表 運転状態Ⅴ(LL)に用いる荷重条件と 

排気（ベント）した場合の格納容器圧力・温度の差異 

 

 

(４) まとめ 

上記(２)，(３)より「原子炉格納容器バウンダリを構成する設

備」について，格納容器過圧・過温破損シナリオ「大破断ＬＯＣ

Ａ+ＥＣＣＳ機能喪失+ＳＢＯ」を荷重条件として組み合わせるシ

ナリオとして選定することは適切であり,また,その荷重条件つい

ては保守性が確保されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) まとめ 

上記(2)，(3)より「原子炉格納容器バウンダリを構成する設備」

について，格納容器過圧・過温破損シナリオ「冷却材喪失（大破

断ＬＯＣＡ）＋ＥＣＣＳ注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」を

荷重条件として組み合わせるシナリオとして選定することは適切

であり，また，その荷重条件については保守性が確保されている。 
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参考資料 

〔参考１〕設置許可基準規則第39条及び解釈（抜粋） 

〔参考２〕設置許可基準規則第4条及び解釈 

〔参考３〕設置許可基準規則第4条解釈の別記2（抜粋） 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋） 

〔参考５〕JEAG4601（抜粋） 

〔参考６〕鉄筋コンクリート製原子炉格納容器 評価温度・圧力負

荷後の耐震性 

〔参考７〕ＤＢ施設を兼ねる主なＳＡ施設等のＤＢＡとＳＡの荷

重条件の比較 

〔参考８〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 

〔参考１〕設置許可基準規則第 39 条及び解釈（抜粋） 

〔参考２〕設置許可基準規則第４ 条及び解釈 7 

〔参考３〕設置許可基準規則第４ 条解釈の別記２（抜粋） 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋） 

〔参考５〕JEAG4601（抜粋） 

〔参考６〕原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

 

 

 

〔参考７〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

〔参考８〕重大事故等発生後の長期安定冷却手段について 

 

参考資料 

〔参考１〕設置許可基準規則第39条及び解釈（抜粋） 

〔参考２〕設置許可基準規則第４条及び解釈 

〔参考３〕設置許可基準規則第４条解釈の別記２（抜粋） 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋） 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋） 

〔参考６〕原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

 

〔参考７〕ＤＢ施設を兼ねる主なＳＡ施設等のＤＢＡとＳＡの荷

重条件の比較 

〔参考８〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

 

 

 

 

 

 

 

・構造・仕様の相違 

【柏崎 6/7】 

柏崎 6/7：鉄筋コンク

リート製，島根２号

炉：鋼製 
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参考１ 

〔参考１〕設置許可基準規則第 39条及び解釈（抜粋） 
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参考２ 

〔参考２〕設置許可基準規則第４条及び解釈 

 

 

 

・最新の規則及び解釈反

映による相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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参考３ 

〔参考３〕設置許可基準規則第４条解釈の別記２（抜粋）（１／２） 
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〔参考３〕設置許可基準規則第４条解釈の別記２（抜粋）（２／２） 
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〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（１／３） 

 

 

（参考４）耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（１／３） 

 

 

参考４ 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（１／２） 
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〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（２／３） 

 

（参考４）耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（２／３） 

 

〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（２／２） 
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〔参考４〕耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（３／３） 

 

（参考４）耐震設計に係る工認審査ガイド（抜粋）（３／３） 

 

 ・記載方針の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

4.2(2)の記載範囲につ

いては再掲となるた

め，島根２号炉では記

載していない。 
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〔参考５〕JEAG4601（抜粋）（１／７）(JEAG4601・補-1984 P.44,45) 

 

 

（参考５）JEAG4601(抜粋)（１／７）(JEAG4601・補1984 P44,P45) 

 

参考５ 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋）（１／７）（ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984 P.44,45） 
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〔参考５〕JEAG4601（抜粋）（２／７）(JEAG4601・補-1984 P.41) 

 

（参考５）JEAG4601(抜粋)（２／７）(JEAG4601・補1984 P41) 

 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋）（２／７）（ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984 P.41） 
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〔参考５〕JEAG4601（抜粋）（３／７）(JEAG4601・補-1984 P.48) 

 

 

（参考５）JEAG4601(抜粋)（３／７）(JEAG4601・補 1984 P48) 

 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋）（３／７）（ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984 P.48） 
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〔参考５〕JEAG4601（抜粋）（４／７）(JEAG4601・補-1984 P.49) 

 

 

（参考５）JEAG4601(抜粋)（４／７）(JEAG4601・補 1984 P49) 

 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋）（４／７）（ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984 P.49） 
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〔参考５〕JEAG4601（抜粋）（５／７）(JEAG4601・補-1984 P.78,79) 

 

 

（参考５）JEAG4601(抜粋)（５／７）(JEAG4601・補 1984 P78,P79) 

 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋）（５／７）（ＪＥＡＧ４６０

１・補－1984 P.78,79） 
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〔参考５〕JEAG4601（抜粋）（６／７）(JEAG4601-1987 P.377～

378) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考５）JEAG4601(抜粋)(６／７)(JEAG4601・補 1984 P377,P378) 

 

 

 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋）（６／７）（ＪＥＡＧ４６０

１－1987 P.377～378） 
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〔参考５〕JEAG4601（抜粋）（７／７）(JEAG4601-1987 P.427) 

 

 

 

 

 

 

（参考５）JEAG4601(抜粋)(７／７)(JEAG4601・補 1984 P427) 

 

〔参考５〕ＪＥＡＧ４６０１（抜粋）（７／７）（ＪＥＡＧ４６０

１－1987 P.427） 
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〔参考６〕鉄筋コンクリート製原子炉格納容器 評価温度・圧力負

荷後の耐震性 

 

1.検討方針 

5.2.3において，ＰＣＶバウンダリに対する重大事故と地震の

荷重条件についてＳＡ後長期(LL)に生じる荷重とＳｓによる地震

力，ＳＡ後長期(L)に生じる荷重とＳｄによる地震力と組み合わせ

ることとしているが，ここでは，鉄筋コンクリート製原子炉格納

容器(以下「ＲＣＣＶ」という。)に対して保守的な条件として限

界温度・圧力（200℃，0.62MPa）負荷によるＲＣＣＶへの影響を

確認するとともに，除荷後のＲＣＣＶの挙動を検討し，耐震性安

全性への影響を評価する。 

 

2. 検討結果 

2.1 ＲＣＣＶ躯体の耐震性に与える影響 

評価温度・圧力（200℃，0.62MPa）負荷の影響を確認すると共

に，その影響を踏まえた原子炉建屋の地震応答解析を実施し，評

価温度・圧力負荷によるＲＣＣＶの耐震安全性への影響を確認す

る。 

評価温度・圧力（200℃，0.62MPa）負荷時の影響検討の結果に

よれば，ＲＣＣＶを構成する鉄筋コンクリート部材（鉄筋及びコ

ンクリート）について，局所的な要素を除いて降伏ひずみを下回

っており，構造全体としては弾性範囲となっている。したがって，

温度及び圧力が抜けた段階では，ほぼ元の状態に戻るものと考え

られる。 

一方，コンクリートには，温度依存性があることから，ＲＣＣ

Ｖ内が高温環境となる影響について考慮する必要がある。以下で

は高温環境を経験することが耐震安全性評価に与える影響につい

て検討する。 

ＲＣＣＶ内部の温度を 200℃定常状態として，ＲＣＣＶ一般部

の鉄筋コンクリート躯体温度の断面平均を評価すると，おおむね

110℃となる。その状態における，ＲＣＣＶ一般部の躯体のコンク

リートの強度・剛性について，Eurocode2[1]に基づき評価した結

果を参考 6.1表に示す。これより，コンクリートの強度低下は無

視することができ，コンクリートの剛性低下のみを考慮すればよ

いことが分かる。 

 

 

（ 参考 6） 原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

 

 

1. 検討方針 

評価対象の各部位に対し， 評価温度・圧力（ 200℃ ， 2Pd）

負荷時に部材が弾性域又は塑性域のいずれにあるか，また，除荷

後に残留ひずみが生じるかを確認するとともに， 除荷後の挙動に

より，耐震性への影響を評価する。 

 

 

 

 

 

2. 検討結果 

残留ひずみの有無及び耐震性への影響有無については， 一次応

力のみ考慮する部位と一次＋二次応力を考慮する部位に分けて次

のとおり判断する。 

評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受けず二次

応力を考慮する必要がない場合は，一次応力が Sy を超えるか否

かで残留ひずみの有無を確認する。この場合， 一次応力が Sy 以

下の場合は，除荷後に残留ひずみは生じない（ 図 1， 0→ a→ 0） 。

Sy を超える場合は，除荷後に残留ひずみが生じる（ 図 1， 0→ a

→ b→ c） 。 

一次応力は与えられた荷重に対して決定する応力であるため， 

同じ荷重が作用した場合の発生応力は除荷後も同等であり，評価

温度・圧力負荷前と同じ弾性的挙動を示す(図 1， c→ b )。また， 

設計・建設規格の許容値は荷重を変形前の断面積で割った公称応

力を基に設定されているため（ 図 2），設計・建設規格の許容値

内であれば発生応力を算出する際に変形前の断面積を用いること

に問題ない。 

なお，材料に予めひずみが作用した場合について， 作用した予

ひずみ(～ 約 19 % )だけ応力－ ひずみ曲線をシフトしたものと， 

予ひずみが作用しない材料の応力－ ひずみ曲線がほぼ一致する

という知見[1]が得られており， 十分小さな残留ひずみであれば

発生応力に与える影響はないと言える。 

地震（ 許容応力状態ⅣAS） の一次応力の許容応力は，供用状

態Ｄの許容応力の制限内で同等であり，さらに評価温度・圧力負

参考６ 

〔参考６〕原子炉格納容器 評価温度・圧力負荷後の耐震性 

 

 

１. 検討方針 

評価対象の各部位に対し， 評価温度・圧力（ 200℃ ，２Ｐｄ）

負荷時に部材が弾性域又は塑性域のいずれにあるか，また，除荷

後の残留ひずみの有無及び除荷後の挙動の確認により耐震性への

影響を評価する。 

 

 

 

 

 

２. 検討結果 

残留ひずみの有無及び耐震性への影響有無については， 一次応

力のみ考慮する部位と一次＋二次応力を考慮する部位に分けて次

のとおり判断する。 

評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受けず二次

応力を考慮する必要がない場合は，一次応力がＳｙを超えるか否

かで残留ひずみの有無を確認する。この場合， 一次応力がＳｙ以

下の場合は，除荷後に残留ひずみは生じない（図 1，0 → a → 0 ）。

Ｓｙを超える場合は，除荷後に残留ひずみが生じる（図 1，0 → a 

→ b → c ）。 

一次応力は与えられた荷重に対して決定する応力であるため， 

同じ荷重が作用した場合の発生応力は除荷後も同等であり，評価

温度・圧力負荷前と同じ弾性的挙動を示す(図 1，c → b )。また， 

設計・建設規格の許容値は荷重を変形前の断面積で割った公称応

力を基に設定されているため（図 2）， 設計・建設規格の許容値

内であれば発生応力を算出する際に変形前の断面積を用いること

に問題ない。 

なお，材料に予めひずみが作用した場合について， 作用した予

ひずみ(～ 約 19 % )だけ応力－ひずみ曲線をシフトしたものと， 

予ひずみが作用しない材料の応力－ひずみ曲線がほぼ一致すると

いう知見[1]が得られており， 十分小さな残留ひずみであれば発

生応力に与える影響はないと言える。 

地震（許容応力状態ⅣＡＳ）の一次応力の許容応力は，供用状態

Ｄの許容応力の制限内で同等であり，さらに評価温度・圧力負荷

 

・島根２号炉は，鋼製原

子炉格納容器である

ため，鉄筋コンクリー

ト製格納容器との比

較は行わず，東海第二

のみと比較する。 
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参考6.1 表 高温環境時のコンクリートの強度・剛性 

 

 

コンクリートの剛性低下は，高温環境で内部の水分が逸散する

ことに起因しており，温度が低下したあともその影響は継続する

ものと考えられるため，ＲＣＣＶの一般躯体部の剛性低下率は参

考6.1表での評価結果を踏まえて0.6倍とし，ＲＣＣＶの剛性低下

を考慮した地震応答解析を実施する。なお，本検討における地震

応答解析は，基準地震動Ｓｓ-1 のNS 方向を代表として実施する

ものとする。耐震壁の復元力特性についてもコンクリートの剛性

低下を考慮したものとする。 

基準地震動Ｓｓ-1に対するNS方向の地震応答解析結果を参考

6.1～6.4図に示す。なお，剛性低下の影響を確認するために基本

ケース（剛性低下を考慮しないケース）の結果についても併せて

図に示している。 

 

 

参考6.1図 最大応答加速度の比較 

 

 

 

 

 

 

荷前と同様の挙動を示すことから， 耐震性に影響はないと判断で

きる。 

 

[1] 日本溶接協会「建築鉄骨の地震被害と鋼材セミナー(第 12 回

溶接構造用鋼材に関する研究成果発表会)」 JWES-IS-9701，(1997) 

 

 

図 1 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ（一次応力） 

 

図２ 公称効力と真応力について 

 

次に，評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受ける

ため， 局部的に発生する二次応力を考慮する必要がある場合は， 

構造不連続部に発生する二次応力も考慮して， 一次＋ 二次応力

で残留ひずみの有無を確認する。一次＋ 二次応力が Sy を超える

と塑性域に入るが（ 図 3（ 解説 P VB -3 1 12） ， 0→ A→ B） ， 

2S y 以下の場合は除荷時にひずみが減少し， 除荷後に残留ひず

みは生じない（ 図 3（ 解説 PV B- 3112） ， B→ C） 。また， そ

の後の挙動は図 3 の B- C 上の弾性的挙動を示し， これは評価温

度・圧力負荷前と同じである。 

地震（ 許容応力状態ⅣAS） の一次＋ 二次応力の許容応力は， 

今回の一次＋ 二次応力の許容応力と同等であることから， 地震

による外力が加わったとしても一次＋ 二次応力の許容応力の制

限内であり，さらに評価温度・圧力負荷前と同様の挙動を示すこ

とから， 耐震性に影響はないと判断できる。 

なお， 一次応力が S y を超える部位については， 残留ひずみ

前と同様の挙動を示すことから， 耐震性に影響はないと判断でき

る。 

 

[1] 日本溶接協会「建築鉄骨の地震被害と鋼材セミナー(第 12 回

溶接構造用鋼材に関する研究成果発表会)」 JWES-IS-9701，(1997) 

 

 

図１ 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ（一次応力） 

 

図２ 公称応力と真応力について 

 

次に，評価温度・圧力負荷時に周囲の部材の変形の影響を受け

るため，局部的に発生する二次応力を考慮する必要がある場合は，

構造不連続部に発生する二次応力も考慮して，一次＋二次応力で

残留ひずみの有無を確認する。一次＋二次応力がＳｙを超えると

塑性域に入るが（図 3（解説 PVB-3112）， 0 → A → B ），２Ｓｙ

以下の場合は除荷時にひずみが減少し，除荷後に残留ひずみは生

じない（図 3（解説 PVB-3112）， B → C ）。また，その後の挙動

は図 3 の B - C 上の弾性的挙動を示し，これは評価温度・圧力負

荷前と同じである。 

地震（許容応力状態ⅣAS） の一次＋二次応力の許容応力は，今

回の一次＋二次応力の許容応力と同等であることから，地震によ

る外力が加わったとしても一次＋二次応力の許容応力の制限内で

あり，さらに評価温度・圧力負荷前と同様の挙動を示すことから，

耐震性に影響はないと判断できる。 

なお，一次応力がＳｙを超える部位については，残留ひずみ有
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参考6.2図 最大応答せん断力の比較 

 

 

参考6.3図 最大応答曲げモーメントの比較 

 

 

参考6.4図 最大応答せん断ひずみの比較 

有と判断する。このとき， 上述のとおり， 十分小さな残留ひず

みであれば発生応力に与える影響はないと言える。 

 

 

 

 

図３ 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ 

（１次＋２次応力） 

 

と判断するが，十分小さな残留ひずみであれば発生応力に与える

影響はない。 

 

 

図３ 降伏点を越える場合のひずみ履歴イメージ 

（一次＋二次応力） 
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これより，最大応答加速度については大きな差がないことが確

認出来る。また，ＲＣＣＶに生じる最大応答せん断力及び最大応

答曲げモーメントは剛性低下ケースで基本ケース（剛性低下非考

慮）の80%程度に低減されることから，ＲＣＣＶ躯体に作用する地

震荷重は基本ケースよりも低減されることが確認出来る。一方，

外壁に生じるせん断力及びモーメント，せん断ひずみは剛性低下

ケース時に総じて大きくなるものの，最大応答せん断ひずみは許

容値である2000μに対して十分余裕のある結果となっている。 

以上より，評価温度・圧力負荷後の耐震性への影響として，Ｒ

ＣＣＶのコンクリート剛性の低下が想定されるものの，ＲＣＣＶ

に作用する地震荷重は基本ケースよりも低減されることから，耐

震安全性に与える影響は小さいと考えられる。 

 

3.参考文献 

[1]European Committee for Standardization：“Eurocode 2: 

Design of concretestructures”，European Committee for 

Standardization, 2004 年 
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〔参考６－補足１〕 

コンクリートの高温特性の考え方 

（１）はじめに 

コンクリートの高温特性や鉄筋コンクリート構造の耐火性に関

して，1970～80年代にまとめられた文献の情報やその後の研究結

果を体系的に取りまとめられた資料として，European Committee 

for StandardizationによるEurocode 2［1］や，日本建築学会によ

る2009年度版「構造材料の耐火性ガイドブック」［2］（以下「AIJ

ガイドブック」という。）や，それらを取りまとめた日本コンク

リート工学会による「コンクリートの高温特性とコンクリート構

造物の耐火性能に関する研究委員会 報告書」[3]（以下「JCI報告

書」という。）などがある。 

これらの参考図書の内容をコンクリートの機械的性質（圧縮強

度，ヤング係数）ごとに下記に整理する。 

また，最新の高温コンクリートに関する知見として，国家プロ

ジェクト「鋼板コンクリート構造のBWR格納容器への適用性評価」

における成果として公表されている文献を参照する。 

 

（２）圧縮強度 

JCI報告書[3]においてまとめられている，Eurocode 2［1］による

設計用推奨値並びに参考としてAIJガイドブック［2］による高温時

のコンクリート圧縮強度の提案値を以下に示す（表1,図1）。高温

時のコンクリートの圧縮強度Fc（T）は式（1）より算定する。 

 

 

 

ここで，FCは設計基準強度（N/mm2）である。また，式（1）に

関しては，Tは高温時のコンクリート温度（℃），kc(T)は表-1に示

す高温時のコンクリートの圧縮強度残存比である。 

Eurocode 2[1]では，骨材種類を考慮に含めており，石灰質骨材

コンクリートについては，珪質骨材コンクリートより圧縮強度残

存比を大きめに設定している。参考として，AIJガイドブック［2］

では，高温時のコンクリートの圧縮強度残存比kc(T)をコンクリー

トの水結合材比W/B に応じた値としている。 

図-1より，Eurocode2［1］では，実験データ上限と下限の間に位

置していることが分かる。 

以上，Eurocode2［1］に規定されている高温時の圧縮強度残存比

は，既往の実験データの上下限の領域に入っていることが確認で
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きる。 

 

表-1 圧縮強度残存比の提案値[3] 

 

 

図-1 既存データと高温時の圧縮強度残存比の提案値（[3]の図に

加筆） 

 

（３）ヤング係数 

Eurocode 2［1］においては，Popovicsによる提案式である式(2)

に高温時の圧縮強度（高温時の強度残存率）と高温時における圧

縮強度時ひずみを与えて，高温時のコンクリートの応力―ひずみ

曲線を示している。Eurocode 2［1］では，式(3)においてｎを一定

値とし，普通コンクリートではｎ＝3を与え，軽量コンクリートで

はｎ＝2.5を与えている。Eurocode 2［1］による圧縮強度時ひずみ

と温度の関係並びに各温度における応力―ひずみ曲線を図-2に示

す。 
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図-2 Eurocode 2による圧縮強度時ひずみと温度の関係および高温

時の応力（［3］より引用） 

 

JCI報告書[3]においてまとめられている，先に示したEurocode 

2[1]の応力―ひずみ曲線（図-2）により定まるヤング係数残存比，

およびAIJガイドブック[2]による，ヤング係数残存比の提案値を，

図-3に示す。これより，Eurocode2［1］によるヤング係数残存比は，

既往の実験データの下限の辺りに位置しており，温度による剛性

低下を保守的に考慮する評価となっていることが確認できる。 

 

 

図－３ 高温時におけるコンクリートの温度とヤング係数残存比

（[3]より引用，一部加筆） 
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ここに，E(T)：温度T℃におけるヤング係数 

E(20)：温度20℃(常温)時のヤング係数 

ke(T)：高温時のヤング係数残存比 

 

表-2 ヤング係数残存比の提案値 

 

 

（４）最新知見を踏まえた考察 

最新の高温コンクリートに関する知見として，国家プロジェク

ト「鋼板コンクリート構造のBWR格納容器への適用性評価」におけ

る成果として公表されている文献[4][5]を参照する。当該の文献

は，BWR格納容器を構成する材料（コンクリート，鉄筋等）を対象

として，事故時高温下における力学特性及び熱特性を実験により

取得したものである。 

実験にあたっては，原子力関連施設のコンクリート構造物で一

般的に使用されている材料を選定した上で，試験体が作成されて

おり，電気炉を用いて加熱試験が実施されている。コンクリート

試験体への加熱温度及び期間については，DBA及びSA事故を想定し

たものとなっている。加熱温度及び期間をその他の変数と併せて

表-3に示す。また，試験の結果のうち，図-4に圧縮強度残存比を，

図-5にヤング係数残存比を示す。これより，「圧縮強度残存比は，

既往知見と同様に加熱温度が高くなるほど小さくなっている」と

しており，「その低下の傾向は，AIJおよびEurocodeと概ね対応し

ている」としている。また，「ヤング係数残存比の加熱温度に応

じた低下の傾向は，AIJとEurocodeの中間的な値を示した」として

いる。なお，ここでいうAIJとは前述のAIJガイドブックを示して
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いる。 

 

表-3 実験変数（力学特性試験：コンクリート）([4]より引用) 

 

以上で示したとおり，事故を想定した上で加熱温度・期間をパ

ラメータとして行われた実験においても，Eurocode2［1］による評

価結果が圧縮強度残存比についてはおおむね実験の範囲内であ

り，ヤング係数残存比については試験の下限値を示すことが確認

できる。 

 

図-4 圧縮強度残存比と加熱温度の関係（[5]より引用，一部加筆） 
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図-5 ヤング係数残存比と加熱温度の関係（[5]より引用，一部加

筆） 

 

（５）Eurocode2 の妥当性に関する考察 

コンクリートの圧縮強度について，Eurocode 2［1］の残存比と，

既往の実験データや国家プロジェクト「鋼板コンクリート構造の

BWR格納容器への適用性評価」の実験データを比較し，Eurocode2

［1］による評価結果が実験データの範囲内にあることを確認した。 

コンクリートのヤング係数について，Eurocode 2［1］の応力―ひ

ずみ曲線により定まる高温時のヤング係数残存比と，既往の実験

データや国家プロジェクト「鋼板コンクリート構造のBWR格納容器

への適用性評価」の実験データを比較し，Eurocode2［1］が実験デ

ータのおおむね下限値を示すことを確認した。 

Eurocode2［1］は，先行審査における高温環境時のコンクリート

のヤング係数残存比の評価に適用実績のあるAIJガイドブックと

比較して，ヤング係数を低めに評価するという傾向の違いはある

ものの，剛性低下を大きく評価することからひずみの評価に対し

ては保守的な設定となると考えられる。 

以上より，鉄筋コンクリート製原子炉格納容器の高温環境時の

影響評価に用いる資料として，Eurocode2［1］を用いることは妥当

であると考えられる。 
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〔参考６－補足２〕 

200℃，0.62MPa 条件時のＲＣＣＶ躯体平均温度の考え方について 

 

１．はじめに 

参考６の200℃，0.62MPa の温度圧力履歴を受けた後のＲＣＣＶ

の耐震性評価において，200℃，0.62MPa 時のＲＣＣＶ躯体の平均

温度を110℃と評価して検討を実施している。以下では躯体平均温

度設定の考え方について示す。 

 

２．想定する条件 

原子炉建屋の地震応答解析で考慮する耐震要素としては，外壁

軸とＲＣＣＶ軸に分かれるが，ＲＣＣＶ軸を対象として躯体平均

温度を設定する。 

考慮した温度条件としては，ＲＣＣＶ内部は200℃とし，ＲＣＣ

Ｖ外側の温度条件としては，原子炉建屋設計時の条件(冬季・通常

運転時)を考慮している。原子炉建屋設計時の条件(冬季・通常運

転時)では，ＲＣＣＶ外側の温度を14.5℃（地下階）及び17.5℃（地

上階）として評価しており，今回の躯体温度設定においてはその

温度を準用することとした。 

 

３．定常状態と非定常状態の関係について 

定常状態と非定常状態の概念図を図-1に示す。時間経過により

非定常状態の温度分布は定常状態に近づくこととなる。定常状態

を仮定した場合は，温度の勾配が一定となることから，躯体の平

均温度はシェル壁外側の温度とＲＣＣＶ内部の温度の平均値とな

る。今回はＲＣＣＶ外側の室内の温度を14.5℃若しくは17.5℃と

想定しており，その際の平均温度は107.25℃若しくは108.75℃と

なるため，一律110℃と設定している。 

なお，SA後にＲＣＣＶ内部がピーク温度となる時間はDBと比べ

て比較的長時間ではあるものの，定常状態には至らないと考えら

れることから，今回の解析において，ＲＣＣＶ内部をピーク温度

として定常状態を想定することは，躯体の温度を保守的に高めに

見積もっていることとなるものと考えている。 

また，参考6で実施したパラメータスタディにおいては，上記の

通りＲＣＣＶ外側の室内の温度を設計時の冬期の温度条件を参考

としたが，仮にSA時におけるＲＣＣＶ外側の室内の最高温度

（66℃）を想定した場合の影響についても考察する。この温度に

対して定常状態を仮定すると躯体平均温度は133℃となり，
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Eurocode2に基づきヤング係数残存比を評価すると0.56となる。参

考6の検討で考慮したヤング係数残存比は0.60であり，その差異は

小さく，仮にヤング係数残存比を0.56として評価を実施した場合

も現状の評価により得られた見通しへの影響は無いものと考えら

れる。 

 

 

図-1 定常状態と非定常状態の躯体内温度分布（概念図） 
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〔参考７〕ＤＢ施設を兼ねる主なＳＡ施設等のＤＢＡとＳＡの荷

重条件の比較 

 

 参考７ 

〔参考７〕ＤＢ施設を兼ねる主なＳＡ施設等のＤＢＡとＳＡの荷

重条件の比較 

 

 

 

・設計値及び解析結果の

相違 

【柏崎 6/7】 
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＜補足事項＞ 

・本表において耐震評価に用いる温度，圧力を記載。ただし，SA

条件において原子炉格納容器雰囲気を記載している場合はDB条件

においても原子炉格納容器雰囲気における条件を記載。 

・原子炉圧力容器は，胴板を代表して記載。 
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〔参考８〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

１．「重大事故に至るおそれがある事故」とは 

「重大事故に至るおそれがある事故」とは，運転時の異常な過

渡変化及び設計基準事故に対して原子炉の安全性を損なうことが

ないよう設計することを求められる構築物，系統及び機器（＝耐

震Ｓクラス施設）がその安全機能を喪失した場合であって，炉心

の著しい損傷に至る可能性があると想定する事象である。 

 

２．耐震重要度分類の考え方 

耐震クラスは以下のように定義されており，安全上重要な施設

はＳクラスに分類される。耐震Ｂ，Ｃクラス施設は，その機能が

喪失したとしても，炉心の健全性に影響を及ぼすおそれがないも

のとなる。 

そのため耐震Ｂ，Ｃクラス施設のみが損傷した状態では，重大

事故に至るおそれがある事故ではなく DBAである。 

Ｓクラス：地震により発生するおそれがある事象に対して，原子

炉を停止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ

施設，自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設

に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を

外部に拡散する可能性のある施設，これらの施設の機

能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し，放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を

持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援するため

に必要となる施設，並びに地震に伴って発生するおそ

れがある津波による安全機能の喪失を防止するために

必要となる施設であって，その影響が大きいもの 

 

B クラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影

響がＳクラス施設と比べ小さい施設 

C クラス：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外

の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求さ

れる施設 

 

３．耐震Ｂ，Ｃクラス施設の破損による影響について 

（１）地震ＰＲＡにおける耐震Ｂ，Ｃクラス施設損傷の考慮につ

いて 

地震ＰＲＡでは，耐震Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡事象と

 

〔参考７〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

1. 「重大事故に至るおそれがある事故」とは 

「重大事故に至るおそれがある事故」とは，運転時の異常な過

渡変化及び設計基準事故に対して原子炉の安全性を損なうことが

ないよう設計することを求められる構築物，系統及び機器（＝耐

震Ｓクラス施設）がその安全機能を喪失した場合であって，炉心

の著しい損傷に至る可能性があると想定する事象である。 

 

2. 耐震重要度分類の考え方 

耐震クラスは以下のように定義されており，安全上重要な施設

はＳクラスに分類される。耐震Ｂ，Ｃクラス施設は，その機能が

喪失したとしても，炉心の健全性に影響を及ぼすおそれがないも

のとなる。 

そのため耐震Ｂ，Ｃクラス施設のみが損傷した状態では，重大

事故に至るおそれがある事故ではなくＤＢＡである。 

Ｓクラス：地震により発生するおそれがある事象に対して，原子

炉を停止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ

施設，自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設

に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を

外部に拡散する可能性のある施設，これらの施設の機

能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し，放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を

持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援するため

に必要となる施設，並びに地震に伴って発生するおそ

れがある津波による安全機能の喪失を防止するために

必要となる施設であって，その影響が大きいもの 

 

Ｂクラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影

響がＳクラス施設と比べ小さい施設 

Ｃクラス：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外

の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求さ

れる施設 

 

3. 耐震Ｂ，Ｃクラス施設の破損による影響について 

(1) 地震ＰＲＡにおける耐震Ｂ，Ｃクラス施設損傷の考慮につい

て 

地震ＰＲＡでは，耐震Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡事象と

参考８ 

〔参考８〕「重大事故に至るおそれがある事故」に関する補足説明 

1.[重大事故に至るおそれがある事故」とは 

「重大事故に至るおそれがある事故」とは，運転時の異常な過

渡変化及び設計基準事故に対して原子炉の安全性を損なうことが

ないよう設計することを求められる構築物，系統及び機器(＝Ｓク

ラス施設)がその安全機能を喪失した場合であって，炉心の著しい

損傷に至る可能性があると想定する事象である。 

 

2.耐震重要度分類の考え方 

耐震クラスは以下のように定義されており，安全上重要な施設

はＳクラスに分類される。Ｂ，Ｃクラス施設は，その機能が喪失

したとしても，炉心の健全性に影響を及ぼすおそれがないものと

なる。 

そのためＢ，Ｃクラス施設のみが損傷した状態では，重大事故

に至るおそれがある事故ではなくＤＢＡである。 

Ｓクラス：地震により発生するおそれがある事象に対して，原子

炉を停止し，炉心を冷却するために必要な機能を持つ

施設，自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設

に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を

外部に拡散する可能性のある施設，これらの施設の機

能喪失により事故に至った場合の影響を緩和し，放射

線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を

持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援するため

に必要となる施設，並びに地震に伴って発生するおそ

れがある津波による安全機能の喪失を防止するために

必要となる施設であって，その影響が大きいもの 

 

Ｂクラス：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影

響がＳクラス施設と比べ小さい施設 

Ｃクラス：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外

の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求さ

れる施設 

 

3. Ｂ，Ｃクラス施設の破損による影響について 

(1) 地震ＰＲＡにおけるＢ，Ｃクラス施設損傷の考慮について 

 

地震ＰＲＡでは，Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡事象として
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して「外部電源喪失」を考慮している。また，耐震Ｂ，Ｃクラス

施設の損傷による安全機能への間接的影響を確認するとともに，

さらにプラント・ウォークダウンにおいて重点的に確認する項目

の一つとして，問題のないことを確認することとする。 

 

（２）設計用荷重への影響 

耐震Ｂ，Ｃクラス施設が破損した場合であっても，耐震Ｓクラ

ス施設である緩和系が健全であれば，炉心損傷に至ることはない。

JEAG4601・補-1984 では，耐震Ｓクラス施設破損により発生する

事象を地震従属事象として整理し，地震との組合せを記載してい

る。この中で，耐震Ｂ，Ｃクラス施設破損によるＤＢＡで考慮す

べき荷重の影響は，「給水流量の全喪失」「タービントリップ」

で代表できるとして整理されている。なお，タービントリップは

主蒸気止め弁が閉鎖する事象であり，負荷の喪失事象におけるタ

ービン蒸気加減弁閉鎖と同様事象であり，本プラントにおける過

渡解析で評価している事象は「負荷の喪失」である。 

 

 

 

 

 

 

４．「重大事故に至るおそれがある事故」が地震独立事象である

ことについての考察 

耐震Ｓクラス施設が健全であれば安全機能の喪失は起きず，炉

心の著しい損傷に至ることはないので，何らかの要因で耐震Ｓク

ラス施設（重大事故等対処設備含む）が損傷した場合に「重大事

故に至るおそれがある事故」が発生することとなる。ここで，確

定論的には，耐震Ｓクラス施設（重大事故等対処設備含む）はSs

によって機能喪失することはないことから，「重大事故に至るお

それがある事故」はSsとの独立事象となる。また，確定論的な扱

いとは異なり，確率論的な考察では，耐震ＳクラスであるDB施設

又はSs機能維持である重大事故対処設備であっても，フラジリテ

ィーという考え方に基づけば，Ss以下の地震により機能喪失に至

る確率は少なからず存在する。このSs以下の地震によって安全機

能が喪失し，「重大事故に至るおそれがある事故」に至る頻度は

極めて小さく，Ss規模の地震の発生と「重大事故に至るおそれが

ある事故」の重畳を考慮する必要はないと判断できる。 

して「外部電源喪失」を考慮している。また，耐震Ｂ，Ｃクラス

施設の損傷による安全機能への間接的影響を確認するとともに，

さらにプラント・ウォークダウンにおいて重点的に確認する項目

の一つとして確認しており，問題のないことを確認している。 

 

(2) 設計用荷重への影響 

耐震Ｂ，Ｃクラス施設が破損した場合であっても，耐震Ｓクラ

ス施設である緩和系が健全であれば，炉心損傷に至ることはない。

JEAG4601・補-1984 では，耐震Ｂ，Ｃクラス施設破損により発生

する事象を地震従属事象として整理し，地震との組合せを規定し

ている。この中で，耐震ＢＣクラス施設破損によるＤＢＡで考慮

すべき荷重の影響は，「全給水流量喪失」及び「タービントリップ」

で代表できるとして整理されている。 

Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡における荷重は，タービン側

破損による主蒸気流量及び給水流量の喪失，電源，制御系故障に

よる原子炉給水ポンプの停止等が外乱となり発生する。耐震Ｂ，

Ｃクラス施設が破損することによる荷重に対する耐震Ｓクラスへ

の影響は，JEAG4601・補-1984 を踏まえて東海第二発電所として，

「全給水流量喪失」及び「タービントリップ」をもとに設定した

設計過渡条件にて評価を行い構造上問題ないことを確認してい

る。 

 

4. 「重大事故に至るおそれがある事故」が地震独立事象であるこ

とについての考察 

耐震Ｓクラス施設が健全であれば安全機能の喪失は起きず，炉

心の著しい損傷に至ることはないので，何らかの要因で耐震Ｓク

ラス施設（重大事故等対処設備含む）が損傷した場合に「重大事

故に至るおそれがある事故」が発生することとなる。ここで，確

定論的には，耐震Ｓクラス施設（重大事故等対処設備含む）はＳs

によって機能喪失することはないことから，「重大事故に至るおそ

れがある事故」はＳs との独立事象となる。また，確定論的な扱

いとは異なり，確率論的な考察では，耐震ＳクラスであるＤＢ施

設又はＳs 機能維持である重大事故対処設備であっても，フラジ

リティという考え方に基づけば，Ｓs 以下の地震により機能喪失

に至る確率は少なからず存在する。このＳs 以下の地震によって

安全機能が喪失し，「重大事故に至るおそれがある事故」に至る頻

度は極めて小さく，Ｓs 規模の地震の発生と「重大事故に至るお

それがある事故」の重畳を考慮する必要はないと判断できる。 

「外部電源喪失」を考慮している。また，Ｂ，Ｃクラス施設の損

傷による安全機能への間接的影響を確認するとともに，さらにプ

ラント・ウォークダウンにおいて重点的に確認する項目の一つと

して確認しており，問題のないことを確認することとする。 

 

(2)設計用荷重への影響 

Ｂ，Ｃクラス施設が破損した場合であっても，Ｓクラス施設で

ある緩和系が健全であれば，炉心損傷に至ることはない。ＪＥＡ

Ｇ４６０１・補－1984では，Ｂ，Ｃクラス施設破損により発生す

る事象を地震従属事象として整理し，地震との組合せを規定して

いる。この中で，Ｂ，Ｃクラス施設破損によるＤＢＡで考慮すべ

き荷重の影響は，「全給水流量喪失」「タービントリップ」で代表

できるとして整理されている。 

Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡における荷重は，タービン側

破損による主蒸気流量及び給水流量の喪失，電源，制御系故障に

よる原子炉給水ポンプの停止等が外乱となり発生する。耐震Ｂ，

Ｃクラス施設が破損することによる荷重に対する耐震Ｓクラスへ

の影響は，JEAG4601・補-1984 を踏まえて島根２号炉として，「全

給水流量喪失」及び「タービントリップ」をもとに設定した設計

過渡条件にて評価を行い構造上問題ないことを確認している。 

 

 

4.「重大事故に至るおそれがある事故」が地震独立事象であるこ

とについての考察 

Ｓクラス施設が健全であれば安全機能の喪失は起きず，炉心の

著しい損傷に至ることはないので，何らかの要因でＳクラス施設

（重大事故等対処設備含む）が損傷した場合に「重大事故に至る

おそれがある事故」が発生することとなる。ここで，確定論的に

は，Ｓクラス施設（重大事故等対処設備含む）はＳｓによって機

能喪失することはないことから，「重大事故に至るおそれがある事

故」はＳｓとの独立事象となる。また，確定論的な扱いとは異な

り，確率論的な考察では，ＳクラスであるＤＢ施設又はＳｓ機能

維持である重大事故対処設備であっても，フラジリティという考

え方に基づけば，Ｓｓ以下の地震により機能喪失に至る確率は存

在する。このＳｓ以下の地震によって安全機能が喪失し，「重大事

故に至るおそれがある事故」に至る頻度は極めて小さく，Ｓｓ規

模の地震の発生と「重大事故に至るおそれがある事故」の重畳を

考慮する必要はないと判断できる。 
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（補足）耐震Ｂ，Ｃクラス施設破損による荷重の影響 

Ｂ，Ｃクラス施設損傷による過渡における荷重に対する影響は，

外部電源喪失による影響を含め，タービン側破損による主蒸気流

量のしゃ断，給水流量の喪失，若しくは，電源系の機能喪失によ

る原子炉給水ポンプ及び原子炉冷却材再循環ポンプの停止が外乱

となる。設計基準における「運転時の異常な過渡変化」は，これ

らの機能が喪失又は誤動作するということを前提に評価を行って

おり，耐震Ｂ，Ｃクラス施設破損による荷重の影響は，「運転時

の異常な過渡変化」のうち「炉心内の熱発生又は熱除去の異常な

変化」及び「原子炉冷却材圧力又は原子炉冷却材保有量の異常な

変化」による荷重に包絡される。 

このうち，以下の理由によりタービン側破損に伴う外乱は「負

荷の喪失」で，給水ポンプの停止に伴う外乱は「給水流量の全喪

失」で，電源系の機能喪失に伴う外乱は「外部電源喪失」で代表

させることができる。 

－「負荷の喪失」の過渡解析では，蒸気加減弁の急速閉鎖による

圧力上昇に加えて，タービンバイパス弁の不作動を仮定してい

る。このため，過渡解析における荷重に対するタービン側破損

による外乱としては，厳しい組合せを想定していると言える。 

－「給水流量の全喪失」の過渡解析では，給水ポンプ停止による

全ての給水流量の喪失を仮定している。 

－「外部電源喪失」の過渡解析では，外部電源の喪失に伴う給水

流量の喪失や炉心流量の低下を仮定している。 

－「負荷の喪失」と「給水流量の全喪失」及び「外部電源喪失」

が同時に発生することを考慮した場合，「給水流量の全喪失」

は「外部電源喪失」で発生する事象であることから，「負荷の

喪失」と「外部電源喪失」が同時に発生することを考慮すれば

よい。この場合，タービン蒸気加減弁の閉鎖により原子炉がス

クラムすること及び給水流量の喪失や炉心流量の低下が生じる

ことにより原子炉圧力の観点で「負荷の喪失」より厳しくなら

ない。したがって，「負荷の喪失」「給水流量の全喪失」「外

部電源喪失」の荷重で包絡できる。 
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〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

 

〔参考８〕重大事故等発生後の長期安定冷却手段について 

参考９ 

〔参考９〕重大事故等時の長期安定冷却手段について 

 

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては，原子炉格納容器

を最高使用温度以下に除熱することを基本としている。炉心損傷

に至る重大事故等時，代替循環冷却系により格納容器内温度は緩

やかに低下し約15 日後には，サプレッション・チェンバ・プール

水温度が最高使用温度の104℃を下回る（「重大事故等対策の有効

性評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定

状態の維持について」参照）。 

 

 

 

 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，代替循

環冷却系が使用できないため格納容器ベントにより格納容器の除

熱を行う。格納容器ベントによる除熱では，格納容器圧力の低下

は早いものの，格納容器温度の低下は代替循環冷却系より遅く，

サプレッション・チェンバ・プール水温度が最高使用温度の104℃

を下回るのは約35 日後となる（「重大事故等対策の有効性評価に

ついて「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態の維

持について」参照）。 

 

 

 

 

 

そのため，格納容器内温度低減対策として残留熱除去系熱交換

器が使用できない場合の除熱手段を検討した。検討にあたっては

事故発生30 日後の崩壊熱が除熱可能であることを目標とした。 

 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を

実施している場合，残留熱除去系の補修による原子炉格納容器の

除熱復旧を実施する。また，残留熱除去系の機能回復が長期間実

施できない場合，可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた除熱手段

である「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」を構築

する。既設設備である残留熱除去系の使用を優先するが，復旧が

困難な場合はこの可搬型格納容器除熱系による除熱を実施する。

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては， 原子炉格納容器

を最高使用温度以下に除熱することを基本としている。重大事故

等時， 代替循環冷却系を使用することにより原子炉格納容器内温

度を 100℃未満に低下させることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，代替循

環冷却系も使用できなくなるが，この場合には格納容器ベントを

行うことにより原子炉格納容器除熱を行う。格納容器ベントによ

る除熱では， サプレッション・プール水温が飽和状態で維持され

ることとなるため， サプレッション・プール水温を 100℃未満に

できず，サプレッション・プール最高使用温度近くで長期間推移

することとなる。 

 

 

 

 

 

 

そのため，原子炉格納容器温度低減対策として残留熱除去系熱

交換器が使用できない場合の除熱手段を検討した。検討に当たっ

ては事故発生 30 日後の崩壊熱が除去可能であることを目標とし

た。 

重大事故等時， 格納容器ベントによる原子炉格納容器除熱を実

施している場合，残留熱除去系を補修により復旧し， 原子炉格納

容器の除熱を実施するが，残留熱除去系の機能回復が困難な場合

を想定し，可搬ポンプ及び可搬型熱交換器を用いた除熱手段であ

る「可搬型原子炉格納容器除熱系統による原子炉格納容器除熱」

を構築する。 

 

重大事故等時の原子炉格納容器除熱としては，原子炉格納容器

を最高使用温度以下に除熱することを基本としている。炉心損傷

に至る重大事故等時，残留熱代替除去系により格納容器内温度は

緩やかに低下し約177時間後には，サプレッション・チェンバ水温

度が最高使用温度の104℃を下回る（「重大事故等対策の有効性評

価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別紙１）安定状態

の維持について」参照）。 

 

 

 

 

しかし，残留熱除去系熱交換器が使用できない場合は，残留熱

代替除去系が使用できないため格納容器フィルタベント系により

格納容器の除熱を行う。格納容器フィルタベント系による除熱で

は，格納容器圧力の低下は早いものの，格納容器温度の低下は残

留熱代替除去系より遅く，サプレッション・チェンバ水温度が最

高使用温度の104℃を下回るのは約587時間後となる（「重大事故等

対策の有効性評価について「2.1 高圧・低圧注水機能喪失」（別

紙１）安定状態の維持について」参照）。 

 

 

 

 

 

そのため，格納容器内温度低減対策として残留熱除去系熱交換

器が使用できない場合の除熱手段を検討した。検討にあたっては

事故発生約30日後の崩壊熱が除熱可能であることを目標とした。 

 

重大事故等時において，格納容器フィルタベント系による格納

容器除熱を実施している場合，残留熱除去系の補修による原子炉

格納容器の除熱機能を復旧する。また，残留熱除去系の機能回復

が長期間実施できない場合，可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用い

た除熱手段である「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除

熱」を構築する。既設設備である残留熱除去系の使用を優先する

が，復旧が困難な場合はこの可搬型格納容器除熱系による除熱を

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

設備，運用，解析条件

等の違いによる相違（有

効性評価「格納容器過

圧・過温破損（残留熱代

替除去系を使用する場

合）」） 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

設備，運用，解析条件

等の違いによる相違（有

効性評価「格納容器過

圧・過温破損（残留熱代

替除去系を使用しない

場合）」） 
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本書では，それらの実現可能性と実施した場合の効果について確

認している。これに加え，「２．可搬熱交換器によるサプレッシ

ョンプール浄化系（以下，ＳＰＣＵという）を用いた除熱」を構

築し，それらの実現可能性と実施した場合の効果について確認し

ている。 

なお，これらに加え格納容器を直接除熱することはできないが

原子炉圧力容器を除熱することにより間接的に格納容器を除熱す

る「代替原子炉補機冷却系を用いた原子炉冷却材浄化系（以下，

ＣＵＷという）による原子炉除熱」を構築する。ＣＵＷ系による

原子炉除熱については〔参考９－補足１〕に示す。 

 実施する。本書では，それらの実現可能性と実施した場合の効果

について確認している。 

 

 

 

なお，これらに加え原子炉格納容器を直接除熱することはでき

ないが原子炉圧力容器を除熱することにより間接的に原子炉格納

容器を除熱する「原子炉補機代替冷却系を用いた原子炉浄化系（以

下，ＣＵＷという）による原子炉除熱」を構築する。ＣＵＷ系に

よる原子炉除熱については〔参考９－補足１〕に示す。 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無  

し 

 

参考1 表 重大事故等時における格納容器除熱手段 

 

 参考１表 重大事故等時における格納容器除熱 

 

本表は事故時における除熱手段の配備状況を示すものであり，除

熱手段の優先順位を示すものではない 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無

し 

 

1. 可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱 可搬型原子炉格納容器除熱系による原子炉格納容器除熱 1. 可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱  

＜実現可能性＞ 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を

実施している場合，残留熱除去系の補修によるサプレッション・

チェンバ・プール水冷却モードの復旧を実施する。また，残留熱

除去系の復旧が困難な場合に可搬設備等により構成される可搬型

格納容器除熱系による格納容器除熱を構築する。可搬型格納容器

除熱系は，高圧炉心注水系（以下，ＨＰＣＦという）配管から耐

熱ホース・可搬ポンプを用いて可搬熱交換器にサプレッション・

チェンバ・プール水を供給し，そこで除熱した水を残留熱除去系

の原子炉注水ラインで原子炉圧力容器に注水するライン構成であ

り，可搬設備を運搬・設置する等の作業があるが，長納期品につ

いては事前に準備しておくことにより，１ヵ月程度で系統を構築

することが可能であると考えられる。 

また，可搬ポンプを用いた可搬型格納容器除熱系に加え，常設

のＳＰＣＵポンプを用いた「可搬熱交換器及びＳＰＣＵポンプを

用いた除熱」の手段を整備する。詳細は「２．可搬熱交換器によ

るサプレッションプール浄化系を用いた除熱」で示す。 

 

＜実現可能性＞ 

重大事故等時， 格納容器ベントによる原子炉格納容器除熱を実

施している場合，残留熱除去系を復旧し， サプレッション・プー

ル水の冷却を実施する。また，残留熱除去系の復旧が困難な場合

には，可搬設備等により構成される可搬型原子炉格納容器除熱系

統による原子炉格納容器除熱を構築する。 

 

 

 

 

この対応には， 可搬型設備を運搬・設置する等の作業を伴うが， 

事前に可搬型設備等を準備しておくことにより， 1 ヵ月程度で系

統を構築することが可能であると考えられる。 

 

 

 

 

 

＜実現可能性＞ 

重大事故等時において，格納容器ベントによる格納容器除熱を

実施している場合，残留熱除去系の補修によるサプレッション・

プール水冷却モードの復旧を実施する。また，残留熱除去系の復

旧が困難な場合に可搬設備等により構成される可搬型格納容器除

熱系による格納容器除熱を構築する。可搬型格納容器除熱系は，

高圧炉心スプレイ系（以下，ＨＰＣＳという）配管から耐熱ホー

ス・可搬ポンプを用いて可搬熱交換器にサプレッション・チェン

バのプール水を供給し，そこで除熱した水を低圧原子炉代替注水

系の原子炉注水ラインで原子炉圧力容器に注水するライン構成で

あり，可搬設備を運搬・設置する等の作業があるが，長納期品に

ついては事前に準備しておくことにより，１ヵ月程度で系統を構

築することが可能であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無

し 
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可搬型格納容器除熱系について，可搬ポンプの吸込み箇所は，

ＨＰＣＦポンプの吸込配管にある「ＨＰＣＦ復水貯蔵槽側吸込逆

止弁（Ｂ）」とし，耐熱ホースで接続する構成とする。 

 

可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて原子炉建屋

大物搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とし，可搬熱

交換器の出口側については残留熱除去系の原子炉注水配管にある

「残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)」と耐熱ホース

で連結する構成とする。これらの構成で，可搬ポンプによりサプ

レッション・チェンバ・プール水を可搬熱交換器に送水し，そこ

で除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。なお，

可搬熱交換器の二次系については，大容量送水車により海水を通

水できる構成とする。 

 

 

 

 

 

可搬型原子炉格納容器除熱系統のうち，可搬ポンプの吸込み箇

所は，原子炉隔離時冷却系ポンプ入口逆止弁とし，耐熱ホースで

接続する構成とする。 

 

 

可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて原子炉建屋

原子炉棟大物搬入口に設置する可搬型熱交換器と接続する構成と

する。可搬型熱交換器の出口側については低圧代替注水系（ 可搬

型）の逆止弁と耐熱ホースで接続する構成とする。可搬型熱交換

器の二次系については，可搬型代替注水大型ポンプにより海水を

通水できる構成とする。 

 

可搬型格納容器除熱系について，可搬ポンプの吸込み箇所は，

ＨＰＣＳポンプの吸込配管にある「ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タン

ク水入口逆止弁」とし，耐熱ホースで接続する構成とする。 

 

 

可搬ポンプの吐出については，耐熱ホースを用いて原子炉建物

大物搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とし，可搬熱

交換器の出口側については低圧原子炉代替注水系の原子炉注水配

管にある「ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁」と耐熱ホ

ースで連結する構成とする。これらの構成で，可搬ポンプにより

サプレッション・チェンバのプール水を可搬熱交換器に送水し，

そこで除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。

なお，可搬熱交換器の二次系については，大型送水ポンプ車によ

り海水を通水できる構成とする。 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 系統構成の相違 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 系統構成の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考1図 可搬型格納容器除熱系の系統概要図 

 

図1 可搬型原子炉格納容器除熱系統の系統概略図 

 

 

 

参考１図 可搬型格納容器除熱系の系統概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

39-274



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

参考2表 可搬型格納容器除熱系構築に必要な作業 表1 可搬型原子炉格納容器除熱系統の構築に必要な作業 参考２表 可搬型格納容器除熱系構築に必要な作業 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

＜効果＞ 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

において事象発生後約１ヵ月まで格納容器ベントによる除熱を行

った後，可搬型格納容器除熱系による除熱とした場合の格納容器

パラメータ推移を評価した。ここで可搬型格納容器除熱系の流量

は，事故発生30 日後の崩壊熱を上回る160m3/h とし, 格納容器圧

力逃がし装置は微開（流路面積3 %開）とするとともに不活性ガス

系より窒素ガスを600m3/h 注入する。 

参考2～4 図に格納容器圧力，格納容器気相部温度，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水温の推移を示す。参考3 図及び参考4 図

に示す通り，格納容器気相部温度，サプレッション・チェンバ・

プール水温を低減させることができる。 

なお，本評価のように,格納容器圧力逃がし装置により格納容器

圧力が低下している状態では，ベント実施時に原子炉格納容器内

の非凝縮性ガスは排出され, 原子炉格納容器内は崩壊熱により発

生する蒸気で満たされる状態となる。こうした状況において除熱

系（可搬型格納容器除熱系）の運転を開始する場合，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水温が100℃を下回ると，飽和蒸気圧に従

い格納容器圧力は負圧となる可能性がある。よって,可搬型格納容

器除熱系の運転を開始する際には,格納容器圧力逃がし装置は微

開とした上で,不活性ガス系より窒素ガスを注入し,格納容器圧力

が負圧とならないよう制御する運用とする。 

＜効果＞ 

可搬型原子炉格納容器除熱系統における除熱効果を確認するた

め，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）

（代替循環冷却系を使用できない場合）」において，事象発生 30 日

後まで格納容器ベントによる除熱を行った後，格納容器ベントを

停止し，可搬型原子炉格納容器除熱系統による除熱を実施した場

合の原子炉格納容器パラメータ推移を評価した。ここで可搬型原 

子炉格納容器除熱系統の流量は，事故発生 30 日後の崩壊熱除去

相当以上の流量として 100m３／h とし，低圧代替注水系（常設）

等による原子炉注水及び格納容器ベントを停止するとともに，原

子炉格納容器内が負圧となることを防止及び原子炉格納容器内の

不活性化のために，可搬型窒素供給装置によりドライウェル及び

サプレッション・チェンバ内へ窒素を注入（総注入流量 400m３／h）

する。 

図 2～4 に原子炉格納容器圧力，原子炉格納容器気相部温度，

サプレッション・プール水温の推移を示す。図 3 及び図 4 に示す

とおり，可搬型原子炉格納容器除熱系により，原子炉格納容器気

相部温度，サプレッション・プール水温を低減させることができ

る。 

なお，本評価のように，格納容器圧力逃がし装置により格納容

器圧力が低下している状態では，格納容器ベント実施時に原子炉

格納容器内の非凝縮性ガスは排出され，原子炉格納容器内は崩壊

熱により発生する蒸気で満たされる状態となる。こうした状況に

おいて除熱系（可搬型原子炉格納容器除熱系統）の運転を開始す

る場合，サプレッション・プール水温が 100℃を下回ると，飽和

蒸気圧に従い原子炉格納容器圧力は負圧となる可能性がある。よ

って，可搬型原子炉格納容器除熱系統の運転を開始する前には，

原子炉格納容器内が負圧となることを防止及び原子炉格納容器内

の不活性化のために，原子炉格納容器内へ窒素を注入する。 

＜効果＞ 

「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納容器過圧・過温破損）」

において事象発生後約１ヵ月まで格納容器フィルタベント系によ

る除熱を行った後，可搬型格納容器除熱系による除熱とした場合

の格納容器パラメータ推移を評価した。ここで可搬型格納容器除

熱系の流量は，事故発生30日後の崩壊熱を上回る   m3/hとし，

格納容器フィルタベント系は微開（流路面積３％開）とするとと

もに可搬式窒素供給装置により窒素ガスを100m3/h注入する。 

参考２～４図に格納容器圧力，格納容器気相部温度，サプレッ

ション・チェンバ水温の推移を示す。参考３図及び参考４図に示

すとおり，格納容器気相部温度，サプレッション・チェンバ水温

を低減させることができる。 

なお，本評価のように，格納容器フィルタベント系により格納

容器圧力が低下している状態では，格納容器ベント実施時に原子

炉格納容器内の非凝縮性ガスが排出され，原子炉格納容器内は崩

壊熱により発生する蒸気で満たされる状態となる。こうした状況

において除熱系（可搬型格納容器除熱系）の運転を開始する場合，

サプレッション・チェンバ水温が100℃を下回ると，飽和蒸気圧に

従い格納容器圧力は負圧となる可能性がある。よって，可搬型格

納容器除熱系の運転を開始する際には，格納容器フィルタベント

系は微開とした上で，可搬式窒素供給装置より窒素ガスを注入し，

格納容器圧力が負圧とならないよう制御する運用とする。 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，可燃性

ガスの蓄積を防止する

ために，格納容器ベント

を停止せず，微開にする

運用としている。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

窒素ガス注入量 

・運用の相違

【東海第二】 

島根２号炉は，可燃性
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ガスの蓄積を防止する

ために，格納容器ベント

を停止せず，微開にする

運用としている。 

 

参考2 図 格納容器圧力の推移 

 

図2 原子炉格納容器圧力の推移 

 

参考２図 格納容器圧力の推移 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7】 

①島根２号炉は，可搬

型格納容器除熱系の開

始以降，設備容量等の違

いにより，蒸気凝縮によ

る急激な圧力低下が生

じる。 

【東海第二】 

①島根２号炉は，ベン

ト微開とするため，可燃

性ガスは蓄積しない。

（東海第二では，ベント

閉止するため，可燃性ガ

ス濃度の上昇により再

度ベントをしており，格

納容器圧力の増減があ

る） 

 

参考3 図 格納容器気相部温度の推移 

 

図 3 原子炉格納容器気相部温度の推移 

 

参考３図 格納容器気相部温度の推移 

 

 

 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，可搬

型格納容器除熱系の開

始前に，窒素を注入する

ことによる格納容器の

圧力上昇により一時的

に格納容器温度が上昇

する。 

 

① 

① 

① 

① 

① 

① 
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参考4 図 サプレッション・チェンバ・プール水温の推移 

 

図4 サプレッション・プール水温度の推移 

 

参考４図 サプレッション・チェンバ水温の推移 

 

 

・解析結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

①島根２号炉は，可搬

型格納容器除熱系の開

始前に，窒素を注入する

ことによる格納容器の

圧力上昇により一時的

にサプレッション・チェ

ンバ水温が上昇する。 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型格納容器除熱系は，事故発生30日後の崩壊熱相当（約

6.5MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立性評価を示

す。評価にあたっては「①可搬ポンプのNPSH(Net Positive Suction 

Head)評価」で原子炉建屋地下３階に設置する可搬ポンプの必要

NPSHが系統圧力損失を考慮して有効NPSHを満足することを確認す

る。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統で確

保可能な系統流量を評価し，その流量で可搬熱交換器による除熱

可能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，本系統が事故発生30日

後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱できることを確認し，系統成立

性を示す。 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型原子炉格納容器除熱系統は，事故発生 30 日後の崩壊熱

相当（約 5.7MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立

性評価を示す。評価に当たっては「①可搬ポンプの NPSH（Net 

Positive Suction Head）評価」で原子炉建屋原子炉棟地下 2 階

に設置する可搬ポンプの必要 NPSH が，系統圧力損失を考慮して

有効 NPSH を満足することを確認する。次に「②流量評価」で系

統圧力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量を評価し，

その流量で可搬熱交器による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」

で示し，本系統が事故発生 30 日後の崩壊熱相当（約 5.7MW）を除

熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

＜系統成立性評価＞ 

可搬型格納容器除熱系は，事故発生30日後の崩壊熱相当（約

3.9MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立性評価を示

す。評価にあたっては「①可搬ポンプのＮＰＳＨ(Net Positive 

Suction Head)評価」で原子炉建物地下２階に設置する可搬ポンプ

の必要ＮＰＳＨが系統圧力損失を考慮して有効ＮＰＳＨを満足す

ることを確認する。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮し

て，本系統で確保可能な系統流量を評価し，その流量で可搬熱交

換器による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，本系統

が事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確

認し，系統成立性を示す。 

 

・設備の相違 
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 崩壊熱の相違 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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 崩壊熱の相違 

① ポンプのNPSH評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するためには，

流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」が，

ポンプの「必要NPSH」と同等かそれ以上であること（有効NPSH≧

必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSHと必要NPSHを比較す

るNPSH評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では参考5

図の系統構成を想定し，格納容器内圧力（Ｓ／Ｃ），サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水位と可搬ポンプ軸レベル間の水頭差，

吸込配管（HPCF常設配管及び耐熱ホース）圧力損失により求めら

れる有効NPSHと，可搬ポンプの必要NPSHを比較することで評価す

る。有効NPSHの評価式は以下の通りであり，評価結果は参考3表に

示す通り，6号炉及び7号炉ともにポンプのNPSH評価は成立する。 

① ポンプの NPSH 評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効 NPSH」

が，ポンプの「必要 NPSH」と同等かそれ以上であること（有効 NPSH

≧必要 NPSH）を満足する必要がある。 

このため，本評価では図 5 の系統構成を想定し，原子炉格納容

器内圧力（サプレッション・チェンバ），サプレッション・プール

水位と可搬ポンプ軸レベル間の水頭差，吸込配管（原子炉隔離時

冷却系配管及び耐熱ホース）圧力損失により求められる有効 NPSH 

と，可搬ポンプの必要 NPSH を比較することで，ポンプの成立性

を確認する。 

有効 NPSH の評価式は以下のとおりであり，評価結果は表 2 に

示すとおり，ポンプの NPSH 評価は成立する。 

 

①  ポンプのＮＰＳＨ評価 

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効ＮＰ

ＳＨ」が，ポンプの「必要ＮＰＳＨ」と同等かそれ以上であるこ

と（有効ＮＰＳＨ≧必要ＮＰＳＨ）を満足する必要があり，有効

ＮＰＳＨと必要ＮＰＳＨを比較するＮＰＳＨ評価によりポンプの

成立性を確認する。本評価では参考５図の系統構成を想定し，格

納容器内圧力（Ｓ／Ｃ），サプレッション・チェンバのプール水

位と可搬ポンプ吸込口レベル間の水頭差，吸込配管（ＨＰＣＳ常

設配管及び耐熱ホース）圧力損失により求められる有効ＮＰＳＨ

と，可搬ポンプの必要ＮＰＳＨを比較することで評価する。有効

ＮＰＳＨの評価式は以下の通りであり，評価結果は参考３表に示

す通り，ポンプのＮＰＳＨ評価は成立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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 系統構成の相違 

 

① 

① 
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有効 NPSH ＝ Pa － Pv ＋ H － ΔH 

Pa ：水源気相部の圧力［m］ 

Pv ：ポンプ入口温度での飽和蒸気圧力［m］ 

H ：静水頭（水源水位～ポンプ）［m］ 

ΔH：ポンプ吸込ラインの圧力損失［m］ 

参考5図 可搬型格納容器除熱系のNPSH 評価 図 5 可搬型原子炉格納容器除熱系統の NPSH 評価 参考５図 可搬型格納容器除熱系のＮＰＳＨ評価 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

参考3表 NPSH 評価結果 表2 NPSH 評価結果 参考３表 ＮＰＳＨ評価結果 ・設備の相違
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② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の

系統流量は，後述する評価により6号炉では  m3/h以上，7号炉

では  m3/h以上確保可能であることを確認している。本章では，

その評価結果について示す。流量確認方法としては，可搬ポンプ

の「性能曲線」（揚程と流量の関係図）と参考1図の系統構成を想

定した場合の「システム抵抗曲線」との交点がポンプの動作点と

なるため，ポンプの動作点の流量を確認する。その結果は参考6

図及び参考7図に示す通り，6号炉では  m3/h以上，7号炉では  

m3/h以上確保可能であることを確認した。参考として，6号炉の系

統流量  m3/h時，7号炉の系統流量  m3/h時の圧力損失を参考

4表に示す。 

② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬型熱交換器を用いた可搬型原子炉格納容器

除熱系統の系統流量は，後述する評価により 100m３／h 以上確保

可能であることを確認している。本章では，その評価結果につい

て示す。 

流量確認方法としては，可搬ポンプの「性能曲線」（揚程と流量

の関係図）と図 1 の系統構成を想定した場合の「システム抵抗曲

線」との交点が，ポンプの動作点となるため，そのポンプの動作

点の流量を確認する。 

その結果は図 6 に示すとおり，100m３／h 以上確保可能である

ことを確認した。参考として，系統流量 100m３／h 時の圧力損失

を表 3 に示す。 

② 流量評価

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系

の系統流量は，後述する評価により   m3/h以上確保可能である

ことを確認している。本章では，その評価結果について示す。流

量確認方法としては，可搬ポンプの「性能曲線」（揚程と流量の

関係図）と参考１図の系統構成を想定した場合の「システム抵抗

曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作点の

流量を確認する。その結果は参考６図に示す通り，   m3/h以上

 m3/h確保可能であることを確認した。参考として，系統流量   

時の圧力損失を参考４表に示す。 

参考6 図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果（6 号炉） 図6 可搬型原子炉格納容器除熱系統の流量評価結果 参考６図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

参考7 図 可搬型格納容器除熱系の流量評価結果（7 号炉） 
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参考4表 圧力損失内訳 表3 圧力損失内訳 参考４表 圧力損失内訳 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，可搬型格納容器除熱系の流量は6号炉

では   m3/h以上，7号炉では   m3/h以上が確保可能であるこ

とから，その時の系統の除熱量を評価した。 

評価条件は参考5表に示す通りであり，可搬熱交換器の性能及び

大容量送水車による海水側の条件を踏まえて本系統の除熱量を評

価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱で

きることを確認した。 

③ 除熱量評価

②の評価結果のとおり，可搬型原子炉格納容器除熱系統の流量

は 100m３／h以上確保可能であることから，そのときの系統の除熱

量を評価した。 

評価条件は表 4 に示すとおりであり，可搬型熱交換器の性能及

び可搬型代替注水大型ポンプによる海水側の条件を踏まえて本系

統の除熱量を評価したところ，事故発生 30 日後の崩壊熱相当（約

5.7MW）を除熱できることを確認した。 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，可搬型格納容器除熱系の流量は

m3/h以上が確保可能であることから，その時の系統の除熱量を評

価した。 

評価条件は参考５表に示す通りであり，可搬熱交換器の性能及

び大型送水ポンプ車による海水側の条件を踏まえて本系統の除熱

量を評価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を

除熱できることを確認した。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

崩壊熱の相違 

参考5表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 表 4 可搬型熱交換器の除熱量評価条件 参考５表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】
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参考8図 可搬型格納容器除熱系の除熱量評価図 図 8 可搬型原子炉格納容器除熱系統の除熱量評価図 参考７図 可搬型格納容器除熱系の除熱量評価図 ・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

以上の「①ポンプのNPSH評価」，「②流量評価」，「③除熱量

評価」の結果から，可搬型格納容器除熱系は事故発生30日後の崩

壊熱相当（約6.5MW）を除熱するための系統流量が確保可能なシス

テムであることを確認した。

以上の「①ポンプの NPSH 評価」，「②流量評価」及び「③除熱

量評価」の結果から，可搬型原子炉格納容器除熱系統は事故後 30 

日後の崩壊熱相当（約 5.7MW）を除熱するための系統流量が確保

可能なシステムであることを確認した。 

以上の「①ポンプのＮＰＳＨ評価」，「②流量評価」，「③除

熱量評価」の結果から，可搬型格納容器除熱系は事故発生30日後

の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱するための系統流量が確保可能な

システムであることを確認した。

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

崩壊熱の相違 

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型格納容器除熱系の概要

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の概

要を以下に示す。 

ＨＰＣＦポンプＢ室（T.M.S.L.-8200）のＨＰＣＦ復水貯蔵槽側

吸込逆止弁(Ｂ)の上蓋及び弁体を取り外し，上蓋フランジに耐熱

ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接

続する。 

ＨＰＣＦ復水貯蔵槽側吸込逆止弁(Ｂ)に取り付けた耐熱ホース

を，ＨＰＣＦポンプＢ室前通路に設置した可搬ポンプの吸込側フ

ランジに連結し，可搬ポンプ吐出側フランジに取り付けた耐熱ホ

ースを原子炉建屋１階大物搬入口（T.M.S.L.12300）に設置した可

搬熱交換器入口側フランジに連結する。また，Ｂ系弁室

（T.M.S.L.12300）の残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁

(Ｂ)の上蓋及び弁体を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接

続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続し，可搬

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型原子炉格納容器除熱系統の概要

可搬ポンプ，可搬型熱交換器を用いた可搬型原子炉格納容器除

熱系統の概要を以下に示す。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室（EL.－4.0m）の原子炉隔離時冷却

系ポンプの入口逆止弁の上蓋及び弁体を取り外し，上蓋フランジ

に耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホー

スを接続する。

原子炉隔離時冷却系ポンプの入口逆止弁に取り付けた耐熱ホー

スを，原子炉隔離時冷却系ポンプ室に設置した可搬ポンプの吸込

側フランジに連結し，可搬ポンプ吐出側フランジに取り付けた耐

熱ホースを原子炉建屋原子炉棟 1 階大物搬入口（EL.8.2m）に設

置した可搬型熱交換器入口側フランジに連結する。また，低圧代

替注水系（可搬型）の低圧代替注水系逆止弁（EL.20m）の上蓋及

び弁体を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋

を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続し，可搬型熱交換器出

＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬型格納容器除熱系の概要

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の概

要を以下に示す。 

ＨＰＣＳポンプ室（EL.1300）のＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク

水入口逆止弁の上蓋を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接

続できる仮蓋を取り付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続する。 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁に取り付けた耐熱

ホースを，ＨＰＣＳポンプ室に設置した可搬ポンプの吸込側フラ

ンジに連結し，可搬ポンプ吐出側フランジに取り付けた耐熱ホー

スを原子炉建物１階大物搬入口（EL.15300）に設置した可搬熱交

換器の入口側フランジに連結する。また，原子炉建物１階

（EL.15300）のＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁の上蓋

を取り外し，上蓋フランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り

付け，その仮蓋に耐熱ホースを接続し，可搬熱交換器出口側フラ

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違。ま

た，島根２号炉の本系統

は逆止弁に対して逆流

方向から流れるため，逆

止弁の弁体は閉状態で

流路が形成されること

から，弁体の取り外しは

不要 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違。ま

た，島根２号炉の本系統
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熱交換器出口側フランジに連結する。このように系統を構成する

ことで，サプレッション・チェンバ・プール水を可搬ポンプ及び

可搬熱交換器を用いて原子炉圧力容器に注水することが可能とな

る。可搬型格納容器除熱系を構成する耐熱ホース等は，作業時の

被ばく線量を考慮した配置に設置する。 

 

なお，可搬型格納容器除熱系の使用にあたっては，サプレッシ

ョン・チェンバ・プール水からの汚染水を通水する前に復水移送

ポンプで非汚染水による水張りを実施し，可搬部位の健全性確認

を行う。参考9図に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大容量送水車

とホースを配備して連結し，大容量送水車を起動することで海水

を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＨＰＣＦサプレッ

ションプール側吸込隔離弁(Ｂ)を開操作し，残留熱除去系から原

子炉圧力容器へ注水し循環することにより除熱する。 

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の除

熱可能量は，事故発生30日後の崩壊熱「6.5MW」を上回る系統設計

とする。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統

を構成する機器の仕様等は参考6表の通りである。 

口側フランジに連結する。 

このように系統を構成することで，サプレッション・プール水

を可搬ポンプ及び可搬型熱交換器を用いて原子炉圧力容器に注水

することが可能となる。可搬型原子炉格納容器除熱系統を構成す

る耐熱ホース等は，作業時の被ばく線量を考慮した配置に設置す

る。 

なお，可搬型原子炉格納容器除熱系統の使用に当たっては，汚

染したサプレッション・プール水を通水する前に，可搬型代替注

水大型ポンプを用いて非汚染水による水張りを実施し，可搬部位

の健全性確認を行う。図 9 に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬型熱交換器の二次系については，屋外に可搬型代替

注水大型ポンプとホースを配備して連結し，可搬型代替注水大型

ポンプを起動することで海水を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，原子炉隔離時冷却

系ポンプのサプレッション・チェンバ側入口弁を開操作し，低圧

代替注水系（可搬型）から原子炉圧力容器へ注水し循環すること

により除熱する。 

 

 

系統を構成する機器の配置イメージを図 10 に示す。また，系

統を構成する機器の仕様等は表 5 のとおりである。 

 

ンジに連結する。このように系統を構成することで，サプレッシ

ョン・チェンバのプール水を可搬ポンプ及び可搬熱交換器を用い

て原子炉圧力容器に注水することが可能となる。可搬型格納容器

除熱系を構成する耐熱ホース等は，作業時の被ばく線量を考慮し

た配置に設置する。 

 

なお，可搬型格納容器除熱系の使用にあたっては，サプレッシ

ョン・チェンバのプール水からの汚染水を通水する前に復水輸送

ポンプで非汚染水による水張りを実施し，可搬部位の健全性確認

を行う。参考８図に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大型送水ポン

プ車とホースを配備して連結し，大型送水ポンプ車を起動するこ

とで海水を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＨＰＣＳポンプト

ーラス水入口弁を開操作し，低圧原子炉代替注水系から原子炉圧

力容器へ注水し循環することにより除熱する。 

可搬ポンプ，可搬熱交換器を用いた可搬型格納容器除熱系の除

熱可能量は，事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回る系統設

計とする。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統

を構成する機器の仕様等は参考６表の通りである。 

は逆止弁に対して逆流

方向から流れるため，逆

止弁の弁体は閉状態で

流路が形成されること

から，弁体の取り外しは

不要 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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 系統構成の相違 

 

・設備の相違 
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 崩壊熱の相違 

 

 

 

 

 

 

 

参考9図 復水補給水系を用いた系統水張り概要図 

 

図 9 可搬型代替注水大型ポンプを用いた系統水張り概要図 

 

 

 

 

参考８図 復水輸送系を用いた系統水張り概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 
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参考10 図 原子炉建屋地下３階 機器配置図（７号炉の例） 図 10－1 機器配置図（1／5） 参考９図 原子炉建物地下２階 機器配置図 

参考11 図 原子炉建屋地上１階 機器配置図（７号炉の例） 図 10－2 機器配置図（2／5） 参考10図 原子炉建物１階 機器配置図 
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図 10－3 機器配置図（3／5） 

図 10－4 機器配置図（4／5） 
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図 10－5 機器配置図（5／5） 
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参考6表 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 表 5 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 

※機器図は一般例を示すものである。

※詳細設計に伴い機器仕様の変更が必要な場合は，仕様を変更す

る。

参考６表 可搬型格納容器除熱系の機器仕様 

※機器図は一般例を示すものである。

※詳細設計に伴い機器仕様の変更が必要な場合は，仕様を変更す

る。 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

（２）作業に伴う被ばく線量

炉心損傷により発生する汚染水はサプレッション・チェンバ・

プール内にあるが，ＨＰＣＦポンプＢおよびＨＰＣＦ復水貯蔵槽

側吸込逆止弁(Ｂ)はサプレッションプール側隔離弁により常時隔

離されているため直接汚染水に接することはない。 

（２）作業に伴う被ばく線量

炉心損傷で発生した汚染水はサプレッション・プール水中にあ

るが，原子炉隔離時冷却系については，サプレッション・チェン

バ側のポンプ入口弁が通常時開となっているため，原子炉隔離時

冷却系ポンプ入口逆止弁にはサプレッション・プール水が流入し

ていることが考えられる。ただし，原子炉隔離時冷却系について

は，運転している場合には炉心損傷を防止でき，運転が停止した

後に炉心損傷に至ることが考えられる。このため，炉心損傷によ

ってサプレッション・プール水が汚染する段階では，原子炉隔離

（２）作業に伴う被ばく線量

炉心損傷で発生した汚染水はサプレッション・プール水中にあ

るが，高圧炉心スプレイ系については，サプレッション・チェン

バ側のポンプ入口弁が通常時開となっているため，ＨＰＣＳポン

プ復水貯蔵タンク水入口逆止弁にはサプレッション・プール水が

流入していることが考えられる。ただし，高圧炉心スプレイ系に

ついては，運転している場合には炉心損傷を防止でき，運転が停

止した後に炉心損傷に至ることが考えられる。このため，炉心損

傷によってサプレッション・プール水が汚染する段階では，高圧

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

高圧注水系の第一水

源が島根２号炉はサプ

レッション・チェンバで

あるため，サプレッショ

ン・チェンバ側の入口弁
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また，残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)は復水貯

蔵槽を水源とする復水補給水系（以下ＭＵＷＣという）で満たさ

れているため直接汚染水に接することはない。 

ＨＰＣＦポンプＢ室内（T.M.S.L.-8200）におけるＨＰＣＦ復水

貯蔵槽側吸込逆止弁(Ｂ)付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏

えいに起因する室内の空間線量率及び線源配管からの直接線によ

る線量率により約26.1mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

ＨＰＣＦ復水貯蔵槽側吸込逆止弁(Ｂ)への耐熱ホース接続作業

については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時間程

度（5 人1 班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行い，作

業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可能であ

る。 

Ｂ系弁室（T.M.S.L.12300）内における残留熱除去系注入ライン

洗浄水入口逆止弁(Ｂ)付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏え

いに起因する室内の空間線量率により約12.8mSv/hとなる。〔参考

９－補足２〕 

残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)への耐熱ホース

接続作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約

10 時間程度（5 人1 班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を

行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施

可能である。 

原子炉建屋大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気

時冷却系の系統内は流動がない状態であり，汚染したサプレッシ

ョン・プール水が作業エリアに敷設されている配管系まで流入し

ないことも考えられる。 

また，低圧代替注水系（可搬型）は，代替淡水貯槽等を水源と

する系統であり，低圧代替注水系逆止弁が直接汚染水に接するこ

とはない。 

原子炉隔離時冷却系ポンプ室内（EL.－4.0m）における原子炉隔

離時冷却系ポンプ入口逆止弁付近の雰囲気線量は，原子炉格納容

器からの漏えいに起因する室内の空間線量率及び線源配管からの

直接線による線量率により約 20mSv／h となる。（参考 8－補足 1 

参照） 

低圧代替注水系（可搬型）の低圧代替注水系逆止弁（EL.20m）

付近の雰囲気線量は，原子炉格納容器からの漏えいに起因する室

内の空間線量率及び線源配管からの直接線による線量率により約

20mSv／h となる。（参考 8－補足 1 参照） 

原子炉建屋原子炉棟の大物搬入口における可搬型熱交換器設置

炉心スプレイ系の系統内は流動がない状態であり，汚染したサプ

レッション・プール水が作業エリアに敷設されている配管系まで

流入しないことも考えられる。 

また，ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁は低圧原子炉

代替注水槽を水源とする低圧原子炉代替注水系で満たされている

ため直接汚染水に接することはない。 

ＨＰＣＳポンプ室内（EL.1300）におけるＨＰＣＳポンプ復水貯

蔵タンク水入口逆止弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏え

いに起因する室内の空間線量率及び線源配管からの直接線による

線量率により約12.8mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

ＨＰＣＳポンプ復水貯蔵タンク水入口逆止弁への耐熱ホース接

続作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 

時間程度（５人１班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行

い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可

能である。 

原子炉建物１階（EL.15300）におけるＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－

注水ライン逆止弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに

起因する室内の空間線量率により約3.3mSv/hとなる。〔参考９－

補足２〕 

ＦＬＳＲ可搬式設備Ａ－注水ライン逆止弁への耐熱ホース接続

作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時

間程度（５人１班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行い，

作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施可能で

ある。 

原子炉建物大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気

は開 

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7】 

作業場所の線量率の

相違 

・資料構成の相違

【東海第二】 

本項最終段落に記載 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の線量率の

相違 

・資料構成の相違

【東海第二】 

本項最終段落に記載 

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

系統構成の相違 

39-287



 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版） 東海第二発電所（2018.9.18 版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約21.7mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，

後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，

交代体制を整えることで実施可能である。 

箇所（EL.8.2m）の雰囲気線量は，原子炉格納容器からの漏えいに

起因する室内の空間線量率及び線源配管からの直接線による線量

率により約 13mSv／h となる。（参考 8－補足 1 参照） 

これらの作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時

間は，約 13 時間程度（6 人 1 班で作業）と想定しており，必要

に応じて遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，交代

体制を整えることで実施可能である。 

線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約5.2mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，

後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（５人１班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，

交代体制を整えることで実施可能である。 

・評価結果の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

作業場所の線量率の

相違 

・運用の相違

【東海第二】 

作業時間，作業人数の

相違 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちに可搬ポンプを停止し復水移送ポンプからの非汚染水に

よりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す。 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちに可搬ポンプを停止し，可搬型代替注水大型ポンプから

の非汚染水によりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを図 11 に示す。 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちに可搬ポンプを停止し復水輸送ポンプからの非汚染水に

よりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す。 

参考12図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシ

ング

図 11 可搬型代替注水大型ポンプを用いたフラッシング 参考11図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシ

ング

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

Ⅰ.残留熱除去系Bの循環運転で使用した弁を全て全閉とする。 

Ⅱ.残留熱除去系Bの洗浄水弁を開操作し，洗浄水逆止弁接続の

耐熱ホース及び可搬ポンプを逆流し，HPCFポンプB最小流量

バイパス弁を開操作することで，サプレッション・チェン

Ⅰ．可搬型原子炉格納容器除熱系統による循環運転で使用した弁

を全て全閉する。 

Ⅱ．低圧代替注水系（可搬型）の注水ラインの弁を開操作し，低

圧代替注水系逆止弁接続の耐熱ホース及び可搬ポンプを逆流

し，原子炉隔離時冷却系ミニフロー弁を開操作することで，

Ⅰ.可搬型格納容器除熱系の循環運転で使用した弁を全て全閉

とする 

Ⅱ.高圧炉心スプレイ系の洗浄水弁，ＦＬＳＲ注水隔離弁，Ａ－

ＲＨＲ注水弁を開操作し，復水輸送系の水が耐熱ホース，

可搬ポンプ及び可搬熱交換器を経由し，原子炉圧力容器へ

・設備の相違

【柏崎 6/7，東海第二】 

フラッシング系統の

原子炉建物 

サプレッション・チェンバ

原
子
炉
圧
力
容
器

原子炉格納容器 

ドライウェル 

高圧炉心 

スプレイ

ポンプ

MO 

復水貯蔵 

タンク

ストレーナ 

MO 

MO 

A-残留熱除去系より
外部接続口 

MO 

可搬型 

熱交換器 

MO 

移動式 

熱交換 

設備へ 

可搬ポンプ 

低圧原子炉 

代替注水ポンプ 

復水輸送ポンプより 

大型送水ポンプ車 

海 
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バ・プールへ流入し，系統をフラッシングする 

Ⅲ.サプレッション・チェンバ・プール水位に影響しない範囲で，

空間線量が下がるまでフラッシングを実施する 

Ⅳ.フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分

低下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする 

Ⅴ.漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する 

サプレッション・チェンバへ流入し，系統をフラッシングす

る。 

Ⅲ．サプレッション・プール水位が格納容器ベントライン水没レ

ベルに達しない範囲で，空間線量が下がるまでフラッシング

を実施する。 

Ⅳ．フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分低

下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする。 

Ⅴ．漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する。 

流入することで，系統をフラッシングする 

Ⅲ.サプレッション・チェンバのプール水位に影響しない範囲

で，空間線量が下がるまでフラッシングを実施する 

Ⅳ.フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分

低下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする 

Ⅴ.漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する 

相違 

２．可搬熱交換器によるＳＰＣＵを用いた格納容器除熱 

＜実現可能性＞ 

格納容器ベントによる格納容器除熱を実施している場合，残留

熱除去系による格納容器除熱機能の回復を実施する。残留熱除去

系の機能回復が長期間実施できない場合，可搬設備を用いた可搬

型格納容器除熱系を構築する。 

また，可搬型格納容器除熱系に加え，サプレッション・チェン

バ・プールを水源として運転可能なＳＰＣＵポンプを使用する除

熱系を構築する。除熱設備として可搬熱交換器を使用し，残留熱

除去系から原子炉圧力容器へ注水し循環することにより除熱す

る。 

「ＳＰＣＵポンプ吐出弁」に耐熱ホースを接続し，原子炉建屋

搬入口に設置する可搬熱交換器と接続する構成とする。可搬熱交

換器の出口側については残留熱除去系の原子炉注水配管にある

「残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)」と耐熱ホース

で連結する構成とする。これらの構成で，ＳＰＣＵポンプにより

サプレッション・チェンバ・プール水を可搬熱交換器に送水し，

そこで除熱した水を原子炉圧力容器に注水する系統を構築する。

なお，可搬熱交換器の二次系については，大容量送水車により海

水を通水できる構成とする。 

ＳＰＣＵ系はサプレッション・チェンバ・プール水を浄化する

ことが目的であり，通常運転時及び事故時には停止状態で待機し

ている。さらに，待機時は復水貯蔵槽を水源とした系統構成とな

っているため，サプレッションプール内の汚染水が流入する可能

性は無い。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は SPCU 無

し 
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参考13 図 SPCU による格納容器除熱系の系統概要図 

参考7 表 SPCU による格納容器除熱系構築に必要な作業 

＜効果＞ 

除熱量は事故発生30 日後の崩壊熱「6.5ＭＷ」を上回ることか

ら「①可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」の参考2～4 図

にて示したものと同等の除熱効果が得られる。 

＜系統成立性評価＞ 

ＳＰＣＵによる格納容器除熱系は，事故発生30 日後の崩壊熱相

当（約6.5MW）を除熱できる設計とし，本章ではその系統成立性評

価を示す。評価にあたっては「①ＳＰＣＵポンプのNPSH(Net 

Positive Suction Head)評価」で原子炉建屋地下３階に設置され

ているＳＰＣＵポンプの必要NPSH が系統圧力損失を考慮して有

効NPSH を満足することを確認する。次に「②流量評価」で系統圧

力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量を評価し，その

流量で可搬熱交換器による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」

で示し，本系統が事故発生30 日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除

熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

① ＳＰＣＵポンプのNPSH 評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」

が，ポンプの「必要NPSH」と同等かそれ以上であること（有効NPSH≧

必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSH と必要NPSH を比較

する 

NPSH 評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では参考14 

図の系統構成を想定し，格納容器内圧力（Ｓ／Ｃ），サプレッシ
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ョン・チェンバ・プール水位とＳＰＣＵポンプ軸レベル間の水頭

差，吸込配管圧力損失により求められる有効NPSH と，ＳＰＣＵポ

ンプの必要NPSHを比較することで評価する。有効NPSH の評価式は

以下の通りであり，評価結果は参考8 表に示す通り，6 号炉及び7 

号炉ともにポンプのNPSH 評価は成立する。 

 

参考14 図 ＳＰＣＵによる格納容器除熱系のNPSH 評価 

   

参考8 表 NPSH 評価結果 

 

   

② 流量評価 

SPCU ポンプ及び可搬熱交換器を用いたSPCU ポンプによる格納

容器除熱系の系統流量は，後述する評価により  m3/h 以上確保

可能であることを確認している。本章では，その評価結果につい

て示す。 

流量確認方法としては，SPCU ポンプの「性能曲線」（揚程と流

量の関係図）と参考13 図の系統構成を想定した場合の「システム

抵抗曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポンプの動作

点の流量を確認する。その結果は参考15 図及び参考16 図に示す
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通りであり，  m3/h 以上確保可能であることを確認した。参考

として，6 号炉及び7 号炉の系統流量  m3/h 時の圧力損失を参

考9 表に示す。 

参考15 図 ＳＰＣＵによる格納容器除熱系の流量評価結果（6 号

炉） 

参考16 図 ＳＰＣＵによる格納容器除熱系の流量評価結果（7 号

炉） 
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参考9 表 圧力損失内訳 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，SPCU による格納容器除熱系の流量

は，6 号炉及び7 号炉ともに 

  m3/h 以上が確保可能であることから，   m3/h 時の系統の

除熱量を評価した。評価条件は参考10 表に示す通りであり，可搬

熱交換器の性能及び大容量送水車による海水側の条件を踏まえて

本系統の除熱量を評価したところ，事故発生30 日後の崩壊熱相当

（約6.5MW）を除熱できることを確認した。 

参考10 表 可搬熱交換器の除熱量評価条件 

参考17 図 SPCU による格納容器除熱系の除熱量評価図 

以上の「①ポンプのNPSH 評価」，「②流量評価」，「③除熱量評

価」の結果から，SPCU による格納容器除熱系は事故発生30 日後

の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱するための系統流量が確保可能な

システムであることを確認した。
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＜具体的な手順の概要＞ 

（１）可搬熱交換器によるＳＰＣＵを用いた格納容器除熱系概要

可搬熱交換器によるＳＰＣＵを用いた格納容器除熱手順の概要

を以下に示す。 

Ｓ Ｐ Ｃ Ｕ ポンプ室（ T.M.S.L.-8200 ） 内のＳ Ｐ Ｃ Ｕ ポ

ンプ吐出弁及びＢ 系弁室（T.M.S.L.12300）内の残留熱除去系注

入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)のボンネット及び弁体を取り外

し，ボンネットフランジに耐熱ホースが接続できる仮蓋を取り付

け，その仮蓋に耐熱ホースを接続する。それぞれの箇所から，原

子炉建屋１階大物搬入口（T.M.S.L.12300）に配置した可搬熱交換

器出入口側フランジに連結する。このように系統を構成すること

で，サプレッション・チェンバ・プール水をＳＰＣＵポンプ及び

可搬熱交換器を用いて原子炉圧力容器に注水することが可能とな

る。可搬設備を連結する耐圧ホース等は，作業時の被ばく線量を

考慮した配置に設置する。 

なお，本系統の使用にあたっては，サプレッション・チェンバ・

プール水からの汚染水を通水する前に復水移送ポンプで非汚染水

による水張りを実施し，可搬部位の健全性確認を行う。参考18 図

に系統水張りの概要図を示す。 

また，可搬熱交換器の二次系については，屋外に大容量送水車

とホースを配備して連結し，大容量送水車を起動することで海水

を通水する。 

系統水張りによる健全性確認が完了した後，ＳＰＣＵサプレッ

ションプール側吸込第一，第二隔離弁を開操作し，残留熱除去系

から原子炉圧力容器へ注水し循環することにより除熱する。 

可搬熱交換器を用いたＳＰＣＵポンプによる除熱可能量は，事

故発生30 日後の崩壊熱「6.5ＭＷ」を上回る。 

系統を構成する機器の配置イメージを以下に示す。また，系統

を構成する機器の仕様等は参考11 表のとおりである。 

参考18 図 復水補給水系を用いた系統水張り概要図 
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参考19 図 原子炉建屋地下３階 機器配置図（7 号炉の例） 

参考20 図 原子炉建屋地上１階 機器配置図（7 号炉の例） 
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参考11 表 SPCU による格納容器除熱系の機器仕様 

 

   

（２）作業に伴う被ばく線量 

炉心損傷により発生する汚染水はサプレッション・チェンバ・

プール内にあるが，ＳＰＣＵポンプおよびＳＰＣＵポンプ吐出弁

はサプレッションプール側隔離弁２個により隔離されているため

直接汚染水に接することはない。 

また，残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)は復水貯

蔵槽を水源とするＭＵＷＣ系の水で満たされているため直接汚染

水に接することはない。 

 

ＳＰＣＵポンプ室内（T.M.S.L.-8200）におけるＳＰＣＵポンプ

吐出弁付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏えいに起因する室

内の空間線量率及び線源配管からの直接線による線量率により約

22.8 mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

ＳＰＣＵポンプ吐出弁への耐熱ホース接続作業については，準
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備作業，後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で

作業）と想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員

を確保し，交代体制を整えることで実施可能である。 

 

Ｂ系弁室（T.M.S.L.12300）内における残留熱除去系注入ライン

洗浄水入口逆止弁(Ｂ)付近の雰囲気線量は，格納容器からの漏え

いに起因する室内の空間線量率により約12.8mSv/h となる。〔参

考９－補足２〕 

残留熱除去系注入ライン洗浄水入口逆止弁(Ｂ)への耐熱ホース

接続作業については，準備作業，後片付けを含めて作業時間は約

10 時間程度（5 人1 班で作業）と想定しており，遮蔽等の対策を

行い，作業員の交代要員を確保し，交代体制を整えることで実施

可能である。 

 

原子炉建屋大物搬入口における可搬熱交換器配備箇所の雰囲気

線量は，格納容器からの漏えいに起因する室内の空間線量率によ

り約21.7 mSv/h となる。〔参考９－補足２〕 

可搬熱交換器への耐熱ホース接続作業については，準備作業，

後片付けを含めて作業時間は約10 時間程度（5 人1 班で作業）と

想定しており，遮蔽等の対策を行い，作業員の交代要員を確保し，

交代体制を整えることで実施可能である。 

(３)フランジ部からの漏えい発生時の対応 

系統のフランジ部からの漏えい発生等の異常を検知した場合

は，直ちにＳＰＣＵポンプを停止し復水移送ポンプからの非汚染

水によりフラッシングを実施する。 

フラッシングにより現場へのアクセスが可能になった後，増し

締め等の補修作業を実施する。 

 

非汚染水によるフラッシングの系統イメージを以下に示す 

   

 

参考21 図 復水補給水系からの洗浄水ラインを使用したフラッシ

ング 
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I. 残留熱除去系Ｂの循環運転で使用した弁を全て全閉とす

る。 

II. 残留熱除去系Ｂの洗浄水弁及びＳＰＣＵサプレッションプ

ール戻り弁を開操作し，洗浄水逆止弁接続の耐熱ホース及

びＳＰＣＵポンプの吐出ラインからサプレッション・チェ

ンバ・プールに流入することで系統をフラッシングする 

III.サプレッション・チェンバ・プール水位に影響しない範囲

で，空間線量が下がるまでフラッシングを実施する 

IV. フラッシングにより漏えいフランジ近辺の空間線量が十分

低下した場合，漏えいフランジ部にアクセスする 

V. 漏えいフランジの増し締めを行い，系統を復旧する 

   

〔参考９－補足１〕長期安定性の維持のためにＦＰＣとＣＵＷ熱

交換器使用の可能性について 

 〔参考９－補足１〕長期安定性の維持のためにＦＰＣとＣＵＷ補

助熱交換器使用の可能性について 

・設備の相違 

【東海第二】 

東海第二は，長期安定

冷却手段として，可搬型

除熱系統を説明 

【柏崎 6/7】 

 系統構成の相違 

長期安定性の維持のためにＦＰＣ熱交換器又はＣＵＷ熱交換器

による格納容器除熱が可能であるかの検討を行った。ただし，Ｆ

ＰＣ熱交換器については，これを用いて格納容器除熱を実施する

ラインを構成することで使用済燃料プールの冷却が行えなくなる

ため，格納容器除熱としては使用しないこととする。なお，ＦＰ

Ｃ熱交換器を用いてサプレッション・チェンバ・プール水を除熱

するためには，ＦＰＣポンプを使用する必要があるが，ＦＰＣポ

ンプは原子炉建屋地上2 階に設置されており，水源であるサプレ

ッション・チェンバ・プールとのレベル差が大きく，ポンプNPSH

評価が成立しないため，使用は困難と考えている。一方で，ＣＵ

Ｗ熱交換器による格納容器除熱手段については系統成立性が確認

できたため使用可能と判断した。詳細の成立性評価について以下

に示す。 

 長期安定性の維持のためにＦＰＣ熱交換器又はＣＵＷ補助熱交

換器による格納容器除熱が可能であるかの検討を行った。ただし，

ＦＰＣ熱交換器については，これを用いて格納容器除熱を実施す

るラインを構成することで燃料プールの冷却が行えなくなるた

め，格納容器除熱としては使用しないこととする。なお，ＦＰＣ

熱交換器を用いてサプレッション・チェンバのプール水を除熱す

るためには，ＦＰＣポンプを使用する必要があるが，ＦＰＣポン

プは原子炉建物中２階に設置されており，水源であるサプレッシ

ョン・チェンバとのレベル差が大きく，ポンプＮＰＳＨ評価が成

立しないため，使用は困難と考えている。一方で，ＣＵＷ補助熱

交換器による格納容器除熱手段については系統成立性が確認でき

たため使用可能と判断した。詳細の成立性評価について以下に示

す。なお，ＣＵＷ非再生熱交換器は原子炉補機冷却系の常用負荷

に接続されているため，より実現可能性の高い格納容器除熱系と

して非常用負荷に接続されているＣＵＷ補助熱交換器を用いた系

統を検討する。 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 系統構成の相違 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 系統構成の相違 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

 系統構成の相違 
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(1)代替原子炉補機冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱

〈実現可能性〉 

ＣＵＷ系は通常運転中に原子炉冷却材の浄化を行う系統であ

り，重大事故等時に原子炉水位の低下（レベル２）により隔離状

態になる。 

また，通常は原子炉補機冷却系を冷却水として用いているが，

本除熱手段では代替原子炉補機冷却系を用いることで冷却水を確

保する。 

耐熱ホース等はＣＵＷ系では使用する必要が無く，手動弁によ

る系統構成のみで運転可能である。 

ＣＵＷ系は原子炉圧力容器が水源であり，ＣＵＷポンプの吸込

み圧力を確保するため原子炉水位が吸込配管である原子炉停止時

冷却モードの取り出し配管高さ以上（事故時は原子炉水位低「レ

ベル３」以上を目安とするが，原子炉圧力が低下している場合は

原子炉水位「ＮＷＬ」以上としている）に十分に確保されている

ことが必要である。そのため，大ＬＯＣＡ事象のように原子炉水

位を十分に確保できない場合は運転することができない。 

さらに，ＣＵＷポンプは電動機とポンプが一体型のキャンドモ

ータポンプであるため，通常運転中は制御棒駆動系から電動機に

清浄なパージ水を供給しており，この原子炉除熱運転時も同様に

制御棒駆動系からのパージ水が必要となる。制御棒駆動系からの

パージ水供給が不可能な場合は，補給水系等による代替パージ水

を供給する手段を整えることによりＣＵＷ系による原子炉除熱を

実施することができる。 

これらの条件を満たした上で，代替原子炉補機冷却系を用いた

ＣＵＷ系による除熱可能量は事故発生30日後の崩壊熱「6.5MW」を

上回る。 

(1)原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱

〈実現可能性〉 

ＣＵＷ系は通常運転中に原子炉冷却材の浄化を行う系統であ

り，重大事故等時に原子炉水位の低下（レベル３）により隔離状

態になる。 

また，通常は原子炉補機冷却系を冷却水として用いているが，

本除熱手段では原子炉補機代替冷却系を用いることで冷却水を確

保する。 

耐熱ホース等はＣＵＷ系では使用する必要がなく，弁操作によ

る系統構成のみで運転可能である。 

ＣＵＷ系は原子炉圧力容器が水源であり，ＣＵＷ補助ポンプは

原子炉圧力が低圧時にも冷却材の循環を行うことが可能である

が，大ＬＯＣＡ事象のように原子炉水位を十分に確保できない場

合は運転することができない。 

ＣＵＷ系による原子炉除熱の条件を満たした上で，原子炉補機

代替冷却系を用いたＣＵＷ系による除熱可能量は事故発生30日後

の崩壊熱「約3.9MW」を上回る。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の CUW 系

による原子炉除熱系の

弁は，手動弁，電動弁及

び空気作動弁で構成さ

れる 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は原子炉

低圧時にも循環運転可

能なＣＵＷ補助ポンプ

を設置している。ポンプ

部とモータ部をカップ

リングで連結するポン

プであり，パージ水は不

要 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 
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図1 代替原子炉補機冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱 

系統概要図 

図１ 原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱 

系統概要図 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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図2 代替原子炉補機冷却系（ＣＵＷ除熱ライン） 系統概要図（7 号

炉の例） 

図２ 原子炉補機代替冷却系（ＣＵＷ除熱ライン） 系統概要図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

＜効果＞ 

除熱量は事故発生30日後の崩壊熱「6.5MW」を上回ることから

「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」の参考2～4図

にて示した同等の除熱効果が得られる。 

＜効果＞ 

除熱量は事故発生30日後の崩壊熱「約3.9MW」を上回ることから

「１．可搬型格納容器除熱系による格納容器除熱」の参考２～４

図にて示した同等の除熱効果が得られる。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 

＜系統成立性評価＞ 

代替原子炉補機冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱は，

事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱できることとし，

本章ではその系統成立性評価を示す。評価にあたっては「①ＣＵ

ＷポンプのNPSH(Net Positive Suction Head)評価」で原子炉建屋

地下３階に設置されているＣＵＷポンプの必要NPSHが系統圧力損

失を考慮して有効NPSHを満足することを確認する。次に「②流量

評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統で確保可能な系統流量

を評価する。このとき，ＣＵＷポンプ流量については基本的に通

常運転時と使用条件が変わらないため定格流量は確保可能であ

り，改めて評価する必要はない。一方で，従来流路として考慮し

ていなかった常用系ラインを通水することとなる代替原子炉補機

冷却水ポンプについては流量評価を行い，その流量で代替原子炉

補機冷却系による除熱可能な除熱量を「③除熱量評価」で示し，

本系統が事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱できるこ

とを確認し，系統成立性を示す。 

＜系統成立性評価＞ 

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱は，

事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることとし，

本章ではその系統成立性評価を示す。評価にあたっては「①ＣＵ

Ｗ補助ポンプのＮＰＳＨ(Net Positive Suction Head)評価」で原

子炉建物地下１階に設置されているＣＵＷ補助ポンプの必要ＮＰ

ＳＨが系統圧力損失を考慮して有効ＮＰＳＨを満足することを確

認する。次に「②流量評価」で系統圧力損失を考慮して，本系統

で確保可能な系統流量を評価する。このとき，ＣＵＷ補助ポンプ

については基本的に通常運転時と使用条件が変わらないため定格

流量は確保可能であり，改めて評価する必要はない。一方で，従

来流路として考慮していなかった常用系ラインを通水することと

なる原子炉補機代替冷却水ポンプについては流量評価を行い，そ

の流量で原子炉補機代替冷却系による除熱可能な除熱量を「③除

熱量評価」で示し，本系統が事故発生30日後の崩壊熱相当（約

3.9MW）を除熱できることを確認し，系統成立性を示す。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 

①ＣＵＷポンプのNPSH評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

①ＣＵＷ補助ポンプのＮＰＳＨ評価

ポンプがキャビテーションを起こさず正常に動作するために

・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効NPSH」

が，ポンプの「必要NPSH」と同等かそれ以上であること（有効NPSH≧

必要NPSH）を満足する必要があり，有効NPSHと必要NPSHを比較す

るNPSH評価によりポンプの成立性を確認する。本評価では図3の系

統構成を想定し，原子炉圧力，原子炉水位とＣＵＷポンプ軸レベ

ル間の水頭差，吸込配管圧力損失により求められる有効NPSHと，

ＣＵＷポンプの必要NPSHを比較することで評価する。有効NPSHの

評価式は以下の通りであり，評価結果は表1に示す通り，6号炉及

び7号炉ともにポンプのNPSH評価は成立する。 

は，流体圧力や吸込配管圧力損失等により求められる「有効ＮＰ

ＳＨ」が，ポンプの「必要ＮＰＳＨ」と同等かそれ以上であるこ

と（有効ＮＰＳＨ≧必要ＮＰＳＨ）を満足する必要があり，有効

ＮＰＳＨと必要ＮＰＳＨを比較するＮＰＳＨ評価によりポンプの

成立性を確認する。本評価では図３の系統構成を想定し，原子炉

圧力，原子炉水位とＣＵＷ補助ポンプ軸レベル間の水頭差，吸込

配管圧力損失により求められる有効ＮＰＳＨと，ＣＵＷ補助ポン

プの必要ＮＰＳＨを比較することで評価する。有効ＮＰＳＨの評

価式は以下の通りであり，評価結果は表１に示す通り，ポンプの

ＮＰＳＨ評価は成立する。 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

図3 ＣＵＷ系による原子炉除熱のNPSH 評価 図３ ＣＵＷ系による原子炉除熱のＮＰＳＨ評価 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

表1 NPSH評価結果 表１ ＮＰＳＨ評価結果 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 
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② 流量評価

代替原子炉補機冷却系を用いたCUW系による原子炉除熱の，代替

原子炉補機冷却系の系統流量は，後述する評価により6号炉では  

m3/h以上，7号炉では  m3/h以上確保可能であることを確認して

いる。本章では，その評価結果について示す。 

流量確認方法としては，代替原子炉補機冷却水ポンプの「性能

曲線」（揚程と流量の関係図）と図2の系統構成を想定した場合の

「システム抵抗曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポ

ンプの動作点の流量を確認する。その結果は図4及び図5に示す通

り，ポンプ動作点が6号炉では  m3/h，7号炉では  m3/hであ

ることから，本系統流量は6号炉では  m3/h以上，7号炉では  

m3/h以上確保可能であることを確認した。 

参考として，6号炉における系統流量  m3/h時，7号炉におけ

る系統流量  m3/h時の圧力損失を表2に示す。 

② 流量評価

原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系による原子炉除熱の，

原子炉補機代替冷却系の系統流量は，後述する評価により   

m3/h以上確保可能であることを確認している。本章では，その評

価結果について示す。 

流量確認方法としては，原子炉補機代替冷却水ポンプの「性能

曲線」（揚程と流量の関係図）と図２の系統構成を想定した場合の

「システム抵抗曲線」との交点がポンプの動作点となるため，ポ

ンプの動作点の流量を確認する。その結果は図４に示す通り，ポ

ンプ動作点が       m3/h以上であることから，本系統流量は

m3/h以上確保可能であることを確認した。 

参考として，系統流量    m3/h時の圧力損失を表２に示す。 

図4 CUW系による原子炉除熱 代替原子炉補機冷却系 系統流量評

価結果（6 号炉） 

図４ ＣＵＷ系による原子炉除熱 原子炉補機代替冷却系 系統流

量評価結果 
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図5 CUW 系による原子炉除熱 代替原子炉補機冷却系 系統流量評

価結果（7 号炉） 

表2 圧力損失内訳 表２ 圧力損失内訳 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，ＣＵＷによる原子炉除熱の,代替原子

炉補機冷却系系統流量は，6号炉では流量   m3/h，７号炉では 

m3/hが確保可能であることから，それぞれの流量における系統の

除熱量を評価した。 

評価条件は表3に示す通りであり，ＣＵＷ非再生熱交換器及び代

替熱交換器車の性能，大容量送水車による海水側の条件を踏まえ

て本系統の除熱量を評価したところ，事故発生30日後の崩壊熱相

当（約6.5MW）を除熱できることを確認した。 

③ 除熱量評価

上述②の評価結果の通り，ＣＵＷによる原子炉除熱の,原子炉補

機代替冷却系系統流量は m3/hが確保可能であることから，系

統の除熱量を評価した。 

評価条件は表３に示す通りであり，ＣＵＷ補助熱交換器及び移

動式代替熱交換設備の性能，大型送水ポンプ車による海水側の条

件を踏まえて本系統の除熱量を評価したところ，事故発生30日後

の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱できることを確認した。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

系統構成の相違 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 
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表3 代替熱交換器車の除熱量評価条件 表３ 移動式熱交換設備の除熱量評価条件 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

図6 ＣＵＷ系による原子炉除熱の除熱量評価図 図５ ＣＵＷ系による原子炉除熱の除熱量評価図 ・設備の相違

【柏崎 6/7】 

以上の「①ポンプのNPSH評価」，「②流量評価」，「③除熱量

評価」の結果から，代替原子炉補機冷却系を用いたCUW系による原

子炉除熱は事故発生30日後の崩壊熱相当（約6.5MW）を除熱するた

めの系統流量が確保可能なシステムであることを確認した。 

以上の「①ポンプのＮＰＳＨ評価」，「②流量評価」，「③除熱量

評価」の結果から，原子炉補機代替冷却系を用いたＣＵＷ系によ

る原子炉除熱は事故発生30日後の崩壊熱相当（約3.9MW）を除熱す

るための系統流量が確保可能なシステムであることを確認した。 

・設備の相違

【柏崎 6/7】 

崩壊熱の相違 

〔参考９－補足２〕作業エリアの線量評価について 参考 8－補足 1 

作業エリアの線量評価について 

〔参考９－補足２〕作業エリアの線量評価について 

各作業エリアにおける線量評価は「格納容器からの漏えいに起

因する室内の線量率」と「線源配管からの直接線による線量率」

の寄与を合わせて評価するものとする。 

各作業エリアにおける線量評価は「原子炉格納容器からの漏え

いに起因する室内の線量率」と「線源配管からの直接線による線

量率」の寄与を合わせて評価するものとする。 

各作業エリアにおける線量評価は「格納容器からの漏えいに起

因する室内の線量率」と「線源配管からの直接線による線量率」

の寄与を合わせて評価するものとする。 
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１．評価の方法 

（１）格納容器から漏えいに起因する線量率 

原子炉区域内の線量率は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷

（格納容器過圧・過温）」において，格納容器ベントを実施した

場合の事故発生30 日後の原子炉建屋内の放射能量を考慮し，サブ

マージョンモデルにより計算する。格納容器から漏えいした放射

性物質は原子炉区域内に一様に分散しているものとし，原子炉区

域内から環境中への漏えいはないものとして計算した。表１に各

作業エリア空間容積を示す。 

１．評価の方法 

（１）原子炉格納容器から漏えいに起因する線量率 

原子炉建屋原子炉棟内の区域の線量率は，「雰囲気圧力・温度に

よる静的負荷（格納容器過圧・過温）」において，格納容器ベント

を実施した場合の事故発生 30 日後の原子炉建屋原子炉棟内の放

射能量を考慮し，サブマージョンモデルにより計算する。原子炉

格納容器から漏えいした放射性物質は原子炉建屋原子炉棟内に一

様に分散しているものとし，原子炉建屋原子炉棟内から環境中へ

の漏えいはないものとして計算した。表 1 に各作業エリア空間容

積を示す。 

１．評価の方法 

（１）格納容器からの漏えいに起因する線量率 

原子炉棟内の線量率は，「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温）」において，格納容器ベントを実施した場合

の事故発生30 日後の原子炉建物内の放射能量を考慮し，サブマー

ジョンモデルにより計算する。格納容器から漏えいした放射性物

質は原子炉棟内に一様に分散しているものとし，原子炉棟内から

環境中への漏えいはないものとして計算した。表１に各作業エリ

ア空間容積を示す。 

 

 

D = 6.2 × 10−14 ∙
Qγ

VR/B
Eγ ∙ (1 − e−μ∙R) ∙ 3600 

ここで， 

Ｄ ：放射線量率（Gy／h） 

6.2×10－１４ ：サブマージョンモデルによる換算係数

(
dis∙m3∙Gy

MeV∙Bq∙s
) 

Ｑγ ：原子炉建屋内放射能量 

（Bq：γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値） 

ＶＲ/Ｂ：原子炉建屋原子炉棟内の区域の気相部容積（85,000m

３） 

Ｅγ ：γ線エネルギ（0.5MeV／dis） 

μ    ：空気に対する γ 線のエネルギ吸収係数（3.9×10－３

／m） 

Ｒ    ：評価対象エリアの空間容積と等価な半球の半径（m） 

ＶＯＦ ：評価対象エリアの容積 

R = √
3・VOF

2・π

3

 

 

𝐷 = 6.2 × 10−14 ∙
Qγ

V
∙ Eγ ∙ (1 − e−μ∙R) ∙ 3600 

ここで， 

𝐷：外部被ばくによる放射線量率（Gy/h）※１ 

※１ Gyから Svへの換算係数は１とする。 

6.2 × 10−14：サブマージョンモデルによる換算係数(
dis∙m3∙Gy

MeV∙Bq∙s
) 

Qγ：原子炉建物内の存在量（Bq：ガンマ線実効エネルギ 0.5MeV

換算値） 

V：原子炉建物内の空間容積（101,000m３） 

Eγ：γ線エネルギ（0.5MeV/dis） 

μ：空気に対するγ線のエネルギ吸収係数（3.9×10-3/m） 

R：評価対象エリアの空間と等価な半球の半径（m） 

VF：評価対象エリアの空間容積（m3） 

 

R = √
3 ∙ VF

2π

3
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表１ 各作業エリア空間容積 

 

表1 各作業エリア空間容積 

 

 

表１ 各作業エリア空間容積 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

（２）線源配管からの直接線による線量率 

図１に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，格納容

器貫通部とサプレッションプール側一次隔離弁までの配管に存在

することになるため，当該配管は線源となる。線源配管からの直

接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施することによって，

約10mSv/h 以下に低減させる。線量率はＱＡＤコードを用いて図

１中の評価モデルの体系により評価を実施した。表２に線源配管

からの直接線の寄与を10mSv/h 以下とするために必要な鉛遮蔽の

厚さを示す。 

（２）線源配管からの直接線による線量率 

図 1 に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，原子炉

格納容器貫通部とサプレッション・プール側一次隔離弁までの配

管に存在することになるため，当該配管は線源となる。線源配管

からの直接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施することに

よって，約 10mSv／h 以下に低減させる。線量率はＱＡＤコード

を用いて図 1 中の評価モデルの体系により評価を実施した。表 2 

に線源配管からの直接線の寄与を 10mSv／h 以下とするために必

要な鉛遮蔽の厚さを示す。 

 

（２）線源配管からの直接線による線量率 

図１に示すとおり，炉心損傷により発生する汚染水は，格納容

器貫通部とサプレッション・プール側一次隔離弁までの配管に存

在することになるため，当該配管は線源となる。線源配管からの

直接線による線量率は，必要な遮蔽対策を実施することによって，

約 10mSv/h 以下に低減させる。線量率はＱＡＤコードを用いて図

１中の評価モデルの体系により評価を実施した。表２に線源配管

からの直接線の寄与を 10mSv/h 以下とするために必要な鉛遮蔽の

厚さを示す。 

 

 

図１ 線量評価概念図 

＜作業対象，評価点，線源配管の配置概要図＞ 

 

図１ 線量評価概念図 

 

 

 

 

 

図１ 線量評価概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業エリア 作業エリアの空間容積ＶＦ（ｍ３） 

ＨＰＣＳポンプ室 600 

大物搬入口 3800 

原子炉建物１階(ＦＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 
1000 
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表２ 線量率評価条件及び必要な鉛遮蔽体厚さ 

 

表2 線量率評価条件 

 

※１：実際は 3m 程度だが保守的に設定 

 

また，低圧代替注水系逆止弁付近，大物搬入口付近には格納容

器圧力逃がし装置の入口配管が存在する。線量率評価条件を表 3 

に示す。 

 

表3 線量率評価条件 

 

表２ 線量率評価条件及び必要な鉛遮蔽体厚さ 
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２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評

価した。表３に各作業エリアにおける線量率を示す。 

２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評価

した。表 4に各作業エリアにおける線量率を示す。 

２．評価結果 

「１．評価方法」に基づき，各作業エリアにおける線量率を評

価した。表３に各作業エリアにおける線量率を示す。 

 

 

表３ 各作業エリアにおける線量率 

 

表 4 各作業エリアにおける線量率 

 

 

表３ 各作業エリアにおける線量率 

 

※１ 線源配管が存在しないため，考慮不要 
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〔参考９－補足３〕不活性ガス系 系統概要図  〔参考９－補足３〕窒素ガス制御系 系統概要図  

可搬型格納容器除熱系をインサービスする場合は，格納容器ベ

ントを停止し，不活性ガス系の窒素ガス供給装置あるいは可搬型

の窒素供給装置により窒素ガスを注入し格納容器除熱による格納

容器圧力低下を抑制する。図1 に不活性ガス系の窒素ガス供給装

置により窒素ガスを格納容器に注入する系統の例を示す。 

 可搬型格納容器除熱系をインサービスする場合は，格納容器ベ

ントを微開とし，窒素ガス制御系の窒素ガス供給装置あるいは可

搬式の窒素供給装置により窒素ガスを注入し格納容器除熱による

格納容器圧力低下を抑制する。図１に窒素ガス制御系の窒素ガス

供給装置により窒素ガスを格納容器に注入する系統の例を示す。 

 

 

作業エリア 格納容器からの

漏えいに起因す

る線量率 

線源配管からの直

接線による線量率 

合計線量率 

ＨＰＣＳポンプ室 約2.8mSv/h 約10mSv/h 約12.8mSv/h 

大物搬入口 約5.2mSv/h －※１ 約5.2mSv/h 

原子炉建物１階(Ｆ

ＬＳＲ可搬式設備 

操作対象弁付近) 

約3.3mSv/h －※１ 約3.3mSv/h 
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図1 不活性ガス系 系統概要図(６号炉の例) 

 

 
 

図１ 窒素ガス制御系 系統概要図 
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